
第２章 アンケート調査 

 

 

１．アンケート調査の概要 

 

（１）目的 

 

介護サービス事業者における資質の向上のための取り組みについて、対象 9サ

ービスについて研修等を中心に、現在取り組んでいる実態を把握するためにアン

ケート調査を行った。 

 

（２）調査の対象 

 

現在介護サービス情報の公表制度が施行されている下記対象9サービスすべて

について、事業所を単位として（※1）事業所（者）を対象とした調査を行った。

また、記入者は原則として管理者とした（※2）。 

 
対象サービス 送付数   

訪問介護 2,000 事業所 （※3） 

訪問入浴介護 500 事業所

通所介護 500 事業所

特定施設入居者生活介護 500 事業所

福祉用具貸与 500 事業所

介護老人福祉施設 500 事業所

介護老人保健施設 500 事業所

訪問看護 500 事業所

居宅介護支援 500 事業所

計 6,000 事業所

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 対象者の単位を「事業所」とした理由 

・ 対象を事業者とした場合、事業者ごとの事業所数にばらつきがあることから、

事業規模に差が大きく、組織全体の取り組みについて同じ基準での比較がしに

くい。 

・ 保険者等による地域での研修等の取り組みの活用も多いことが予想される。

このため、地域ごとの比較の視点を持つべきであるが、複数の事業所を複数の

地域で展開している事業者については、サービス提供地域の特徴を一つに絞る

ことが難しいと考えられる。 

・ 介護保険制度における指定の単位が事業所であり、介護保険指定事業者につ
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いて全国規模ですべての事業所のデータを取得する場合、公式なデータは事業

所単位のものとなる。 

事業者単位のデータを使用する場合は、①サービス毎にある事業者団体のも

つ事業者一覧を用いる場合②事業所単位のデータを事業者単位に組みなおす

場合等が考えられるが、①は対象が事業者団体の会員企業等に限られること、

②は事業所ごとのデータの表記にばらつき（スペースの有無、全角か半角か、

英数字か漢数字か、等の瑣末な違いも含む）があり、正確に同一法人をまとめ

ることが難しく、精度が充分確保できないおそれがある。 

・そのため、今回は事業者のことを把握するため、個々の単位である事業所にお

聞きし、その集合体として事業者のことを把握するようにしていくこととする。 

 

※2 記入者を「管理者」とした理由 

・ 具体的には、事業所（者）としての研修に対する考えや支援内容やコスト、

またそれらの事業所（者）としての位置づけ、事業所（者）としてのキャリア

開発のしくみの設定および実施状況等を熟知している必要がある。 

・ さらに、複数の事業所をもつ法人においては、事業所を単位とするもののみ

でなく、法人を単位として研修等を行う場合も多いと考えられることから、事

業所の代表者として、法人全体の取り組みを認識している立場にあることが望

ましい。 

・ 「サービス提供責任者」も、事業所内での研修等の実施状況については熟知

していると思われる。しかしながら、事業所としてかけているコスト等経営上

の取扱い、法人全体の取り組みの把握等については、認識が不十分な場合も多

いことが考えられる。 

 

※3 「訪問介護」事業所の調査対象事業所数を他のサービスより多くした理由 

・ 訪問介護サービスの主な担い手である登録ヘルパーについては、1 人でサー

ビスを提供することが多く、サービス提供時に他者のチェックが働かない状態

にあるため、個々のスキルアップが重要である。しかしながら、勤務形態やか

かるコスト等の諸事情から、現状では職員の資質向上の取り組みが立ち遅れて

いる現状にあることが推測される。このため、他のサービスと比べて調査対象

事業所数を増やすことにより、調査票回収数を増やし、より詳細な分析を行う

ことが必要と考えられる。 

 

（３）対象の抽出方法 

事業所の所在地を人口集中地域から過疎地域まで満遍なく事業者を抽出した。この

ため、事業所を、人口集中地区人口比（※）の高い住所にあるものから順に並べ、一
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定数おきに抜き出す。 

 

※「人口集中地区人口比」 

人口集中地区とは「市区町村の区域内で人口密度の高い調査区（1 平方キロ

メートル当たり約 4,000 人）が隣接して、調査時の人口が 5,000 人以上となる

地域」をいう。都市人口の実態を明らかにする統計資料が人口集中地区人口で

あり、この地域に住む全ての人口である。なお、この人口は、地方交付税算定

基準のひとつとして利用されている。「人口集中地区人口比」は、人口集中地

区人口が総人口に占める割合のことである。 

出典：総務省統計局統計調査部国勢統計課編 平成 12 年（2000 年）

国勢調査報告より 
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（４）調査の内容 

ア．サービス毎の特徴の捉え方について 

対象 9サービス毎に調査票を作成した（9種類作成）。ただし、できる限り共通

の設問を設定し、その順番もそろえた。 

イ．アンケートの構成 

    
Ⅰ 事業所における職員の資質向上への取り組み等 

（１）教育・研修全般について 

 （２）仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（OJT）について 

 （３）事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）について 

 （４）自己啓発について  

 （５）職員の資質向上への取り組みのテーマについて 

 （６）「介護サービス情報の公表」の研修項目ごとの職員の資質向上への取り組み 

について 

 （７）実務経験のない新人への教育・指導について 

   

Ⅱ 事業所におけるサービスの質の向上のための取り組み全般について 

職員の能力評価、職員の目標管理、マニュアルの整備、サービスについての自己評

価、第三者評価、利用者満足度の把握、サービス改善に向けた課題の議論について 

 

Ⅲ サービスの質の向上に向けて事業所が重要と考える取り組み 

 

Ⅳ 事業所の概要 

法人格等、法人全体の事業所数、実施している介護関連サービス、設立年月、規模

（売上高、定員等）、経営の効率性、職員数、職員の定着状況、職員の採用・確保状況、

派遣労働者の活用状況 

 

Ⅴ 自由記入 
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２．アンケート調査の結果 

 

（１）回収状況 

 

回収状況については、次のとおり。全体の回収率が 23.5％と低いことで、現実

の業界全体の傾向を現していない可能性がある。また、アンケート票の内容が、

主に「教育・研修の実施」について聞いていることから、その実施が思わしくな

い事業所ほど回答しなかった可能性がある。 

   特に、訪問看護については、回収率が 6.2％とかなり低いことに留意する必要

がある。 

 

 対象 9サービス 計（件・％） 

①訪問介護 441 

送付数 2,000 （回収率） 22.1% 

②訪問入浴介護 134 

送付数 500  （回収率） 26.8% 

③訪問看護 31 

送付数 500  （回収率） 6.2% 

④通所介護 153 

送付数 500  （回収率） 30.6% 

⑤特定施設入居者生活介護 135 

送付数 500  （回収率） 27.0% 

⑥福祉用具貸与 123 

送付数 500  （回収率） 24.6% 

⑦居宅介護支援 131 

送付数 500  （回収率） 26.2% 

⑧介護老人福祉施設 149 

送付数 500  （回収率） 29.8% 

⑨介護老人保健施設 112 

送付数 500  （回収率） 22.4% 

計 1,409 

送付数 6,000 （回収率） 23.5% 
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（２）アンケート調査の結果概要 

 

対象 9 サービス間を比較してみると以下のようなことがわかった。なお、各サービ

スごとの詳細については、次の「（３）対象 9サービスのアンケート調査結果」を参照。 

 

（注 1） 訪問系とは「訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護」、施設系とは「特定施

設入居者生活介護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設」をいう。 

（注 2） 略記については、次のとおり。 

特定施設：特定施設入居者生活介護、介護老人福祉：介護老人福祉施設、

介護老人保健：介護老人保健施設。 

 

 

○ 単純集計 

 

【問1：職員の資質向上への取り組み状況】 

・ 総数では、「同じ程度」が一番多い。訪問介護が「充実している」、「どちらかといえば

充実している」を合わせると 5割強で一番多い。 

 

【問2：教育・研修計画】 

・ 「各事業所で計画を立てている」がどこも一番多いが、「計画を立てていない」事業所も 2 割前

後ある。その中で、訪問看護は、「立てていない」比率が4割と突出している。 

・ 計画の期間は1年が最も多い。 

・ 計画への記載事項は、「テーマ・内容」が 8 割前後と一番多く、「教育・研修担当者」は、3～5

割ぐらいと、なかなか担当者が置けない実態が出ている。 

・ 計画作成時に職員から意見や要望を聞く機会は8割ぐらいあったと出ている。 

・ また、実際の実施状況は、「ほぼ実施できた」「だいたい実施できた」を併せると9割ぐらいでき

ていると回答。 

 

【問 3：OJT の実施状況】 

・ どのサービスも、「部下指導を上司の役割とする」「育成を考えて仕事を与える」が多い

傾向が見られる。 

・ 職種別でみると、どのサービスも非常勤より常勤が高く、看護職員より介護職員の方が

高かった。なお、どのサービスも非常勤職員に「不明・無回答」が多かった。 

・ 施設系では、「上司以外の指導担当者をつける」比率は、介護老人保健と比べて特定施

設は低かった。 
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【問 4：Off-JT の実施状況】 

・ 研修の実施は職種でみると、どのサービスも管理者と常勤が多くなっている。中でも居

宅介護支援の介護支援専門員（常勤）と施設系の介護職員（常勤）は 9割以上が研修が

「あり」であった。 

・ 受講割合については、訪問介護、訪問入浴介護では、どの職種も「8割以上」が多かっ

たが、介護老人福祉・介護老人保健は「8 割以上」から「2 割未満」までばらついてい

た。 

 

【問 5：Off-JT の記録の内容】 

・ 内部・外部の総数で多かったのは、「開催日時」「テーマ･内容」の項目であった。 

・ 施設系は、全体的な傾向として、記録している割合が高かった。 

・ またレポートやアンケートなどは、ばらつきはあるが、それほど高くない割合となって

いる。 

 

【問 6：外部研修の主催者】 

・ 総数では、「事業者団体」と「社会福祉協議会」が多かった。 

・ 「社会福祉協議会」が多かったのは、訪問介護・通所介護・介護老人福祉であった。 

・ 「行政」が多かったのは、居宅介護支援と訪問介護。 

・ また、参加させていない割合が多かったのは、訪問入浴介護で、3割にものぼっている。 

 

【問 7：Off-JT に対する賃金等の支払い】 

・ 全体的に施設系が、「賃金を支払った」「交通費を支払った」割合が高い傾向が見られる。 

・ 「賃金を支払った」「交通費を支払った」割合が最も低いのは訪問介護で、中でもヘル

パー（登録）は、「賃金を支払った」が 4割弱、「交通費を支払った」が 3割弱にすぎな

かった。 

・ なお、非常勤職員への「賃金を支払った」「交通費を支払った」の割合は、常勤職員よ

りも低く、非常勤職員に「不明・無回答」が多かった。（特に介護支援専門員（非常勤）

は、5割強が不明・無回答であった。） 

 

【問 8 自己啓発にかかる費用の助成】 

・ 全体的に「費用の助成を行っていない」割合（半数前後ぐらい）が多い。 

・ ただし、6割を超えているのは通所介護と訪問入浴介護で、最も低いのは福祉用具貸与

で 3割くらいであった。 
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【問 9：職員の資質向上への取り組みテーマ】 

・ サービス毎にテーマの割合が高いのは、多少のばらつきはあるが、訪問介護・通所介護・

特定施設・介護老人福祉・介護老人保健では、「介護技術」、「認知症及び認知症ケアに

関わる知識・技術」などであった。 

・ その他には訪問入浴介護では「介護技術」と「接遇」、訪問看護では、「介護保険制度に

関する知識」と「医療・保健に関する知識」、特定施設は上記に加えて「医療・保健に

関する知識」、福祉用具貸与は「福祉用具の活用方法」と「福祉用具の選定及び適合性

の知識」、居宅介護支援は「認知症」と「介護保険制度に関する知識」、介護老人福祉は、

上記のほか「身体拘束の排除の取り組み」、介護老人保健は、上記のほか「身体拘束の

排除の取り組み」・「接遇」・「医療・保健に関する知識」がより高い傾向があった。 

・ 施設系では、介護老人福祉の「人事・労務管理」に関する知識、特定施設の「リーダー

シップ、組織マネジメント」に関する知識も高かった。 

 

【問 10：個別の取り組み状況 】 

・ 研修項目では、サービス提供の根幹である「介護技術全般」への各種取り組みが最も高

く、次いで、「認知症及び認知症ケア」の順であった。「利用者のプライバシーの保護」

では、訪問入浴介護の「内部での教育・研修」の取り組みが最も高かった。「倫理及び

法令遵守」では、訪問看護の「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」が他の種別と比べ

て最も高い取り組みであった。 

・ 施設系と訪問系では、施設系が業務内容の特性から、施設内での「会議やミーティング

等の集合研修」を活かした取り組みが高かった。また、「数名のチームでの活動」や「外

部での教育・研修に職員を派遣」についても、訪問系より相対的に高かった。一方、訪

問系では、「会議やミーティング等の集合研修」よりも「内部研修の実施」の方が高か

った。 

・ 「マニュアルや手引きの活用」については、大きな差異は見られなかった。 

 

【問 11ａ：新人職員に対する教育・指導】 

・ 「仕事の現場で集中的に指導」の割合が高いのは、訪問入浴介護・訪問看護・通所介護・

福祉用具貸与があり、「採用・新任時に研修を実施」の割合が高いのは、訪問介護・居

宅介護支援が高く、特定施設・介護老人福祉・介護老人保健は「指導担当者をつける」

が高かった。 

・ また、全体的な傾向として、割合が高いのは施設系であり、居宅介護支援は割合が低か

った。 

・ 職種別でみると、訪問介護ではそれほど差はなかったが、他のサービスでは、非常勤よ

り常勤が高く、看護職員より介護職員の方が高かった。 

・ なお、居宅介護支援・福祉用具貸与では、「いずれも行っていない・当該職種はいない」
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【問 11ｂ：教育・研修の期間】 

・ 総数では、1ヶ月程度が一番多く、サービス別でも訪問介護・訪問入浴介護・訪問看護・

通所介護・介護老人福祉で、3ヶ月程度が多いのが、福祉用具貸与・特定施設・居宅介

護支援・介護老人保健であった。 

 

【問 12：職員の能力評価】 

・ 全般的に「いずれも能力を評価する仕組みはない」が多く 5割前後を占めている。ただ

し、特定施設は、「いずれも能力を評価する仕組みはない」は 2 割強しかなく、介護職

員（常勤）では、7割以上が「能力を評価する仕組みがある」と回答している。 

 

【問 13：職員の目標管理】 

・ 「職員が担当する仕事についてどのような目標に従って管理しているか」については、

「個人が担当する仕事についての目標」が高く、どのサービスも 4割～6割であった。 

・ 「チームや係りで担当する仕事についての目標」については、介護老人保健と特定施設

が６割弱で高く、一方、訪問看護、福祉用具貸与、居宅介護支援は低かった。 

 

【問 14：各種マニュアルの整備等】 

・ マニュアルは、「各事業所で作成したもの」が中心だが、訪問看護は、「マニュアルがな

い」とした割合が、2 割弱もあった。（ちなみに介護老人福祉と介護老人保健のマニュ

アルがない割合は 0）。 

・ 活用度合いは 7割ぐらいの事業所が、「十分に活用」「どちらかというと活用」と回答し

ている。 

 

【問 15：サービスについての自己評価】 

・ 「定期的に実施」が 3～4割ぐらいで、特定施設の割合のみ 5割弱と高い。 

・ その一方、訪問看護は「今後も実施の予定はなし」が 3割弱もあった。 

・ また、実施頻度は１年に１回程度が 6割前後と多かった。 

 

【問 16：第三者評価】 

・ 「定期的に受けている」が、1～2割程度。 

・ 「今後受けることを検討している」を入れると割合は高くなるが、受ける予定もないも

3割前後ある。その中で、訪問看護の 6割以上が予定がないといっているのが特徴的。 

・ 第三者評価を定期的に受けている事業所（全体で 13.0％）の中では、実施頻度は 1年に

1回が多かった。 
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【問 17：利用者満足度の把握】 

・ 全般的に割合が高いのは、「日常的に利用者の声を集める工夫をしている」であるが、「職

員が受け止めた利用者の声を管理者等に集約する仕組みがある」も訪問入浴介護・訪問

看護で高い。 

・ 特定施設は、「職員が受け止めた利用者の声を集約する仕組みがある」は、６割弱で最

も高かった。一方、介護老人福祉は、2割強で低かった。 

・ その一方、訪問看護で 4割弱、居宅介護支援で 2割強が「把握していない」と回答して

いる。 

・ また、実施頻度は、1年に 1回程度が多かった。 

・ 満足度レベルは、「高い方」と「平均的」を併せると 8割にも達する。 

 

【問 18：サービス改善に向けた課題の議論】 

・ 全体的に、「現場の職員と管理者が集まって課題について話し合う場がある」が最も高

く、次いで、「日常的に管理者が現場の職員の意見を口頭もしくは文書などで吸い上げ

る仕組みがある」の順であった。 

・ ただし、特定施設・介護老人福祉・介護老人保健では、「管理者だけが集まって課題に

ついて話し合う場がある」「現場の職員だけが集まって課題について話し合う場がある」

も高かった。 

 

【問 19：サービスの質の向上のために重要だと思う取り組み】 

・ 全サービス共通として、「OJT の充実」「中堅リーダー層の育成」「利用者満足度の把握」

の割合が高かった。施設系では、「新人への集中的な教育・指導」や「中堅リーダー層

の育成」の割合が高かったが、「ネットワークの構築」は低かった。 

・ また、訪問看護は「管理者の資質向上」の割合も高かった。 

 

【問20：法人格等】 

・ サービス別に制度上、規制のあるものもあるが、全体としてみると営利法人の割合が高く、サー

ビス別においても、訪問介護・訪問入浴介護・特定施設・福祉用具貸与が一番高い。社会福祉法

人の割合が高いのは、通所介護と介護老人福祉で、医療法人が高いのは、訪問看護・居宅介護支

援・介護老人保健であった。 

 

【問21：法人全体の事業所数】 

・ 「持っている」が全体の7割ぐらいあるが、福祉用具貸与は、「持っていない」が「持っている」

を上回っていた。また、事業所数は2～5事業所が多かった。 
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【問22：実施している介護関連サービス】 

・ 全般的に居宅介護支援との併設が多い傾向があった。なお、特定施設・介護老人福祉・介護老人

保健は通所介護との併設の割合がやや高かった。（特に介護老人福祉は8割弱） 

 

【問23：設立年月】 

・ 全体として介護保険制度がスタートした2000年代が最も多く、6割弱を占めていた。 

 

【問24：定員・売上高など（規模）】 

・ 売上高で規模をみている訪問介護・訪問看護は、100 万以上200 万円未満、訪問入浴介護は100

万円未満、福祉用具貸与は50万円未満が一番多い。 

・ 定員で規模をみている通所介護は、10人以上15人未満、特定施設は30人以上50人未満、介護

老人福祉は50人以上70人未満、介護老人保健は90人以上100人未満が、それぞれ最も割合が

高かった。 

・ ケアプラン作成数で規模をみている居宅介護支援は36件以上70件未満が、それぞれ最も割合が

高かった。 

 

【問25：経営の効率性】 

・ 総数では「効率が悪くなった」が最も多いが、特定施設のみ「効率が良くなった」の割合が最も

多い。特に、介護老人保健では「効率が悪くなった」が６割以上で最も高かった。また、訪問看

護は「効率が良くなった」の割合が0であった。 

 

【問26：職員数】 

・ 総数では、「10人以上50人未満」が一番多かったが、訪問入浴介護・訪問看護・福祉用具貸与・

居宅介護支援は「10人未満」が最も多かった。 

・ また、常勤職員の割合は、かなりばらつきがみられる。低いところでは、訪問介護・訪問入浴介

護で1～2割台が多く、通所介護では3～4割台が多く、特定施設は3～9割台まで幅広く分散し

ており、高いところでは、介護老人福祉と介護老人保健では 7～9 割台、訪問看護・福祉用具貸

与・居宅介護支援は100％が多かった。 

 

【問27：職員の定着率】 

・ 総数から見ると「定着率は低くない」が 6 割強で一番多いが、介護老人福祉と介護老人保健は、

「定着率は低くない」が4割強、「定着率が低く困っている」が3割強である。 

・ また、職員 10 人を採用した場合の１年後の退職人数は、総数では１人が最も多いが、福祉用具

貸与と居宅介護支援は0人、また介護老人福祉と介護老人保健はやや多く、2～3人であった。 
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【問28：職員の採用・確保状況】 

・ 総数では、「募集しても応募者がいない」の割合が高いが、「応募があるが望ましい人がこない」

は特定施設・福祉用具貸与・介護老人福祉・介護老人保健で割合が高かった。 

・ また、過不足の状況では、総数では「やや不足」が多いが、福祉用具貸与と居宅介護支援は、「適

当」が多かった。 

 

【問 29：派遣労働者の活用状況】 

・ 「受け入れていない」が７割弱と多いが、特定施設で 3割強、介護老人福祉と介護老人

保健で 3割弱受け入れていた。 

・ また、今後は「わからない」がもっとも多いが、「現状維持」もそこそこあった。 

  

※福祉用具貸与と居宅介護支援については、この設問を設定していない。 

 

 

○ クロス集計 

 

本調査のクロス集計は、訪問系および施設系のそれぞれ代表的な、訪問介護と介護老人

福祉施設について、次のⅠ～Ⅴの 5項目と OJT、OFF-JT、自己啓発の 3項目とのクロスで行

った。 

Ⅰ 法人（営利法人、それ以外の法人） 

＊ただし、介護老人福祉施設には営利法人はないため、この分析は訪問介護のみ 

Ⅱ 事業所規模（大、小） 

Ⅲ サービスの提供（単一、複数） 

Ⅳ 設立時期（介護保険施行前、2000.4～2003.3、2003.4～） 

Ⅴ 常勤職員比率（高い、低い） 

 

 

【訪問介護】 

Ⅰ 法人（営利法人、それ以外の法人）と OJT、OFF-JT、自己啓発のクロス 

 OJT については、営利法人の方が、それ以外の法人より実施している傾向がみられ

た。 

 OFF-JT については、営利法人とそれ以外の法人では有意性はみられなかった。 

 自己啓発については、営利法人の方が、それ以外の法人より費用助成している傾

向がみられた。 
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Ⅱ 事業所規模（大、小）と OJT、OFF-JT、自己啓発のクロス 

 事業所規模（大）は、月平均の売上高が 200 万円以上 

 事業所規模（小）は、月平均の売上高が 200 万円未満 

 OJT については、事業所規模（大）の方が、事業所規模（小）より実施している傾

向がみられた。 

 OFF-JT については、事業所規模（大、小）では有意性はみられなかった。 

 自己啓発については、事業所規模（大、小）では有意性はみられなかった。 

 

Ⅲ サービスの提供（単一、複数）と OJT、OFF-JT、自己啓発のクロス 

サービスの提供（単一、複数）では、OJT、OFF-JT、自己啓発の 3 つとも有意性はみら

れなかった。 

 

Ⅳ 設立時期（介護保険施行前、2000.4～2003.3、2003.4～）と OJT、OFF-JT、自己啓発の

クロス 

 OJT については、設立時期では有意性はみられなかった。 

 OFF-JT については、設立時期では有意性はみられなかった。 

 自己啓発については、設立時期（介護保険施行前）より設立時期（2000.4～2003.3、

2003.4～）の方が、費用助成している傾向がみられた。 

 

Ⅴ 常勤職員比率（高い、低い）と OJT、OFF-JT、自己啓発のクロス 

 常勤職員比率（高い）は、常勤職員の比率が 22％以上 

 常勤職員比率（低い）は、常勤職員の比率が 22％未満 

 OJT については、ヘルパー（登録）は常勤職員比率（低い）の方が、常勤職員比率

（高い）より実施している傾向がみられた。逆に、ヘルパー（常勤）は常勤職員

比率（高い）の方が、常勤職員比率（低い）より実施している傾向がみられた。 

 OFF-JT については、常勤職員比率（高い、低い）では有意性はみられなかった。 

 自己啓発については、常勤職員比率（高い、低い）では有意性はみられなかった。 

 

 

【介護老人福祉施設】 

Ⅰ 法人（営利法人、それ以外の法人）と OJT、OFF-JT、自己啓発のクロス 

介護老人福祉施設には営利法人はないため、このクロスは行わない。 

 

Ⅱ 事業所規模（大、小）と OJT、OFF-JT、自己啓発のクロス 

 事業所規模（大）は、定員が 70 人以上 

 事業所規模（小）は、定員が 70 人未満 
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 OJT については、事業所規模（大）の方が、事業所規模（小）より実施している傾

向がみられた。 

 OFF-JT については、事業所規模（大、小）では有意性はみられなかった。 

 自己啓発については、介護職員、看護職員は事業所規模（大、小）では有意性は

みられなかったが、管理者は事業所規模（大）の方が、事業所規模（小）より実

施している傾向がみられた。 

 

Ⅲ サービスの提供（単一、複数）と OJT、OFF-JT、自己啓発のクロス 

 OJT については、「部下指導が上司の役割」と「指導マニュアルの作成」はサービ

スの提供（複数）の方が、サービスの提供（単一）より実施している傾向がみら

れた。逆に、「育成を考えた仕事の付与」はサービスの提供（単一）の方が、サー

ビスの提供（複数）より実施している傾向がみられた。 

 OFF-JT については、介護職員、看護職員とも（非常勤）は、サービスの提供（複

数）の方が、サービスの提供（単一）より実施している傾向がみられた。 

 自己啓発については、サービスの提供（単一、複数）では有意性はみられなかっ

た。 

 

Ⅳ 設立時期（介護保険施行前、2000.4～2003.3、2003.4～）と OJT、OFF-JT、自己啓発の

クロス 

 OJT については、「部下指導が上司の役割」と「上司以外の指導担当者をつける」

は設立時期（介護保険施行前）より設立時期（2000.4～2003.3、2003.4～）の方

が、実施している傾向がみられた。 

 OFF-JT については、設立時期では有意性はみられなかった。 

 自己啓発については、設立時期（介護保険施行前）より設立時期（2000.4～2003.3、

2003.4～）の方が、費用助成している傾向がみられた。 

 

Ⅴ 常勤職員比率（高い、低い）と OJT、OFF-JT、自己啓発のクロス 

 常勤職員比率（高い）は、常勤職員の比率が 74％以上 

 常勤職員比率（低い）は、常勤職員の比率が 74％未満 

 OJT については、常勤職員比率（高い、低い）では有意性はみられなかった。 

 OFF-JT については、常勤職員比率（高い、低い）では有意性はみられなかった。 

 自己啓発については、常勤職員比率（高い、低い）では有意性はみられなかった。 

 

（３）対象 9サービスのアンケート調査結果 

 

対象 9サービスのアンケート調査結果については次頁以降のとおりである。 



 
訪問介護 

 
訪 問 介 護 

 
 

Ⅰ.貴事務所における職員の資質向上への取り組み等 

（1） 教育研修全般について 

［職員の資質向上への取り組み状況］（問 1） 

職員の資質向上への取り組み状況は、同業同規模の事業所に比べて、「充実している」、「どちらか

といえば充実している」を合わせると 50.7%であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問1　事業所の取り組み状況

どちらかといえば

充実している

37.1%

どちらかといえば

劣る

12.5%

同じ程度

33.1%

充実している

13.6%

不明・無回答

0.9%

劣る

2.0%

Ｎ＝441

 
 
教育・研修計画］（問 2） 

計画の立案［問 2－ａ］ 

「教育・研修計画は立てていない」事業所が 14.7％あった。 

 
  問2－ａ　計画の立案

71.2%

24.3%

14.7%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

各事業所で計画を立てている

事業者（親法人）で計画をたてている

（1法人多事業所の場合のみ）

教育・研修計画は立てていない

不明・無回答

Ｎ＝441

【複数回答】
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訪問介護 

教育・研修の期間［問 2－ｂ］ 

教育・研修計画の期間は「1年」が最も多く、57.2％であった。 

 

  複数年 1 年 
半 年 ～ 1

年未満 
半年未満

不明・無

回答 
該当者

回答数 50 215 41 56 14 376

％ 13.3% 57.2% 10.9% 14.9% 3.7% 100.0%

 
教育・研修計画の記載項目［問 2－ｃ］（複数回答） 

教育・研修計画の記載項目で、「教育・研修担当者」があるのは 34.3%であった。 

 

  

目 的 テーマ・

内容 

対象者 おおよそ

の実施時

期 

教育・研

修担当者

その他 不明・無

回答 

回答数 215 333 201 190 129 7 10

％ 57.2% 88.6% 53.5% 50.5% 34.3% 1.9% 2.7%

 
（その他）の主な内容 

おおよその実施回数 
予算、場所、外部研修費用等 
獲得目標と振り返り 

 
 
教育・研修計画への意見・要望［問 2－ｄ］ 

 教育・研修計画への職員からの意見・要望を聞く「機会はあった」のは 85.4%であった。 

 

  

機会はあ

った 

機会はな

かった 

不明・無

回答 

該当者

回答数 321 49 6 376

％ 85.4% 13.0% 1.6% 100.0%

 
 
計画の実施［問 2－ｅ］ 

 計画の実施は、「ほぼ実施できた」、「だいたい実施できた」を合わせると 92.3％であった。 
 

 問２－ｅ　計画の実施

実施できなかった

6.4%

だいたい実施できた

66.0%

ほぼ実施できた

26.3%

不明・無回答

1.3%

Ｎ＝376

非該当＝65
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訪問介護 

（2） 仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）について 

［仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）の実施状況］（問 3） 

 ヘルパー（登録）は、「育成を考えて仕事を与える」が 46.8％で最も多かった。 

 ヘルパー（登録以外の非常勤）は、「育成を考えて仕事を与える」が 33.0％で最も多かった。た

だし、「不明・無回答」も 37.7％と多かった。ヘルパー（常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」

が 46.4％、「育成を考えて仕事を与える」が 44.7％と多かった。 

 OJT の実施は、3職種を比べてみると、ヘルパー（登録）とヘルパー（常勤）はそれほど差はなか

ったが、ヘルパー（登録以外の非常勤）は、他の 2職種に比べて低かった。 

 
 問3　OJT実施状況－ヘルパー

44.1%

25.6%

46.8%

0.7%

3.7%

29.2%

0.6%

3.8%

46.4%

44.7%

0.7%

4.2%

39.2%

16.7%

37.7%

33.0%

24.9%

17.0%

19.0%

17.8%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

部下指導を上司の役割とする

上司以外の指導担当者をつける

育成を考えて仕事を与える

指導マニュアルを作成する

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

ヘルパー（登録）

ヘルパー（登録以外の非常勤）

ヘルパー（常勤）

【複数回答】

ヘルパー（登録）Ｎ＝406　非該当＝35

ヘルパー（登録以外の非常勤）Ｎ＝342　非該当＝99

ヘルパー（常勤）Ｎ＝405　非該当＝36

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

サービス提供責任者は、「部下指導を上司の役割とする」が 52.4％で最も多かった。また、これは

他の 3つの職種と比較して最も高かった。 

 
 問3　OJT実施状況－サービス提供責任者

52.4%

14.5%

43.1%

34.7%

2.0%

8.4%

14.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

部下指導を上司の役割とする

上司以外の指導担当者をつける

育成を考えて仕事を与える

指導マニュアルを作成する

その他

いずれも行っていない

不明・無回答
Ｎ＝441

【複数回答】 
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訪問介護 

（3） 事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off－ＪＴ）について 

［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）の実施状況］（問 4） 

 ヘルパー（登録）は 70.2％が Off-JT を実施していた。その中で 34.4％が対象者の「8 割以上」

受講していた。 

 
 問4　Off-JT実施状況
　　ヘルパー（登録）

不明・無回

答
11.8%

なし
18.0%

あり
70.2%

Ｎ＝406
非該当＝35

 受講者の割合

34.4%

30.5%

18.2%

15.1%

0.7%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ヘルパー（登録以外の非常勤）は 51.2％が Off-JT を実施していた。その中で 40.6％が対象者の

「8割以上」受講していた。 

 
 受講者の割合

40.6%

20.0%

17.1%

18.3%

1.1%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 問4　Off-JT実施状況
　　ヘルパー（登録以外の非常勤）

不明・無回

答

28.7%

なし

20.2%

あり

51.2%

Ｎ＝342

非該当＝99

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ヘルパー（常勤）は 80.0％が Off-JT を実施していた。その中で 54.3％が対象者の「8 割以上」

受講していた。 

 
 

 問4　Off-JT実施状況
　　ヘルパー（常勤）

あり

80.0%

不明・無回
答

9.9%

なし
10.1%

Ｎ＝405

非該当＝36

 受講者の割合

54.3%

24.4%

9.9%

10.5%

0.6%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

－24－ 



 
訪問介護 

 サービス提供責任者は 89.8％が Off-JT を実施していた。その中で 64.1％が対象者の「8割以上」

受講していた。また、これは他の 3つの職種と比較して最も高かった。 

 

 受講者の割合

64.1%

17.4%

8.3%

7.8%

1.3%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 問4　Off-JT実施状況
　　サービス提供管理者

不明・無回
答

3.9%

なし

6.3%

あり
89.8%

Ｎ＝441

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（off-JT）の記録内容］（問 5） 

＜内部での教育・研修＞（複数回答） 

内部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については 33.8％が記

録していた。 

 

  

研修は

実 施 し

て い な

い ・ 参

加 さ せ

て い な

い 

目的 開催日

時 

参加人

数 ・ 参

加者氏

名 

講 師 、

研修担

当者 

テーマ・

内容 

資料 参加者

の感想

文 や レ

ポート、

ア ン ケ

ー ト な

ど 

記録は

特 に 残

し て い

ない 

不 明 ・

無回答 

回答数 25 240 296 282 244 289 268 149 9 102 

％ 5.7% 54.4% 67.1% 63.9% 55.3% 65.5% 60.8% 33.8% 2.0% 23.1% 

 
 
＜外部での教育・研修＞（複数回答） 

外部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については 41.7％が記録

していた。 

  

研修は

実 施 し

て い な

い ・ 参

加 さ せ

て い な

い 

目的 開催日

時 

参加人

数 ・ 参

加者氏

名 

講 師 、

研修担

当者 

テーマ・

内容 

資料 参加者

の感想

文 や レ

ポート、

ア ン ケ

ー ト な

ど 

記録は

特 に 残

し て い

ない 

不 明 ・

無回答 

回答数 28 246 284 248 252 282 277 184 16 98 

％ 6.3% 55.8% 64.4% 56.2% 57.1% 63.9% 62.8% 41.7% 3.6% 22.2% 

 

－25－ 



 
訪問介護 

［事業所の指示により職員を参加させた外部研修の主催者］（問 6） 

外部の教育・研修の主催者は、「社会福祉協議会」22.9％、「行政」20.2％、「事業者団体」13.2％

の順で多かった。 

 

  

行政 社会福

祉協議

会 

事業者

団体 

医療関

係機関 

左記（1

～4）以

外の民

間研修

機関

その他 職員を

外部研

修には

参加さ

せてい

ない 

不明・

無回答

合計

回答数 89 101 58 7 29 6 30 121 441

％ 20.2% 22.9% 13.2% 1.6% 6.6% 1.4% 6.8% 27.4% 100.0%

（その他）の主な内容 
行政（市） 
在宅ケア連絡会 
ホームヘルパー協議会 

 

 

［事業所の指示による仕事現場を離れた教育・研修（Off-JT）に対する賃金等の支払］（問 7） 

ヘルパー（登録）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 41.4％、「参加にかかる交通費を支

払った」が 30.0％、「いずれも支払っていない」が 9.9％であった。 

 ヘルパー（登録以外の非常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 32.2％、「参加にかか

る交通費を支払った」が 21.6％、「いずれも支払っていない」が 8.5％であった。ただし、「不明・

無回答」も 41.2％と多かった。 

 ヘルパー（常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 54.6％、「参加にかかる交通費を支

払った」が 45.4％、「いずれも支払っていない」が 7.7％であった。 

 Off-JT に対する賃金や交通費の支払いは、3職種を比べてみると、ヘルパー（常勤）、ヘルパー（登

録）、ヘルパー（登録以外の非常勤）の順で、よくなされていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問７　Off-JT費用負担－ヘルパー

41.4%

30.0%

9.9%
8.5%

41.2%

45.4%

7.7%

5.9%

27.6%

10.3%

21.6%

32.2%

10.8%

19.8%

54.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

ヘルパー（登録）

ヘルパー（登録以外の非常勤）

ヘルパー（常勤）

【複数回答】

ヘルパー（登録）Ｎ＝406　非該当＝35

ヘルパー（登録以外の非常勤）Ｎ＝342　非該当＝99

ヘルパー（常勤）Ｎ＝405　非該当＝36
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訪問介護 

サービス提供責任者は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 59.9％、「参加にかかる交通費を

支払った」が 54.9％で、これは他の 3 つの職種と比較して最も高かった。また、「いずれも支払っ

ていない」は 8.8％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4） 自己啓発について 

 問７　Off-JT費用負担－サービス提供責任者

59.9%

54.9%

8.8%

4.1%

10.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝406

非該当＝35

 

 

（4）［自己啓発にかかる費用の助成］（問 8） 

自己啓発にかかる費用の助成は、「費用の助成は行っていない」が 51.7％と最も高かった。また、

助成している中では「サービス提供責任者」が 38.8％で最も多く、次いで「ヘルパー（常勤）」、「ヘ

ルパー（登録）」、「ヘルパー（登録以外の非常勤）」の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問8　自己啓発への助成

17.2%

11.4%

29.1%

38.8%

51.7%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ヘルパー（登録）N=406 

非該当=35

ヘルパー（登録以外の非常勤）N=342

非該当=99

ヘルパー（常勤）N=405 

非該当=36

サービス提供責任者

N=441

費用の助成は行っていない

N=441

不明・無回答

N=441

【複数回答】
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訪問介護 

（5） 職員の資質向上への取り組みのテーマについて 

［職員の資質向上への取り組みのテーマ］（問 9） 

 職員の資質向上への取り組みのテーマでは、多い順に「介護技術（身体介護・生活援助・介護予

防）」86.4％、「認知症及び認知症ケアに係わる知識・技術」77.8％、「医療・保健に関する知識（感

染症・食中毒に関する知識を含む）」69.4％、「介護保険制度に関する知識」68.3％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問9　職員の資質向上への取り組みのテーマ

86.4%

77.8%

69.4%

68.3%

61.9%

61.5%

56.0%

53.1%

45.4%

42.6%

33.1%

29.5%

28.8%

23.1%

18.1%

13.8%

11.8%

9.1%

5.0%

1.6%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護技術（身体介護・生活援助・介護予防）

認知症及び認知症ケアに係わる知識・技術

医療・保健に関する知識（感染症・食中毒に関する知識を含む）

介護保険制度に関する知識

相談・苦情・事故（緊急時）対応

接遇

情報共有、記録・報告・連絡方法

倫理及び法令遵守・プライバシー保護

アセスメント、訪問介護計画作成に関する知識

事例検討・ロールプレイ

事業理念・運営方針など

障害に関する知識

福祉用具の活用方法

対人援助技術（スーパービジョンの実施）

権利擁護、成年後見に関する知識

リーダーシップ、組織マネジメント

人事・労務管理

予算・売上管理

その他

不明・無回答

特に何も取り組まなかった

【複数回答】

N=441 

（その他）の主な内容 

介護労働者のストレス対策 

高齢者の身体の特長や食事・栄養、料理研修（特別食も含む） 

地域住民に対する事業内容等の理解促進 

地域財源措置に伴う対応策 
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訪問介護 

（6） 「介護サービス情報の公表」研修項目ごとの職員の資質向上への取り組みについて 

［「介護サービス情報の公表」の研修項目を中心とした個別の取り組み］（問 10） 

 

介護技術全般 

 介護技術全般では、多い順に「内部での教育・研修を実施」63.7％、「仕事の現場の中で上司や

先輩が指導」62.1％、「会議等の集合機会を利用し職員に周知」59.4％、「マニュアルの作成・整

備」56.5％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問10　情報の公表項目への取り組み－介護技術全般

63.7%

59.4%

62.1%

7.5%

56.5%

44.7%

39.7%

1.6%

2.0%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

N=441 

 

認知症及び認知症ケア 

 認知症及び認知症ケアでは、多い順に「内部での教育・研修を実施」59.0％、「会議等の集合機会

を利用し職員に周知」51.7％、「マニュアルの作成・整備」50.1％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問10　情報の公表項目への取り組み－認知症及び認知症ケア

51.7%

39.5%

7.3%

50.1%

36.1%

43.8%

0.5%

4.1%

6.3%

59.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝441

（その他）の主な内容 

認知症ケア専門師資格の取得 
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訪問介護 

利用者のプライバシーの保護 

 利用者のプライバシーの保護では、多い順に「会議等の集合機会を利用し職員に周知」61.2％、

「内部での教育・研修を実施」56.0％、「マニュアルの作成・整備」52.4％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問10　情報の公表項目への取り組み－利用者のプライバシーの保護

56.0%

61.2%

37.0%

4.3%

52.4%

32.4%

11.8%

0.9%

2.9%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝441

 

 

倫理及び法令遵守 

 倫理及び法令遵守では、多い順に「会議等の集合機会を利用し職員に周知」51.5％、「マニュア

ルの作成・整備」45.4％、「内部での教育・研修を実施」44.9％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問10　情報の公表項目への取り組み－倫理及び法令遵守

44.9%

51.5%

27.7%

3.9%

45.4%

29.9%

13.6%

0.2%

5.9%

11.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 内部での教育・研修を実施

 会議等の集合機会を利用し職員に周知

 仕事の現場の中で上司や先輩が指導

 数名のチームでの活動

 マニュアルの作成・整備

 日常的にマニュアル等を活用

 外部での教育・研修に職員を派遣

 その他

 取り組んでいない

 不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝441

（その他）の主な内容 

職場内回覧で確認 
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訪問介護 

［その他の取り組み］（複数回答） 

 その他の研修項目である「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止」､｢接遇｣､[事故の発生又は

その再発防止]、｢事故の発生等緊急時の対応」についても、｢会議やミーティング等の集合機会を利

用し、職員に周知｣､｢内部での教育・研修を実施」､｢マニュアルの作成・整備」が多かった。 

 

  内部で

の 教

育・研

修を実

施 

会議や

ミーテ

ィング

等の集

合機会

を利用

し、職

員に周

知 

仕事の

現場の

中で上

司や先

輩が指

導 

数名の

チーム

での活

動 

マニュ

アルの

作成・

整備 

日常的

にマニ

ュアル

や手引

書を活

用 

外部で

の 教

育・研

修に職

員を派

遣 

その他 取り組

んでい

ない 

不明・

無回答

感染症及び食中毒の予防及び

まん延の防止 260 272 149 26 248 169 96 1 14 27

％ 59.0% 61.7% 33.8% 5.9% 56.2% 38.3% 21.8% 0.2% 3.2% 6.1%

接遇 233 230 191 19 210 150 65 1 20 40

％ 52.8% 52.2% 43.3% 4.3% 47.6% 34.0% 14.7% 0.2% 4.5% 9.1%

事故の発生又はその再発防止 242 278 157 28 254 171 67 2 12 26

％ 54.9% 63.0% 35.6% 6.3% 57.6% 38.8% 15.2% 0.5% 2.7% 5.9%

事故の発生等緊急時の対応 239 280 154 24 266 171 62 3 14 24

％ 54.2% 63.5% 34.9% 5.4% 60.3% 38.8% 14.1% 0.7% 3.2% 5.4%

 

［研修の資料］（問 10-1）（複数回答） 

 研修の資料については、どの研修項目についても「内部で作成した資料・マニュアル等」がほぼ

6割以上を占めた。「外部で作成した資料・テキスト等」が多かったものは、｢認知症及び認知症ケ

ア」、「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止」､｢介護技術全般」などで５割を超えていた。 

 

  内 部 で

作 成 し

た資料・

マニュア

ル等 

外 部 で

作 成 し

た資料・

テキスト

等 

資 料 は

使 わ な

かった

不明・ 

無回答

介護技術全般 239 179 11 31

％ 67.3% 50.4% 3.1% 8.7%

認知症及び認知症ケア 195 198 6 23

％ 59.6% 60.6% 1.8% 7.0%

感染症及び食中毒の予防及び

まん延の防止 
226 187 6 18

％ 65.3% 54.0% 1.7% 5.2%

接遇 213 141 14 18

％ 69.2% 45.8% 4.5% 5.8%

利用者のプライバシーの保護 246 126 13 26

％ 71.1% 36.4% 3.8% 7.5%

倫理及び法令遵守 201 103 15 23

％ 68.4% 35.0% 5.1% 7.8%

事故の発生又はその再発防止 255 120 13 30

％ 73.5% 34.6% 3.7% 8.6%

事故の発生等緊急時の対応 260 126 11 27

％ 74.3% 36.0% 3.1% 7.7%
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訪問介護 

［研修の講師］（問 10-1）（複数回答） 

 研修の講師については、どの研修項目についても「内部職員が対応した」がほぼ 7割以上を占め

た。「外部の講師を招いた」が多かったものは、「認知症及び認知症ケア」、「介護技術全般」、

「接遇」などで 1割を超えていた。 

 

  内部職

員が対

応した 

外部の

講師を

招いた

講師は

いなか

った 

不明・

無回答

介護技術全般 273 38 7 60

％ 76.9% 10.7% 2.0% 16.9%

認知症及び認知症ケア 228 43 8 65

％ 69.7% 13.1% 2.4% 19.9%

感染症及び食中毒の予防及

びまん延の防止 
244 32 11 71

％ 70.5% 9.2% 3.2% 20.5%

接遇 213 31 10 60

％ 69.2% 10.1% 3.2% 19.5%

利用者のプライバシーの保護 247 9 11 83

％ 71.4% 2.6% 3.2% 24.0%

倫理及び法令遵守 209 13 11 65

％ 71.1% 4.4% 3.7% 22.1%

事故の発生又はその再発防

止 
254 15 8 80

％ 73.2% 4.3% 2.3% 23.1%

事故の発生等緊急時の対応 252 26 8 74

％ 72.0% 7.4% 2.3% 21.1%

 

 

－32－ 



 
訪問介護 

（7） 新人職員への教育・指導について 

［新人職員指導］（問 11－ａ） 

 新人ヘルパー（登録）では、多い順に「採用・新任時に研修を実施」53.2％、「仕事の現場で集

中的に指導」53.2％、「仕事の与え方を考慮する」48.5％、｢指導担当者をつける」44.1％であった。 

 新人ヘルパー（登録以外の非常勤）では、多い順に「採用・新任時に研修を実施」37.7％、「仕

事の現場で集中的に指導」37.7％、「仕事の与え方を考慮する」31.9％、「指導担当者をつける」

30.4％であった。ただし、「不明・無回答」も 33.0％と多かった。 

 新人ヘルパー（常勤）では、多い順に「採用・新任時に研修を実施」45.9％、「仕事の現場で集

中的に指導」43.5％、｢指導担当者をつける」39.0％、「仕事の与え方を考慮する」35.1％であった。 

 新人職員への教育・指導について、3職種を比べてみると、ヘルパー（登録）、ヘルパー（常勤）、

ヘルパー（登録以外の非常勤）の順で、よくなされていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問11－a　新人職員指導－ヘルパー

44.1%

48.5%

0.7%
0.9%

39.0%

0.7%

53.2%

53.2%

24.9%

10.6%

7.6%
11.4%

30.4%

33.0%

37.7%

31.9%

21.9%

37.7%

14.1%

43.5%

35.1%

23.7%

45.9%

20.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用・新任時に研修を実施

指導担当者をつける

仕事の与え方を考慮する

仕事の現場で集中的に指導

仕事の現場を離れてこまめにアドバイス

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

新人ヘルパー（登録）

新人ヘルパー（登録以外の非常勤）

新人ヘルパー（常勤）

【複数回答】

ヘルパー（登録） Ｎ＝406　非該当＝35

ヘルパー（登録以外の非常勤） Ｎ＝342　非該当＝99

ヘルパー（常勤） Ｎ＝405　非該当＝36

 

サービス提供責任者では、多い順に「採用・新任時に研修を実施」42.4％、「指導担当者をつけ

る」32.9％、「仕事の現場で集中的に指導」32.0％、「仕事の与え方を考慮する」31.3％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問11－a　新人職員指導－新任のサービス提供者

32.9%

31.3%

32.0%

23.4%

2.5%

19.5%

16.6%

42.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用・新任時に研修を実施

指導担当者をつける

仕事の与え方を考慮する

仕事の現場で集中的に指導

仕事の現場を離れてこまめにアドバイス

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝441

－33－ 



 
訪問介護 

［新人職員指導 集中的に教育・指導を行う期間］（問 11－ｂ）  

新人職員指導において集中的に教育・指導を行う期間で、最も多かったのは「～1ヶ月程度」37.6％、

次いで「～3ヶ月程度」21.8％、「～1週間程度」18.8％の順であった。なお、「集中的な教育・指

導は行わない」も 3.4％あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問11－ｂ　新人職員指導　集中的に教育・指導を行う期間

集中的な教育・

指導は行わない

3.4%

1年以上

0.9%

～1年程度

1.1%
～半年程度

2.3%

その他

3.6%

不明・無回答

10.4%

～3ヶ月程度

21.8%

～1ヶ月程度

37.6%

～1週間程度

18.8%

Ｎ＝441

（その他）の主な内容 

単独訪問可能となるまで（同行指導するベテランヘルパーが判定） 

研修を２日実施後、現場で同行研修 

現場で必要に応じ、先輩・サービス提供責任者が指導 

利用者ごとに実施 

同行指導期間はヘルパー（の習熟度）次第 

実務経験のない職員はいない（採用しない、採用実績ない） 

 

 

Ⅱ.貴事務所におけるサービスの質の向上のための取り組み全般 

［職員の能力評価］（問 12） 

職員の能力評価で、最も多かったのは「いずれも能力を評価する仕組みはない」45.1％、次いで

「サービス提供責任者」43.5％、「ヘルパー（常勤）」39.5％、「ヘルパー（登録）」32.5％､「ヘ

ルパー（登録以外の非常勤）」24.9％の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問12　職員の能力評価

32.5%

24.9%

39.5%

43.5%

45.1%

4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ヘルパー（登録）N=406 

非該当=35

ヘルパー（登録以外の非常勤）N=342

 非該当=99

ヘルパー（常勤）N=405

 非該当=36

サービス提供責任者

N=441

いずれも能力を評価する仕組みはない

N=441

不明・無回答
N=441

【複数回答】

－34－ 



 
訪問介護 

［職員の目標管理］（問 13） 

職員の目標管理で、最も多かったのは「個人が担当する仕事についての目標」45.4％、次いで「チ

ームや係りで担当する仕事についての目標」37.0％、「個人の能力開発目標」32.2％、「職員の目

標に従った管理は行っていない」23.6％の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問13　職員の目標管理

32.2%

45.4%

37.0%

23.6%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人の能力開発目標

個人が担当する仕事についての目標

チームや係りで担当する仕事についての目標

職員の目標に従った管理は行っていない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝441

 

［各種マニュアルの整備等］（問 14－ａ） 

各種マニュアルの整備については、「各事業所で作成したものが中心」が最も多く 38.1％であった。 

 

  

各事業

所 で 作

成 し た

も の が

中心 

事業者

（ 親 法

人 ） で

作 成 し

た も の

が中心 

市販の

も の が

中心 

事業所

（者）作

成 と 市

販 の も

のが同

じ ぐ ら

い 

マ ニ ュ

ア ル が

ない 

不明・ 

無回答

合 計

回答数 168 87 59 98 6 23 441

％ 38.1% 19.7% 13.4% 22.2% 1.4% 5.2% 100.0%

 

 

［各種マニュアルの活用］（問 14－ｂ） 

 マニュアルの活用について、「十分に活用している」は、21.1％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問14-b　各種マニュアルの活用

どちらかというと

活用している
58.2%

不明・無回答

2.5%ほとんど活用していない

1.6%

どちらかというと

活用していない
16.6%

十分に活用している
21.1%

Ｎ＝435
非該当＝6

－35－ 



 
訪問介護 

［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ａ） 

自己評価は、「定期的に実施している」、「定期的ではないが実施したことがある」を合わせる

と 63.9％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問15-a　自己評価

定期的ではないが
実施したことがある

28.8%

実施したことはないが、
今後実施を検討している

28.6%

実施してことがなく、今後も
実施の予定はない

4.8%
定期的に実施している

35.1%

不明・無回答

2.7%

Ｎ＝441

 

 

［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ｂ） 

 事業所で提供しているサービスについての自己評価の頻度については、「１年に１回程度」が最

も多く 51.0％であった。 

 

  

数 年 に

1 回程

度 

1 年に 1

回程度 

半 年 に

1 回程

度 

1 ヵ 月

に 1 回

以上 

不明・ 

無回答

該当者

回答数 6 79 49 17 4 155

％ 3.9% 51.0% 31.6% 11.0% 2.6% 100.0%

 

 

［第三者評価］（問 16－ａ） 

 第三者評価は、「定期的に受けている」、「定期的ではないが受けたことがある」を合わせると

28.6％であった。一方、「受けたことがなく、今後も受ける予定はない」も 30.6％とそれ以上にあ

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問16-a　第三者評価

受けたことはないが、

今後受けることを
検討している

37.4%

定期的ではないが
受けたことがある

17.5%

定期的に受けている

11.1%

受けたことがなく、今後も受
ける予定はない

30.6%

不明・無回答
3.4%

Ｎ＝441

 

－36－ 



 
訪問介護 

［第三者評価］（問 16－ｂ） 

第三者評価を受ける頻度については、「１年に１回以上」が最も多く 63.3％であった。 

 

  

4～5 年

に １ 回

程度 

2～3 年

に １ 回

程度 

1 年に 1

回以上 

不明・ 

無回答 

該当者

回答数 2 12 31 4 49

％ 4.1% 24.5% 63.3% 8.2% 100.0%

 

 

［利用者満足度の把握］（問 17－ａ） 

利用者満足度の把握は、「日常的に、「利用者の声」を集める工夫をしている」は 51.7％、「職

員が受け止めた利用者の声を管理者等に集約する仕組みがある」は 49.2％であった。また、「利用

者満足度調査を定期的ではないが実施したことがある」は 21.5％、「利用者満足度調査を定期的に

実施している」は 20.0％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問17-a　利用者満足度の把握

20.0%

21.5%

51.7%

49.2%

10.7%

3.2%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者満足度調査を定期的に実施している

利用者満足度調査を定期的ではないが実施したことがある

日常的に、「利用者の声」を集める工夫をしている

職員が受けとめた利用者の声を管理者等に
集約する仕組みがある

特に利用者満足度の把握はしていない

その他

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝441

（その他）の主な内容 

朝礼等でのフィードバック 

担当ケアマネジャーから情報収集 

ケアマネジャー（他事業所）等を通じて利用者の声を収集 

モニタリング等にて聴き取り、月１回利用者宅を訪問し聴き取り 

常に連絡ノートに記入 

サービス提供者が訪問した時に満足度を確認 

 

 

－37－ 



 
訪問介護 

［利用者満足度の把握］（問 17－ｂ） 

利用者満足度調査を定期的に実施している頻度については、「１年に１回程度」が最も多く 53.4％

であった。 

 

  

数年に 

１ 回 程

度 

１年に 

１ 回 程

度 

半年に 

１ 回 程

度 

１ ヵ 月

に １ 回

以上 

不明・ 

無回答

該当者

回答数 3 47 13 25 0 88

％ 3.4% 53.4% 14.8% 28.4% 0.0% 100.0%

 

［利用者満足度の把握］（問 17－ｃ）  

 利用者満足度の把握については、「満足度は平均的」が最も多く 53.1％であった。 

 

  

満足度

は 高 い

ほう 

満足度

は平均

的 

満足度

は 低 い

ほう 

わ か ら

ない 

不明・ 

無回答

合 計

回答数 134 234 8 23 42 441

％ 30.4% 53.1% 1.8% 5.2% 9.5% 100.0%

 

［サービス改善に向けた課題の議論］（問 18） 

サービス改善に向けた課題の議論への取り組みは、「現場の職員と管理者が集まって課題につい

て話し合う場がある」78.0％、「日常的に管理者が現場の職員の意見を口頭もしくは文書などで吸

い上げる仕組みがある」60.8％、「現場の職員だけが集まって課題について話し合う場がある」39.9％、

「管理者だけが集まって課題について話し合う場がある」28.8％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問18　サービス改善に向けた課題の議論

78.0%

60.8%

28.8%

39.9%

1.4%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場の職員と管理者が集まって課題について

話し合う場がある

日常的管理者が現場の職員の意見を口頭もしくは

文書などで吸い上げる仕組みがある

管理者だけが集まって課題について

話し合う場がある

現場の職員だけが集まって課題について

話し合う場がある

いずれも取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝441

－38－ 



 
訪問介護 

Ⅲ.サービスの質の向上に向けて貴事務所が重要だと考える取り組み 

［サービスの質の向上のために重要だと思う取り組み］（問 19） 

 サービスの質の向上のために重要だと思う取り組みで 5 割以上のものは、多い順に「職員に対す

る OJT の充実」66.9％、「現場で職員の管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成」

61.2％、「利用者満足度の把握」57.4％、「十分な職員数の確保」55.3％、「事業所全体でのサー

ビス改善に向けた課題の議論」54.6％、「管理者の資質向上」51.2％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問19　サービスの質向上に重要な取り組み

66.9%

61.2%

57.4%

55.3%

54.6%

51.2%

48.5%

47.8%

46.3%

45.4%

39.7%

39.0%

35.6%

31.3%

26.3%

21.5%

20.6%

1.8%

1.6%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員に対するＯＪＴの充実

現場で職員の管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成

利用者満足度の把握

十分な職員数の確保

事業所全体でのサービス改善に向けた課題の議論

管理者の資質向上

職員に対するＯｆｆ－ＪＴの充実

新人への集中的な教育・指導

各種マニュアルの整備

地域における関係機関とのネットワークの構築

職員に対する自己啓発支援の充実

自己評価の実施

職員の能力評価の実施

事業所全体の業務分担の明確化

職員の目標管理の実施

第三者評価の実施

事業者（親法人）による事業所のサポートの充実

無回答

その他

特に重要だと思うものはない

【複数回答】

N=441 

（その他）の主な内容 

第一に「人」としての品格、次いで「プロ」としての取組姿勢や考え方の浸透 

一人一人の能力を十分に発揮できる職場のムードの醸成 

十分な算定報酬・行政が行う説明会（各事業内容別に）の実施 

ヘルパーの待遇改善・賃金アップ 

あらゆる事態に迅速対応すること、どんな事柄も後まわしにしないこと 

 

－39－ 



 
訪問介護 

Ⅳ.貴事務所の概要 

［法人格等］（問 20） 

事業所の設立母体で、最も多かったものは「株式会社、有限会社等の営利法人」で 48.3％、次い

で「社会福祉法人（社会福祉協議会を除く）」13.3％、「社会福祉協議会」12.5％、「医療法人」

7.3％の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 問20　事業所の設立母体

不明・無回答

2.0%

民法法人（社団、財団）

1.8%

生活共同組合・

農業共同組合

5.2%

民法法人

（社団、財団）

1.8%

特定非営利活動法人

（ＮＰＯ法人）

6.3%

地方自治体

1.4%
その他

1.1%

医療法人

7.3%

社会福祉協議会

12.5%

社会福祉法人

（社会福祉協議会を除く）

14.1%

株式会社、

有限会社等の営利法人

48.3%

Ｎ＝441

（その他）の主な内容 

宗教法人 

任意団体 

福祉生活協同組合 

中小企業協同組合法人 

 

 

［法人全体の事業所数］（問 21） 

 同一法人内で他の事業所を「持っている」は 59.0％で、さらにその中で最も多かったものは「2

～5事業所」で 56.9％であった。 

 

事業所数

56.9%

16.5%

10.4%

14.6%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2～5事業所

6～9事業所

10～29事業所

30事業所以上

不明・無回答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問21　同一法人内の
他の事業所の有無

不明・

無回答

7.9%

持って

いない

33.1%
持って

いる

59.0%

Ｎ＝441

 

 

 

－40－ 



 
訪問介護 

［実施している介護関連サービス］（問 22） 

 訪問介護事業者が実施している介護関連サービスは、多い方から「居宅介護支援」50.3％、「通

所介護」27.0％、「障害者を対象としたサービス」17.9％、「福祉用具貸与」10.9％の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問22　実施している介護関連サービス

9.1%

27.0%

10.9%

2.9%

50.3%

6.6%

2.9%

17.9%

5.7%

8.8%

10.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問入浴介護

訪問看護

通所介護

福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護

居宅介護支援

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

障害者を対象としたサービス

児童を対象としたサービス

上記以外の介護関連サービス
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【複数回答】

（上記以外の介護関連サービス）の主な内容 

移動支援、介護タクシー、福祉タクシー 

非該当（自立）高齢者対象サービス 

自立支援サービス、自立者へのデイサービス 

小規模多機能居宅介護施設 

付添い、家政婦の紹介 

訪問理美容 など 

 

 

［設立年月］（問 23） 

設立年月については、介護保険制度導入後の「2000 年代」が最も多く 68.5％であった。 

 

  
1949年以前 1950年代 1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代

不明・ 

無回答 
合計 

回答数 1 1 8 6 4 69 302 50 441

％ 0.2% 0.2% 1.8% 1.4% 0.9% 15.6% 68.5% 11.3% 100.0%
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［訪問介護の売上高］（問 24） 

 月の売上高で最も多かったものは「100 万円以上 200 万円未満」で 24.3％､次いで「100 万円未満」

20.6％､「200 万円以上 300 万円未満」20.2％､｢300 万円以上 400 万円未満」12.0％の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問24　訪問介護の売上高

1,000万円以上

2.7%
500万円以上

600万円未満

3.9%

400万円以上

500万円未満

6.1%

不明・無回答

4.1%

600万円以上

1,000 万円

未満

6.1%

300万円以上

400万円未満

12.0%
200万円以上

300万円未満

20.2%

100万円以上

200万円未満

24.3%

100万円未満

20.6%

Ｎ＝441

 

［経営の効率性］（問 25） 

経営の効率性については、「効率は悪くなった」が最も多く 48.3％であった。 

 

  

効 率 が
良くなっ
た 

変化なし 効 率 は
悪くなっ
た 

わからな
い 

不明・無
回答 

合計 

回答数 73 106 213 22 27 441

％ 16.6% 24.0% 48.3% 5.0% 6.1% 100.0%

 

［職員数］（問 26） 

賃金を支払う職員の実人数については、「10 人以上 50 人未満」が最も多く 65.1％であった。 

 

  

10 人 未
満 

10 人 以
上 50 人
未満 

50 人 以
上100人
未満 

100人以
上 

不明・ 
無回答 

合計 

回答数 102 287 30 8 14 441

％ 23.1% 65.1% 6.8% 1.8% 3.2% 100.0%

 

［常勤職員（実人数）の割合］ 

そのうち常勤職員の割合については、多いところは「10～19％」が 24.7％、「20～29％」が 23.8％

であった。 

 

  

0％ 1～9％ 10～ 
19％ 

20～ 
29％ 

30～
39％

40～
49％

50～
59％

60～
69％

70～
79％

80～ 
89％ 

90～ 
99％ 

100％ 不明・
無回答

回答数 5 41 109 105 55 26 22 9 16 12 4 16 21

％ 1.1% 9.3% 24.7% 23.8% 12.5% 5.9% 5.0% 2.0% 3.6% 2.7% 0.9% 3.6% 4.8%

 

  

合計 

回答数 441 

％ 100.0% 
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［職員の定着状況］（問 27－ａ） 

職員の定着状況で最も多かったものは「定着率は低くない」で 70.3％、次いで「定着率が低く困

っている」13.6％、「定着率は低いが特に困っていない」9.5％の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定着率は低いが

特に困っていない

9.5%

定着率が低く

困っている

13.6%

不明・無回答

6.6%

定着率は低くない

70.3%

問27－ａ　職員の定着状況

Ｎ＝441

 

［職員の退職状況］（問 27－ｂ） 

 職員の退職状況について、「10 人採用すると 1年後にはどれくらい辞めていますか」という質問

に対し、「１人」が最も多く 30.4％、次いで「0人」が 18.4％、「2人」が 16.8％であった。 

 

  

0 人 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 7 人 8 人 9 人 10 人 不明・

無回答

合計

回答数 81 134 74 41 10 26 2 4 2 2 4 61 441

％ 18.4% 30.4% 16.8% 9.3% 2.3% 5.9% 0.5% 0.9% 0.5% 0.5% 0.9% 13.8% 100.0%

 

 

［職員の採用状況］（問 28－ａ） 

 職員の採用状況について、「募集しても応募者がいない」が最も多く 47.8％、次いで「応募があ

るが望ましい人がこない」が 26.5％であった。 

 

  

十分に

応募が

あり望

ましい

人が採

用され

ている 

応募が

あるが

望まし

い人が

こない 

募集し

ても応

募者が

いない 

その他 不明・

無回答

合計

回答数 45 117 211 53 15 441

％ 10.2% 26.5% 47.8% 12.0% 3.4% 100.0%

（その他）の主な内容 

上記選択肢のいずれともいえない 

十分な応募があるわけではないが、望ましい人がきている 

応募者が少なく、人選の余地がない 
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－44－ 

［職員の確保状況］（問 28－ｂ） 

 職員の確保状況について、「やや不足」が最も多く 51.2％、次いで「適当」が 28.8％であった。 

 

  

大 い に

過剰 

やや過

剰 

適当 やや不

足 

大 い に

不足 

不明・ 

無回答

合計

回答数 2 15 127 226 65 6 441

％ 0.5% 3.4% 28.8% 51.2% 14.7% 1.4% 100.0%

 

［派遣労働者の受け入れ状況］（問 29－ａ） 

 派遣労働者の受け入れ状況については、「派遣労働者を受け入れていない」が 91.8％を占めた。 

 

 

  

派遣労

働 者 を

受 け 入

れ て い

る 

派遣労

働 者 を

受 け 入

れ て い

ない 

不明・ 

無回答 

合計 

回答数 24 405 12 441 

％ 5.4% 91.8% 2.7% 100.0% 

 

 

［派遣労働者の活用状況］（問 29－ｂ） 

 派遣労働者の活用状況については、「今後拡大もしくは新規に導入したい」が 10.0％があった。

また、「わからない」が最も多く 49.0％を占めた。 

 

  

今後拡

大もしく

は新規

に 導 入

したい 

現状維

持 

縮 小 し

たい 

わ か ら

ない 

不明・ 

無回答

合計

回答数 44 141 7 216 33 441

％ 10.0% 32.0% 1.6% 49.0% 7.5% 100.0%
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自由記入欄の記載内容         
 
＜記入者属性＞ 
経営者・代表者 
事務系スタッフ 
主任・係長 

    
Ⅰ 事業所における職員の資質向上への取り組み等（内容やかかるコストも含む）  
（１）全体方針・課題について        

○単発の研修（内外とも）はある程度実施しているが、系統的なレベルアップ計画が 
立てられていない現状にある。       

○登録ヘルパーの研修参加率を上げることが課題。     
○ケアマネジャーに対する外部研修に比して、サービス提供責任者やヘルパーに対す

る研修や研鑚のための討論の場が少ないと思う。     
○小規模事業所のため研修は手作りで精一杯工夫している。例えば、講師は毎回、 
正看護師の教官だったケアマネジャーに依頼しており、出席率は 100％に近い。 

○質の向上のためには直行直帰の勤務体系がネックであるとの考えから、登録制はと

っていない。フルパートと常勤によるチーム制でケアにあたることで、自分のケア

の点検やより良いケアの習得など、学習意欲も向上する。    
○できるかぎり内部研修を核として実施していきたい。外部研修の多くは高額のため、

小規模事業所では対応できるものではなく、まして、ヘルパーの個人負担による参

加はできない。介護レベルの向上のためには、公費をもって行うべきではないだろ

うか。          
           
（２）仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（OJT）について   

○どのサービス提供責任者も基本的な訪問介護計画の立てかたや記入方法はわかって

いると思うが、内容を追求するならば現場を熟知している人の指導が欠かせない。 
○ケアマネジャーの計画に対しても適切な助言ができるサービス提供責任者を育成し

たい。古参のケアマネジャーの計画はなかなか修正意見が効かず、現場では多くの

訪問介護スタッフが苦慮している現実があるため。    
      

（３）事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）について   
①Off-JT の考え方         
○専門的知識について講師を担当してもらう場合、紹介制度があればありがたい。  
○労働時間内に内外部への研修等に参加する時間を確保することが最大の課題。  
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②内部研修          
○ DVD、VHS など簡単に社内研修が手軽に行える材料もあるが、高価で購入するのも

難しいのが現状である。     
○職員やヘルパーの「意識を高く！」するために、必ず月 1回の研修を設けているが、

その準備をするだけでも担当の時間を要している。    
○設立したばかりの小規模事業所だが、ヘルパーが常に事業所に立ち寄って、不安に

感じていること、報告・連絡・相談ができる・しやすい事業所づくりを目指してい

る。そうした視点を管理者が持ち続けることが大事だと考えおり、知識・技能習得

もできるだけ内部研修を通じて行いたい。     
     

③外部研修          
○首都圏・大都市圏と異なり、ローカルな事業所は、外部研修に参加したくとも、交

通費・宿泊費の負担がネックになる。中央組織であるシルバーサービス振興会等が

出張研修していただけるとありがたい。      
○外部研修は「参加すること」と参加した後の「記録の提出」が大事だと思う。  
○職員や常勤ヘルパーは時間調整もしやすいため、研修に参加する機会があるが、登

録ヘルパーについては、人員不足のため調整が困難である。    
○外部研修ではヘルパーに対する研修テーマが少ないように思われる。例えば、サー

ビス提供票の記入方法や介護計画作成など細かな部分での研修を何度も行ってほし

い。 
○事業運営にとってサービス提供責任者は要だが、その資質の向上は所属事業所にま

かせっきりになっているように思われる。当職務の具体的な展開方法や、計画の作

成方法等々、サービス提供責任者の仕事に関する研修がもっと必要と感じる。  
○外部研修が殆どないため、内部研修を中心に年間計画を立て質の向上につなげたい。 
○回答者が希望する外部研修として列挙したテーマは以下のとおり。 
・介護技術の向上に向けた各論（知識面、実技面、ヒヤリハット事例・困難事例ほ

か） 
・接遇・ビジネスマナー、利用者の権利擁護など法令遵守 
・福祉・介護従事者としての心構えや行動規範 
・管理者・指導者向けの内容（人事評価、コーチング、ティーチングなど） 
・資格取得に向けた研修・講習 
 

（４）自己啓発・意識づけについて  
○職員の資質向上は大きな課題ではあるが、経営の効率性や収益性を考慮すると、自

己啓発にかかる費用の補助まではなかなか困難である。  
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○介護技術の教育は充分行える。これからは心のホスピタリティの醸成こそ重要であ

る。 
○ヘルパーが、自分自身の社会的位置付けや社会的使命を自覚する意義は大きい。 
         

Ⅱ 事業所におけるサービスの質の向上のための取り組みの方策について（内容やかかる

コストも含む）         
職員の能力評価、職員の目標管理、マニュアルの整備、サービスについての自己評価、第

三者評価、利用者満足度の把握、サービス改善に向けた課題の議論について 等 
          

○マニュアルについては、細分化された項目ごとの書式・様式を望んでいる。  
○ヘルパーが利用者宅へ行く関係から、全員が集まれるということがないのでヘルパ

ーの研修・会議等を行うための予定をいかに決めるかが重要。特に、登録ヘルパー

は直行直帰のため、直接話をする機会が少なく、また研修等の参加も少ないため、

質の向上に苦慮する。       
   

Ⅲ サービスの質の向上に向けて事業所が重要と考える取り組みテーマ・課題について  
 

○職員の性格・モラルの改善が課題。       
○資質の向上のためには、良い人材が集まることが重要。介護報酬の増額が前提であ

ろう。         
○集合教育で、介護モラル・生活支援技術・介護保険の変更ポイントの理解度を上げ、

仕事に対するモチベーションを向上させたい。     
○利用者に対するサービスの均一化が図れる対応を重視している。例えば、ヘルパー

が交替した場合サービス提供内容が担保されているかどうかは大きな課題。  
○若いヘルパーをいかに育てていくかが、今一番の課題である。   

       
Ⅳ 事業所の現状について        
法人格等、法人全体の事業所数、実施している介護関連サービス、設立年月、規模（売上

高、定員等）、経営の効率性、職員数、職員の定着状況、職員の採用・確保状況、派遣労働

者の活用状況          
○中小事業所のため募集しても人材が集まらない。     
○人手不足ではあるが、人材は絶対に企業側が「人選」すべきであると考えている。

○NPO 法人として活動しているが、何と言っても財源に乏しく思うような活動ができ 
 ない。          
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Ⅴ 「その他、課題だと思っていることや意見・要望等」    
       

○情報公開のための緒経費等を含め、小規模事業所は運営が困難になってきている。 
例えば、法律が変わるごとにデータの入替が必要となり、規模の大きな事業所と全

く同額かほぼ同等の経費がかかる。 
○職員の資質向上は、給与水準や勤務環境等の労働条件が妥当なレベルになって初め

て期待できるのではないか。現行の介護報酬水準を源泉とした人件費水準では、優

秀な人材の確保や勤務継続がかなり困難であることを実感する。  
○平成 18 年 4 月の介護保険制度の改正により、小規模事業所では運営が一層厳しくな

った。質的向上のために、ヘルパーに対して介護福祉士等の資格奨励を行っても、

成就すればより高賃金の事業所に流れてしまうなど小規模事業所は報われない。小

規模事業所でも経営面・人材確保面で安定化が図れるよう検討していただきたい。 
○ヘルパー資格取得について工夫はできないものか。介護技術、接遇、スーパービジ

ョンの実施等、ある程度の実技的要素があった方がレベルが均一化されて現場に受

け入れられると考える。現行ではあまりに即戦力に格差があるため、個々の事業所

において新人研修を行わず現場に出すことは殆ど不可能である。とりわけ、登録ヘ

ルパーとして雇用された場合、OJT が行き届かないために自己流で実務がなされて

いるケースが多いのではないだろうか。      
○今後、個別の事業所の取り組みだけではなく、介護職全般のレベルアップを目標と

した現任研修制度について検討の余地はないだろうか。例えば、ヘルパーの経験年

数に応じて資質の把握（アンケート等により）を行ったり、段階的な研修があれば

経営側も積極的に参加させたいと思う。      
○雑務が多すぎるため、なかなか研修・勉強会の機会・準備の時間がとれない。保険

関連の書類群をもう少し簡素化できないものか。    
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訪問入浴介護 
 
 

Ⅰ.貴事務所における職員の資質向上への取り組み等 

（1） 教育研修全般について 

［職員の資質向上への取り組み状況］（問 1） 

 職員の資質向上への取り組み状況は、同業同規模の事業所に比べて、「充実している」、「どち

らかといえば充実している」を合わせると 48.5%であった。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問1　事業所の取り組み状況

どちらかといえば

充実している

31.3%

どちらかといえば

劣る

12.7%

同じ程度

37.3%

充実している

17.2%

不明・無回答

0.0%

劣る

1.5%

 
［教育・研修計画］（問 2） 

計画の立案［問 2－ａ］ 
「教育・研修計画は立てていない」事業所が 20.1％あった。 

 
 

 問2－ａ　計画の立案 【複数回答】
 
 
 53.7%

 
 41.8%

 
20.1% 

 
3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

各事業所で計画を立てている

事業者（親法人）で計画をたてている

（1法人多事業所の場合のみ）

教育・研修計画は立てていない

不明・無回答 Ｎ＝134

 

N=134 
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教育・研修の期間［問 2－ｂ］ 

 教育・研修計画の期間は「1年」が最も多く、53.3％であった。 

 

  複数年 1 年 半年～

1 年未

満 

半年未

満 

不明・ 

無回答

該当者

回答数 14 57 15 16 5 107

％ 13.1% 53.3% 14.0% 15.0% 4.7% 100.0%

 

 

教育・研修計画の記載項目［問 2－ｃ］（複数回答） 

 教育・研修計画の記載項目で、「教育・研修担当者」があるのは 38.3%であった。 

 

  目的 テーマ 

・内容 

対象者 お お よ

そ の 実

施時期 

教育・研

修 担 当

者 

その他 不明・ 

無回答

回答数 66 93 59 64 41 1 4

％ 61.7% 86.9% 55.1% 59.8% 38.3% 0.9% 3.7%

 

 

教育・研修計画への意見・要望［問 2－ｄ］ 

 教育・研修計画への職員からの意見・要望を聞く「機会はあった」のは 71.0%であった。 

 

  機会は

あった 

機会は

なかっ

た 

不明・ 

無回答 

該当者 

回答数 76 27 4 107 

％ 71.0% 25.2% 3.7% 100.0% 

 
 
計画の実施［問 2－ｅ］ 

計画の実施は、「ほぼ実施できた」、「だいたい実施できた」を合わせると 88.8％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問２－ｅ　計画の実施

実施できなかった

7.5%

だいたい実施できた

58.9%

ほぼ実施できた

29.9%

不明・無回答

3.7%

Ｎ＝107

非該当＝27

－50－ 



 
訪問入浴介護 

（2） 仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）について 

［仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）の実施状況］（問 3） 

 介護職員（常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」が 59.5％で最も多かった。 

介護職員（非常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」が 47.2％で最も多かった。 

 介護職員の OJT の実施は、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問3　OJT実施状況－介護職員

42.7%

0.8%

5.3%

29.6%

0.8%

5.6%

11.5%

23.7%

38.9%

59.5%

47.2%

13.6%

32.8%

36.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

部下指導を上司の役割とする

上司以外の指導担当者をつける

育成を考えて仕事を与える

指導マニュアルを作成する

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

介護職員（常勤） 介護職員（非常勤）

【複数回答】

介護職員（常勤） Ｎ＝131　非該当＝3

介護職員（非常勤） N=125　非該当＝9

 
看護職員（常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」が 49.1％で最も多かった。 

看護職員（非常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」が 47.1％で最も多かった。 

看護職員の OJT の実施は、（常勤）と（非常勤）で、差はみられなかった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問3　OJT実施状況－看護職員

49.1%

2.6%

6.0%

22.3%

1.7%

8.3%

19.8%

35.3%

18.1%

33.6%

19.0%

47.1%

31.4%

31.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

部下指導を上司の役割とする

上司以外の指導担当者をつける

育成を考えて仕事を与える

指導マニュアルを作成する

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

看護職員（常勤） 看護職員（非常勤）

【複数回答】

看護職員（常勤） Ｎ＝116　非該当＝18

看護職員（非常勤） N=121　非該当＝13

－51－ 



 
訪問入浴介護 

（3） 事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off－ＪＴ）について 

［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）の実施状況］（問 4） 

 介護職員（常勤）は 70.2％が Off-JT を実施していた。その中で 56.5％が対象者の「8 割以上」

受講していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況
　　介護職員（常勤）

不明・

無回答

5.3%

なし

24.4%

あり

70.2%

Ｎ＝131

非該当＝3

 受講者の割合

56.5%

12.0%

12.0%

14.1%

2.2%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 
介護職員（非常勤）は 49.6％が Off-JT を実施していた。その中で 46.8％が対象者の「8割以上」

受講していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 受講者の割合

46.8%

29.0%

11.3%

6.5%

3.2%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 問4　Off-JT実施状況
　　介護職員（非常勤）

あり

49.6%

不明・

無回答

8.0%

なし

42.4%

Ｎ＝125

非該当＝9

 
看護職員（常勤）は 57.8％が Off-JT を実施していた。その中で 67.2％が対象者の「8 割以上」

受講していた。 

 
 

 受講者の割合

67.2%

9.0%

13.4%

6.0%

3.0%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況
　　看護職員（常勤）

不明・

無回答

8.6%

なし

33.6% あり

57.8%

Ｎ＝116

非該当＝18

－52－ 



 
訪問入浴介護 

看護職員（非常勤）は 43.0％が Off-JT を実施していた。その中で 55.8％が対象者の「8割以上」

受講していた。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 受講者の割合

55.8%

23.1%

11.5%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

 問4　Off-JT実施状況
　　看護職員（非常勤）

不明・

無回答

10.7%

なし

46.3%

あり

43.0%

Ｎ＝121

非該当＝13

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況
　　管理者

不明・

無回答

11.9%

なし

31.3%

あり

56.7%

Ｎ＝134

［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（off-JT）の記録内容］（問 5） 

＜内部での教育・研修＞（複数回答） 

 内部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については 43.3％が記

録していた。 
 

  研修は

実 施 し

て い な

い ・ 参

加 さ せ

て い な

い 

目的 開催日

時 

参加人

数 ・ 参

加者氏

名 

講 師 、

研修担

当者 

テーマ・

内容 

資料 参加者

の感想

文 や レ

ポート、

ア ン ケ

ー ト な

ど 

記録は

特 に 残

し て い

ない 

不明・ 

無回答 

回答数 10 76 91 85 75 88 86 58 7 24 

％ 7.5% 56.7% 67.9% 63.4% 56.0% 65.7% 64.2% 43.3% 5.2% 17.9% 

 

－53－ 



 
訪問入浴介護 

＜外部での教育・研修＞（複数回答） 

 外部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については 38.8％が記

録していた。 
 

  研修は

実 施 し

て い な

い ・ 参

加 さ せ

て い な

い 

目的 開催日

時 

参加人

数 ・ 参

加者氏

名 

講 師 、

研修担

当者 

テーマ・

内容 

資料 参加者

の感想

文 や レ

ポート、

ア ン ケ

ー ト な

ど 

記録は

特 に 残

し て い

ない 

不明・ 

無回答 

回答数 34 62 66 57 62 65 66 52 3 25 

％ 25.4% 46.3% 49.3% 42.5% 46.3% 48.5% 49.3% 38.8% 2.2% 18.7% 

 
 
［事業所の指示により職員を参加させた外部研修の主催者］（問 6） 

 外部の教育・研修の主催者は、「行政」14.2％、「事業者団体」14.2％の順で多かった。ただし、

「職員を外部研修には参加させていない」も 28.4％と高かった。 
 

  行政 社会福

祉協議

会 

事業者

団体 

医療関

係機関 

左記（1

～4）以

外の民

間研修

機関 

その他 職 員 を

外部研

修 に は

参 加 さ

せ て い

ない 

不明・ 

無回答

合計

回答数 19 13 19 4 12 2 38 27 134

％ 14.2% 9.7% 14.2% 3.0% 9.0% 1.5% 28.4% 20.1% 100.0%

 

－54－ 



 
訪問入浴介護 

［事業所の指示による仕事現場を離れた教育・研修（Off-JT）に対する賃金等の支払］（問 7） 

 介護職員（常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 51.1％、「参加にかかる交通費を

支払った」が 46.6％、「いずれも支払っていない」が 5.3％であった。 

 介護職員（非常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 35.2％、「参加にかかる交通費

を支払った」が 29.6％、「いずれも支払っていない」が 3.2％であった。ただし、「不明・無回答」

も 20.8％と多かった。 

 介護職員の Off-JT に対する賃金や交通費の支払いは、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなさ

れていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担　介護職員

51.1%

46.6%

5.3%

29.6%

3.2%

20.8%

13.7%

20.6%

35.2%

33.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

介護職員（常勤）

介護職員（非常勤）

【複数回答】

介護職員（常勤） Ｎ＝131　非該当＝3

介護職員（非常勤） N=125　非該当＝9

 

看護職員（常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 44.8％、「参加にかかる交通費を支

払った」が 37.9％、「いずれも支払っていない」が 4.3％であった。ただし、「不明・無回答」も 22.4％

と多かった。 

 看護職員（非常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 33.1％、「参加にかかる交通費を

支払った」が 25.6％、「いずれも支払っていない」が 0.8％であった。ただし、「不明・無回答」も

25.6％と多かった。 

 看護職員の Off-JT に対する賃金や交通費の支払いは、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなさ

れていた。 

 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担　看護職員

44.8%

4.3%

25.6%

0.8%

25.6%

37.9%

23.3%

22.4%

36.4%

33.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

 看護職員（常勤）

 看護職員（非常勤）

【複数回答】

看護職員（常勤） Ｎ＝116　非該当＝18

看護職員（非常勤） N=121　非該当＝13

－55－ 



 
訪問入浴介護 

管理者は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 39.6％、「参加にかかる交通費を支払った」が

35.1％、「いずれも支払っていない」が 7.5％であった。ただし、「不明・無回答」も 23.9％と多か

った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担　管理者

39.6%

7.5%

23.1%

23.9%

35.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答 

【複数回答】

Ｎ＝134

 
（4） 自己啓発について 

［自己啓発にかかる費用の助成］（問 8） 
自己啓発にかかる費用の助成は、「費用の助成は行なっていない」が 61.9％と最も高かった。ま

た、助成している中では「介護職員（常勤）」が 28.2％で最も多く、次いで「管理者」、「看護職員

（常勤）」、「介護職員（非常勤）」、「看護職員（非常勤）」の順であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問8　自己啓発への助成

28.2%

14.4%

19.8%

11.6%

23.9%

61.9%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護職員（常勤） N=131

非該当=3

介護職員（非常勤） N=125

非該当=9

看護職員（常勤） N=116

非該当=18

看護職員（非常勤） N=121

非該当=13

管理者 N=134

費用の助成は行っていない

N=134

不明・無回答 N=134

【複数回答】

－56－ 



 
訪問入浴介護 

（5） 職員の資質向上への取り組みのテーマについて 

［職員の資質向上への取り組みのテーマ］（問 9） 

 職員の資質向上への取り組みのテーマでは、多い順に「介護技術（身体介護・生活援助・介護予

防）」79.1％、「接遇」70.9％、「医療・保健に関する知識(感染症・食中毒に関する知識を含む）」

67.9％、「相談・苦情・事故（緊急時）対応」61.9％であった。 

 

 
 問9　職員の資質向上への取り組みのテーマ

70.9%

67.9%

61.9%

59.7%

59.0%

53.0%

50.0%

50.0%

39.6%

33.6%

28.4%

22.4%

17.9%

17.2%

14.9%

14.9%

14.2%

8.2%

3.7%

2.2%

1.5%

79.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護技術（身体介護・生活援助・介護予防）

接遇

医療・保健に関する知識(感染症・食中毒に関する知識を含む）

相談・苦情・事故（緊急時）対応

認知症及び認知症ケアに係わる知識・技術

機材の消毒や洗浄に係わる知識・技術

倫理及び法令遵守・プライバシー保護

情報共有、記録・報告・連絡方法

介護保険制度に関する知識

アセスメント、訪問入浴介護の計画作成に関する知識

事業理念・運営方針など

事例検討・ロールプレイ

福祉用具の活用方法

対人援助技術（スーパービジョンの実施）

障害に関する知識

予算・売上管理

権利擁護、成年後見に関する知識

リーダーシップ、組織マネジメント

人事・労務管理

その他

不明・無回答

特に何も取り組まなかった

【複数回答】

Ｎ＝134

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－57－ 



 
訪問入浴介護 

（6） 「介護サービス情報の公表」研修項目ごとの職員の資質向上への取り組みについて 

［「介護サービス情報の公表」の研修項目を中心とした個別の取り組み］（問 10） 

 

介護技術全般 

 介護技術全般では、多い順に「内部での教育・研修を実施」64.9％、「会議等の集合機会を利用

し職員に周知」56.0％、「マニュアルの作成・整備」55.2％、「仕事の現場の中で上司や先輩が指

導」54.5％であった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－介護技術全般

64.9%

56.0%

54.5%

10.4%

55.2%

38.8%

36.6%

0.0%

6.0%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝134

 

 

認知症及び認知症ケア 

 認知症及び認知症ケアでは、多い順に「内部での教育・研修を実施」50.0％、「マニュアルの作

成・整備」42.5％、「会議等の集合機会を利用し職員に周知」41.0％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－認知症及び認知症ケア

50.0%

41.0%

23.1%

7.5%

42.5%

31.3%

30.6%

0.0%

9.7%

10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝134

 

－58－ 



 
訪問入浴介護 

利用者のプライバシーの保護 

 利用者のプライバシーの保護では、多い順に「内部での教育・研修を実施」57.5％、「会議等の

集合機会を利用し職員に周知」56.0％、「マニュアルの作成・整備」48.5％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－利用者のプライバシーの保護

57.5%

56.0%

33.6%

9.7%

48.5%

29.1%

13.4%

0.0%

5.2%

7.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝134

 
 

倫理及び法令遵守 

 倫理及び法令遵守では、多い順に「内部での教育・研修を実施」50.0％、「会議等の集合機会を

利用し職員に周知」44.8％、「マニュアルの作成・整備」41.8％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－倫理及び法令遵守

50.0%

44.8%

28.4%

8.2%

41.8%

25.4%

12.7%

0.0%

11.2%

9.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝134
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［その他の取り組み］（複数回答） 

 その他の研修項目である「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止」、「接遇」、「事故の発

生又はその再発防止」、「事故の発生等緊急時の対応」についても、「内部での教育・研修を実施」、

「マニュアルの作成・整備」、「会議やミーティング等の集合機会を利用し、職員に周知」が多か

った。 
  内部で

の 教
育・研
修を実
施 

会議や
ミーテ
ィング
等の集
合機会
を利用
し、職
員に周
知 

仕事の
現場の
中で上
司や先
輩が指
導 

数名の
チーム
での活
動 

マニュ
アルの
作成・
整備 

日常的
にマニ
ュアル
や手引
書を活
用 

外部で
の 教
育・研
修に職
員を派
遣 

その他 取 り 組
ん で い
ない 

不明・ 
無回答

感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止 73 71 39 15 77 53 34 0 7 6

％ 54.5% 53.0% 29.1% 11.2% 57.5% 39.6% 25.4% 0.0% 5.2% 4.5%

接遇 72 66 50 13 64 37 21 0 7 16

％ 53.7% 49.3% 37.3% 9.7% 47.8% 27.6% 15.7% 0.0% 5.2% 11.9%

事故の発生又はその再発防止 68 75 44 16 69 47 19 0 8 9

％ 50.7% 56.0% 32.8% 11.9% 51.5% 35.1% 14.2% 0.0% 6.0% 6.7%

事故の発生等緊急時の対応 72 68 40 12 77 48 17 0 7 8

％ 53.7% 50.7% 29.9% 9.0% 57.5% 35.8% 12.7% 0.0% 5.2% 6.0%

 
［研修の資料］（問 10-1）（複数回答） 

 研修の資料については、どの研修項目についても「内部で作成した資料・マニュアル等」が 6割

以上を占めた。「外部で作成した資料・テキスト等」が多かったものは、「感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止」、「認知症及び認知症ケア」などで 5割を超えていた。 

 
  内 部 で

作 成 し
た 資
料 ・ マ
ニ ュ ア
ル等 

外 部 で
作 成 し
た 資
料 ・ テ
キ ス ト
等 

資料は
使 わ な
かった

不明・ 
無回答

介護技術全般 73 46 6 11

％ 69.5% 43.8% 5.7% 10.5%

認知症及び認知症ケア 58 46 3 5

％ 65.9% 52.3% 3.4% 5.7%

感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止 66 63 2 5

％ 65.3% 62.4% 2.0% 5.0%

接遇 67 35 8 7

％ 69.1% 36.1% 8.2% 7.2%

利用者のプライバシーの保護 76 38 5 5

％ 73.1% 36.5% 4.8% 4.8%

倫理及び法令遵守 65 27 4 6

％ 73.9% 30.7% 4.5% 6.8%

事故の発生又はその再発防止 81 30 3 8

％ 82.7% 30.6% 3.1% 8.2%

事故の発生等緊急時の対応 80 30 2 5

％ 83.3% 31.3% 2.1% 5.2%
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［研修の講師］（問 10-1）（複数回答） 

 研修の講師については、どの研修項目についても「内部職員が対応した」がほぼ 6割以上を占め

た。「外部の講師を招いた」が多かったものは、「介護技術全般」、「認知症及び認知症ケア」、

「接遇」で 1割を超えていた。 

 

  内部職

員が対

応した 

外部の

講 師 を

招いた

講師は

い な か

った 

不明・ 

無回答

介護技術全般 73 14 2 22

％ 69.5% 13.3% 1.9% 21.0%

認知症及び認知症ケア 57 10 1 22

％ 64.8% 11.4% 1.1% 25.0%

感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止 68 9 4 22

％ 67.3% 8.9% 4.0% 21.8%

接遇 63 11 1 24

％ 64.9% 11.3% 1.0% 24.7%

利用者のプライバシーの保護 69 10 1 27

％ 66.3% 9.6% 1.0% 26.0%

倫理及び法令遵守 57 8 0 26

％ 64.8% 9.1% 0.0% 29.5%

事故の発生又はその再発防止 72 4 1 23

％ 73.5% 4.1% 1.0% 23.5%

事故の発生等緊急時の対応 67 8 0 22

％ 69.8% 8.3% 0.0% 22.9%

 

 

（7） 新人職員への教育・指導について 

［新人職員指導］（問 11－ａ） 

 新人介護職員（常勤）では、多い順に「採用・新任時に研修を実施」62.6％、「仕事の現場で集中

的に指導」61.1％、「指導担当者をつける」53.4％であった。 

 新人介護職員（非常勤）では、多い順に「仕事の現場で集中的に指導」63.2％、「採用・新任時に

研修を実施」56.8％、「指導担当者をつける」53.6％であった。 

 新人介護職員への教育・指導について、（常勤）と（非常勤）では、それほど差はみられなかった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－a　新人職員指導－介護職員

62.6%

38.2%

1.5%

61.1%

25.2%

53.4%

8.4%

13.7%

39.2%

1.6%

21.6%

53.6%

9.6%

56.8%

63.2%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用・新任時に研修を実施

指導担当者をつける

仕事の与え方を考慮する

仕事の現場で集中的に指導

仕事の現場を離れてこまめにアドバイス

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

新人介護職員（常勤）

新人介護職員（非常勤）

【複数回答】

介護職員（常勤） Ｎ＝131　非該当＝3

介護職員（非常勤） N=125　非該当＝9
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 新人看護職員（常勤）では、多い順に「仕事の現場で集中的に指導」53.4％、「採用・新任時に研

修を実施」52.6％、「指導担当者をつける」44.8％であった。 

 新人看護職員（非常勤）では、多い順に「仕事の現場で集中的に指導」59.5％、「採用・新任時に

研修を実施」51.2％、「指導担当者をつける」46.3％であった。 

 新人看護職員への教育・指導について、（常勤）と（非常勤）では、それほど差はみられなかった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－a　新人職員指導－看護職員

52.6%

44.8%

25.0%

0.9%

32.2%

0.8%

28.4%

17.2%

16.4%

53.4%

13.2%

14.9%

51.2%

46.3%

59.5%

19.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用・新任時に研修を実施

指導担当者をつける

仕事の与え方を考慮する

仕事の現場で集中的に指導

仕事の現場を離れてこまめにアドバイス

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

新人看護職員（常勤）

新人看護職員（非常勤）

【複数回答】

看護職員（常勤） Ｎ＝116　非該当＝18
看護職員（非常勤） N=121　非該当＝13

 
［新人職員指導 集中的に教育・指導を行う期間］（問 11－ｂ）  

 新人職員指導において集中的に教育・指導を行う期間で、最も多かったのは「～1ヶ月程度」41.0％、

次いで「～1週間程度」27.6％、「～3ヶ月程度」15.7％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－ｂ　新人職員指導　集中的に教育・指導を行う期間

1年以上

0.0%

～1年程度

1.5%

～半年程度

1.5%

その他
1.5% 不明・無回答

11.2%

集中的な教育・
指導は行わない

0.0%

～3ヶ月程度
15.7%

～1ヶ月程度

41.0%

～1週間程度

27.6%

Ｎ＝134
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Ⅱ.貴事務所におけるサービスの質の向上のための取り組み全般 

［職員の能力評価］（問 12） 

 職員の能力評価で、最も多かったのは「介護職員（常勤）」48.9％、次いで「いずれも能力を評

価する仕組みはない」42.5％、「看護職員（常勤）」44.0％、「看護職員（非常勤）」35.5％、「介

護職員（非常勤）」35.2％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問12　職員の能力評価

48.9%

35.2%

44.0%

35.5%

33.6%

42.5%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護職員（常勤） N=131

非該当=3

介護職員（非常勤） N=125
非該当=9

看護職員（常勤） N=116

非該当=18

看護職員（非常勤） N=121
非該当=13

管理者 N=134

いずれも能力を評価する仕組みはない

N=134

不明・無回答 N=134

【複数回答】

 
［職員の目標管理］（問 13） 

 職員の目標管理で、最も多かったのは「チームや係りで担当する仕事についての目標」50.0％、

「個人が担当する仕事についての目標」46.3％、次いで、「個人の能力開発目標」32.1％、「職員

の目標に従った管理は行っていない」22.4％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問13　職員の目標管理

32.1%

46.3%

50.0%

22.4%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人の能力開発目標

個人が担当する仕事についての目標

チームや係りで担当する仕事についての目標

職員の目標に従った管理は行っていない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝134
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［各種マニュアルの整備等］（問 14－ａ） 

 各種マニュアルの整備については、「各事業所で作成したものが中心」が最も多く 46.3％であった。 

 
  各事業

所 で 作

成 し た

も の が

中心 

事業者

（ 親 法

人 ） で

作 成 し

た も の

が中心 

市販の

も の が

中心 

事業所

（者）作

成 と 市

販 の も

のが同

じ ぐ ら

い 

マ ニ ュ

ア ル が

ない 

不明・ 

無回答

合計

回答数 62 42 5 16 4 5 134

％ 46.3% 31.3% 3.7% 11.9% 3.0% 3.7% 100.0%

 
 
［各種マニュアルの活用］（問 14－ｂ） 

 マニュアルの活用について、「十分に活用している」は、33.1％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問14-b　各種マニュアルの活用

どちらかというと

活用している

50.8%

不明・無回答

2.3%

ほとんど

活用していない

0.8%

どちらかというと

活用していない

13.1%

十分に活用している

33.1%

Ｎ＝130

非該当＝4

 
［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ａ） 

 自己評価は、「定期的に実施している」、「定期的ではないが実施したことがある」を合わせる

と 65.7％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問15-a　自己評価

定期的ではないが

実施したことがある

29.1%

実施したことはないが、

今後実施を検討している

21.6%

実施したことがなく、今後も

実施の予定はない

8.2%

定期的に

実施している

36.6%

不明・無回答

4.5%

Ｎ＝134
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［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ｂ） 

 事業所で提供しているサービスについての自己評価の頻度については、「１年に１回程度」が最

も多く 57.1％であった。 
 

  数 年 に

1 回程

度 

1 年に 1

回程度 

半 年 に

1 回程

度 

1 ヵ 月

に 1 回

以上 

不明・ 

無回答
該当者

回答数 3 28 16 1 1 49

％ 6.1% 57.1% 32.7% 2.0% 2.0% 100.0%

 

 

［第三者評価］（問 16－ａ） 

 第三者評価は、「定期的に受けている」、「定期的ではないが受けたことがある」を合わせると

35.8％であった。一方、「受けたことがなく、今後も受ける予定はない」も 30.6％と多かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問16-a　第三者評価

不明・無回答

6.7%

定期的ではないが

受けたことがある

22.4%

定期的に受けている

13.4%

受けたことはないが、

今後受けることを

検討している

26.9%

受けたことがなく、

今後も受ける予定はない

30.6%

Ｎ＝134

 

［第三者評価］（問 16－ｂ） 

 第三者評価を受ける頻度については、「１年に１回以上」が最も多く 72.2％であった。 
 

  4～5 年

に１回

程度 

2～3 年

に１回

程度 

1 年に 1

回以上 

不明・ 

無回答 

該当者

回答数 0 2 13 3 18

％ 0.0% 11.1% 72.2% 16.7% 100.0%
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［利用者満足度の把握］（問 17－ａ） 

 利用者満足度の把握は、「職員が受け止めた利用者の声を管理者等に集約する仕組みがある」は

52.2％、「日常的に、「利用者の声」を集める工夫をしている」は 47.0％であった。また、「利用

者満足度調査を定期的ではないが実施したことがある」は 23.1％、「利用者満足度調査を定期的に

実施している」は 20.9％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問17-a　利用者満足度の把握

20.9%

23.1%

47.0%

52.2%

12.7%

3.0%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者満足度調査を定期的に

実施している

利用者満足度調査を定期的ではないが

実施したことがある

日常的に、「利用者の声」を集める

工夫をしている

職員が受け止めた利用者の声を管理者等に集約する

仕組みがある

特に利用者満足度の把握はしていない

その他

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝134

 

 

［利用者満足度の把握］（問 17－ｂ）  

 利用者満足度調査を定期的に実施している頻度については、「１年に１回程度」が最も多く 75.0％

であった。 
 

  数年に 

1 回程

度 

1 年に 

1 回程

度 

半年に 

1 回程

度 

1 ヵ 月

に 1 回

以上 

不明・ 

無回答

該当者

回答数 2 21 4 1 0 28

％ 7.1% 75.0% 14.3% 3.6% 0.0% 100.0%

 
 
［利用者満足度の把握］（問 17－ｃ）  

 利用者満足度の把握については、「満足度は平均的」が最も多く 43.3％であった。ただし、「満

足度は高いほう」も 42.5％と同じくらい高かった。 
 

  満足度

は 高 い

ほう 

満足度

は平均

的 

満足度

は 低 い

ほう 

わ か ら

ない 

不明・ 

無回答

合計 

回答数 57 58 1 5 13 134

％ 42.5% 43.3% 0.7% 3.7% 9.7% 100.0%
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［サービス改善に向けた課題の議論］（問 18） 

 サービス改善に向けた課題の議論への取り組みは、「現場の職員と管理者が集まって課題につい

て話し合う場がある」76.1％、「日常的に管理者が現場の職員の意見を口頭もしくは文書などで吸

い上げる仕組みがある」53.7％、「現場の職員だけが集まって課題について話し合う場がある」50.7％、

「管理者だけが集まって課題について話し合う場がある」37.3％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問18　サービス改善に向けた課題の議論

76.1%

53.7%

37.3%

50.7%

2.2%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場の職員と管理者が集まって課題について

話し合う場がある

日常的に管理者が現場の意見を口頭または文書などで

吸い上げる仕組みがある

管理者だけが集まって課題について

話し合う場がある

現場の職員だけが集まって課題について

話し合う場がある

いずれも取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝134
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Ⅲ.サービスの質の向上に向けて貴事務所が重要だと考える取り組み 

［サービスの質の向上のために重要だと思う取り組み］（問 19） 

 サービスの質の向上のために特に重要だと思う取り組みで 6割以上のものは、多い順に「現場で

職員の管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成」71.6％、「職員に対する OJT の充

実」69.4％、「利用者満足度の把握」64.9％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問19　サービスの質向上に重要な取り組み

69.4%

64.9%

59.7%

56.0%

50.7%

48.5%

47.8%

46.3%

45.5%

41.8%

41.8%

40.3%

36.6%

29.9%

27.6%

23.9%

0.7%

0.0%

71.6%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場で職員の管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成

職員に対するＯＪＴの充実

利用者満足度の把握

事業所全体でのサービス改善に向けた課題の議論

十分な職員数の確保

各種マニュアルの整備

職員に対するＯｆｆ－ＪＴの充実

新人への集中的な教育・指導

管理者の資質向上

職員に対する自己啓発支援の充実

地域における関係機関とのネットワークの構築

職員の目標管理の実施

自己評価の実施

職員の能力評価の実施

第三者評価の実施

事業所全体の業務分担の明確化

事業者（親法人）による事業所のサポートの充実

不明・無回答

特に重要だと思うものはない

その他

【複数回答】

N=134 

Ⅳ.貴事務所の概要 

［法人格等］（問 20） 

 事業所の設立母体で、最も多かったものは「株式会社、有限会社等の営利法人」41.8％で、次い

で「社会福祉協議会」26.9％、「社会福祉法人（社会福祉協議会を除く）」25.4％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 

 問20　事業所の設立母体

社会福祉法人

（社会福祉協議会を除く）

25.4%

地方自治体

0.0%

その他

0.0%
不明・無回答

1.5%
医療法人

1.5%

特定非営利活動法人

（ＮＰＯ法人）

0.7%

生活共同組合・

農業共同組合

0.7%

民法法人

（社団、財団）

1.5%

社会福祉協議会

26.9%

株式会社、有限会社等の営

利法人

41.8%

Ｎ＝134
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［法人全体の事業所数］（問 21） 

 同一法人内の他の事業所を「持っている」は 88.1％で、さらにその中で最も多かったものは「2

～5事業所」41.5％であった。 

 
事業所数

41.5%

24.6%

19.5%

13.6%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2～5事業所

6～9事業所

10～29事業所

30事業所以上

不明・無回答

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問21　同一法人内の
他の事業所の有無

不明・

無回答

7.9%

持って

いない

9.0%

持っている

88.1%

Ｎ＝134

 
 
［実施している介護関連サービス］（問 22） 

 訪問入浴介護事業者が実施している介護関連サービスは、多い方から「居宅介護支援」66.4％、

「訪問介護」65.7％、「通所介護」49.3％、「障害者を対象としたサービス」20.9％、「福祉用具

貸与」20.1％、「訪問看護」12.7％、「介護老人福祉施設」11.9％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問22　実施している介護関連サービス

12.7%

49.3%

20.1%

5.2%

66.4%

11.9%

2.2%

20.9%

8.2%

11.2%

0.0%

65.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護

訪問看護

通所介護

福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護

居宅介護支援

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

障害者を対象としたサービス

児童を対象としたサービス

上記以外の介護関連サービス

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝134

（上記以外の介護サービス）の主な内容 

福祉タクシー 

生活支援ハウス 

配食サービス 
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［設立年月］（問 23） 

 設立年月については、介護保険制度導入後の「2000 年代」が最も多く 53.0％であった。 
 

  1949 年

以前 

1950 年

代 

1960 年

代 

1970 年

代 

1980 年

代 

1990 年

代 

2000 年

代 

不明・

無回答

合計

回答数 0 2 2 2 11 31 71 15 134

％ 0.0% 1.5% 1.5% 1.5% 8.2% 23.1% 53.0% 11.2% 100.0%

 

 

［訪問入浴介護の売上高］（問 24） 

 月の売上高で最も多かったものは、「100 万円未満」39.6％、「100 万円以上 200 万円未満」25.4％、

「200 万円以上 300 万円未満」11.9％、「300 万円以上 400 万円未満」6.0％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問24　訪問入浴介護の売上高

1,000万円以上

3.0%

不明・無回答

3.7%
500万円以上

600万円未満
2.2%

600万円以上

1,000万円未満

4.5%

300万円以上

400万円未満
6.0%

400万円以上

500万円未満
3.7%

200万円以上

300万円未満
11.9%

100万円以上

200万円未満
25.4%

100万円未満

39.6%

Ｎ＝134

 

 

［経営の効率性］（問 25） 

 経営の効率性については、「効率は悪くなった」が最も多く 47.0％であった。 
  効率が

良 く な

った 

変 化 な

し 

効率は

悪 く な

った 

わ か ら

ない 

不明・ 

無回答

合計

回答数 29 33 63 2 7 134

％ 21.6% 24.6% 47.0% 1.5% 5.2% 100.0%

 
 
［職員数］（問 26） 

 賃金を支払う職員の実人数については、「10 人未満」が最も多く 59.0％であった。 

  

10 人

未満 

10 人以

上50人

未満 

50 人以

上 100

人未満 

100 人

以上 

不明・ 

無回答

合計

回答数 79 48 1 4 2 134

％ 59.0% 35.8% 0.7% 3.0% 1.5% 100.0%
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［常勤職員（実人数）の割合］ 

 そのうち常勤職員の割合については、多いところは「50～59％」14.2％、「30～39％」11.2％で

あった。 

 

  0％ 1～9％ 10～ 

19％ 

20～ 

29％ 

30～

39％

40～

49％

50～

59％

60～

69％

70～

79％

80～ 

89％ 

90～ 

99％ 

100％ 不明・

無回答

回答数 3 12 13 14 15 12 19 6 12 6 1 14 7

％ 2.2% 9.0% 9.7% 10.4% 11.2% 9.0% 14.2% 4.5% 9.0% 4.5% 0.7% 10.4% 5.2%

 

  合計 

回答数 134 

％ 100.0% 

 

［職員の定着状況］（問 27－ａ） 

 職員の定着状況では、多い方から「定着率は低くない」63.4％、「定着率が低く困っている」20.1％、

「定着率は低いが特に困っていない」9.7％の順であった。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

定着率は低いが

特に困っていない
9.7%

定着率が低く

困っている

20.1%

不明・無回答
6.7%

定着率は低くない
63.4%

問27－ａ　職員の定着状況

Ｎ＝134

 
［職員の退職状況］（問 27－ｂ） 

 職員の退職状況について、「10 人採用すると 1年後にはどれくらい辞めていますか」という質問

に対し、多いところは「１人」が 25.4％、「0人」が 22.4％、「3人」が 13.4％であった。 
 

  0 人 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 7 人 8 人 9 人 10 人 不明・

無回答

合計

回答数 30 34 16 18 1 7 2 4 2 1 0 19 134

％ 22.4% 25.4% 11.9% 13.4% 0.7% 5.2% 1.5% 3.0% 1.5% 0.7% 0.0% 14.2% 100.0%
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－72－ 

［職員の採用状況］（問 28－ａ） 

 職員の採用状況について、多いところは「募集しても応募者がいない」が 42.5％、「応募がある

が望ましい人がこない」が 27.6％であった。 

 
  十分に

応募が

あり望

ましい

人が採

用され

ている 

応募が

あるが

望まし

い人が

こない 

募集し

ても応

募者が

いない 

その他 不明・

無回答

合計

回答数 14 37 57 21 5 134

％ 10.4% 27.6% 42.5% 15.7% 3.7% 100.0%

 
 
［職員の確保状況］（問 28－ｂ） 

 職員の確保状況について、多いところは「やや不足」が 53.7％、「適当」が 32.8％であった。 
 
  大 い に

過剰 

やや過

剰 

適当 やや不

足 

大 い に

不足 

不明・ 

無回答

合計

回答数 0 3 44 72 13 2 134

％ 0.0% 2.2% 32.8% 53.7% 9.7% 1.5% 100.0%

 

 

［派遣労働者の受け入れ状況］（問 29－ａ） 

 派遣労働者の受け入れ状況については、「派遣労働者を受け入れていない」が 79.9％を占めた。 

 
  派遣労

働 者 を

受 け 入

れ て い

る 

派遣労

働 者 を

受 け 入

れ て い

ない 

不明・ 

無回答 

合計 

回答数 24 107 3 134 

％ 17.9% 79.9% 2.2% 100.0% 

 
 
［派遣労働者の活用状況］（問 29－ｂ） 

 派遣労働者の活用状況については、「今後拡大もしくは新規に導入したい」が 16.4％があった。

また、「わからない」が最も多く 38.1％を占めた。 

 

  今後拡

大もしく

は新規

に 導 入

したい 

現状維

持 

縮 小 し

たい 

わ か ら

ない 

不明・

無回答

合計

回答数 22 43 13 51 5 134

％ 16.4% 32.1% 9.7% 38.1% 3.7% 100.0%
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自由記入欄の記載内容         
 
＜記入者属性＞          
事務長・事務局長等の事務責任者       
主任・係長         
サービス提供責任者        
        
Ⅰ 事業所における職員の資質向上への取り組み等（内容やかかるコストも含む） 
    
（１）全体方針・課題について        

○段階的な職員教育を意識している。      
○自己研鑽はじめ組織的・定期的な学習・実技研修も行っているが、外部研修参加時

の時間外手当についてはコスト的に見直さざるを得ない現状にある。  
           

（２）仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（OJT）について   
○吸引の方法などを介護職員に指導している。     
○訪問入浴におけるチームワーク（3名 1組の生かし方）を習得させる。  

 
（３）事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）について   
 ①Off-JT の考え方         

記入なし         
     
 ②内部研修          

記入なし         
     
 ③外部研修          

○訪問入浴に特化した研修が少ない。たまにあっても都市圏のため参加が困難である。 
○他の業種は公的機関や業界団体の主催で広範に開催されているが、訪問入浴に関し

ては民間主催のため参加料が割高。安価かつ各地域の公的機関主体の開催を期待す

る。 
○研修参加の機会に他社と情報交換を行っている。     
○回答者が希望する外部研修として列挙したテーマは以下のとおり。   
・実技に関するテーマ        
・コーチングやスーパーバイザーについて      
・訪問入浴における看護職の医療行為の範囲・定義について    
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・介護職に携わる以前の人間性の醸成について    
          
（４）自己啓発・意識づけについて        

○資格取得（介護福祉士）を奨励している。 
○技術よりも前に、介護職としての意欲・歓びを通じて向上心を醸成させたい。 

 
Ⅱ 事業所におけるサービスの質の向上のための取り組みの方策について（内容やかかる

コストも含む）         
職員の能力評価、職員の目標管理、マニュアルの整備、サービスについての自己評価、第

三者評価、利用者満足度の把握、サービス改善に向けた課題の議論について 等 
           

○訪問入浴は事業所数が少ないため連携がしやすいので、サービスの向上や改善にも

生かしていきたい。        
○看護職の定着率が悪いこととの関連があるのかどうか、看護技術・知識のレベルの

個人差が大きい気がする。       
       

Ⅲ サービスの質の向上に向けて事業所が重要と考える取り組みテーマ・課題について  
 
○資質向上の必要性は実感しつつも、経営収支を考えると時間外手当ての問題など現

実は厳しい。         
     
Ⅳ 事業所の現状について  
法人格等、法人全体の事業所数、実施している介護関連サービス、設立年月、規模（売上

高、定員等）、経営の効率性、職員数、職員の定着状況、職員の採用・確保状況、派遣労働

者の活用状況         
       

○人員体制の確保（特に看護職）が大きな課題。採用時に選択の余地がないことから、

看護職の質の低下も懸念される。       
○看護職の確保が困難な現状から、介護職 3名体制を前提とした注意点等をおさえた

い。          
○訪問入浴サービスへのニーズが少なく単独事業継続は困難。訪問介護とのセットで

サービス展開を考えていく必要がある。      
○資質向上のためには職員の定着率を上げることが重要であるが、人件費率アップや

介護報酬引下げなどが影響していることから雇用条件が低下し、むしろ介護職離れ

をもたらしている。        

－74－ 



 
訪問入浴介護 

 

Ⅴ 「その他、課題だと思っていることや意見、要望等」 
           

記入なし         
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訪問看護 

 

訪 問 看 護 
 

Ⅰ.貴事務所における職員の資質向上への取り組み等 

（1） 教育研修全般について 

［職員の資質向上への取り組み状況］（問 1） 

 職員の資質向上への取り組み状況は、同業同規模の事業所に比べて、「充実している」、「どち

らかといえば充実している」を合わせると 42.0%であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［教育・研修計画］（問 2） 

 

 

 

 

［教育・研修計画］（問 2） 

計画の立案［問 2－ａ］ 

 「教育・研修計画は立てていない」事業所が 38.7％あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問1　事業所の取り組み状況

どちらかといえば

充実している

35.5%

どちらかといえば

劣る

16.1%

同じ程度

35.5%

充実している

6.5%

不明・無回答

3.2%劣る

3.2%

 問2－ａ　計画の立案

45.2%

22.6%

38.7%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

各事業所で計画を立てている

事業者（親法人）で計画をたてている

（1法人多事業所の場合のみ）

教育・研修計画は立てていない

不明・無回答
Ｎ＝31

【複数回答】

N=31 
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教育・研修の期間［問 2－ｂ］ 

 教育・研修計画の期間は「1年」が最も多く、63.2％であった。 

 
  複数年 １年 半年～

１年未

満 

半年未

満 

不明・

無回答

回答数 3 12 1 3 0 

％ 15.8% 63.2% 5.3% 15.8% 0.0% 

 

 

教育・研修計画の記載項目［問 2－ｃ］（複数回答） 

 教育・研修計画の記載項目で、「教育・研修担当者」があるのは 36.8%であった。 

 

  目的 テ ー

マ・内

容 

対象者 おおよ

その実

施時期 

教育・

研修担

当者 

その他 不明・

無回答

回答数 12 15 14 12 7 0 0 

％ 63.2% 78.9% 73.7% 63.2% 36.8% 0.0% 0.0% 

 
 
教育・研修計画への意見・要望［問 2－ｄ］ 

 教育・研修計画への職員からの意見・要望を聞く「機会はあった」のは 84.2%であった。 

 
  機会は

あった 

機会は

なかっ

た 

不明・ 

無回答 

該当者 

回答数 16 3 0 19 

％ 84.2% 15.8% 0.0% 100.0% 

 
 
計画の実施［問 2－ｅ］ 

 計画の実施は、「ほぼ実施できた」、「だいたい実施できた」を合わせると 94.7％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問２－ｅ　計画の実施

実施できなかった

5.3%

だいたい実施できた

68.4%

ほぼ実施できた

26.3%

不明・無回答

0.0%

Ｎ＝19

非該当＝12
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（2） 仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）について 

［仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）の実施状況］（問 3） 

 看護職員（常勤）は、「育成を考えて仕事を与える」が 63.3％で最も多かった。 

 看護職員（非常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」「育成を考えて仕事を与える」が 48.1％

と多かった。 

 看護職員の OJT の実施は、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問3　OJT実施状況－看護職員

60.0%

30.0%

3.3%

10.0%

22.2%

0.0%

11.1%

25.9%
6.7%

23.3%

63.3%

11.1%

48.1%

48.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

部下指導を上司の役割とする

上司以外の指導担当者をつける

育成を考えて仕事を与える

指導マニュアルを作成する

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

看護職員（常勤） 看護職員（非常勤）
看護職員（常勤） Ｎ＝30　非該当＝1

看護職員（非常勤） N=27　非該当＝4

【複数回答】

 
（3） 事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off－ＪＴ）について 

［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）の実施状況］（問 4） 

 看護職員（常勤）は 76.7％が Off-JT を実施していた。その中で 39.1％が対象者の「8 割以上」

受講していた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問4　Off-JT実施状況
　　看護職員（常勤）

不明・

無回答

11.8%

あり

76.7%

なし

20.0%

Ｎ＝30

非該当＝1

 受講者の割合

39.1%

21.7%

30.4%

8.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満
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 看護職員（非常勤）は 44.0％が Off-JT を実施していた。その中で 8.3％が対象者の「8割以上」

受講していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況
　　看護職員（非常勤）

なし

40.7%

不明・

無回答

14.8%

あり

44.4%

Ｎ＝27

非該当＝4

 受講者の割合

8.3%

16.7%

25.0%

50.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

 
管理者は全体の 74.2％の事業所で、Off-JT を実施していた。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問4　Off-JT実施状況
　　管理者

不明・

無回答

9.9%

あり

74.2%

なし

19.4%

Ｎ＝31

 

［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（off-JT）の記録内容］（問 5） 

＜内部での教育・研修＞（複数回答） 

 内部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については 32.3％が記

録していた。 

 
  研修は

実 施 し

て い な

い ・ 参

加 さ せ

て い な

い 

目的 開催日

時 

参加人

数 ・ 参

加者氏

名 

講 師 、

研修担

当者 

テーマ・

内容 

資料 参加者

の感想

文 や レ

ポート、

ア ン ケ

ー ト な

ど 

記録は

特 に 残

し て い

ない 

不明・ 

無回答 

回答数 5 12 18 14 17 18 18 10 3 5 

％ 16.1% 38.7% 58.1% 45.2% 54.8% 58.1% 58.1% 32.3% 9.7% 16.1% 

－80－ 



 

訪問看護 

＜外部での教育・研修＞（複数回答） 

 外部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については 48.4％が記

録していた。 

 

  研修は

実 施 し

て い な

い ・ 参

加 さ せ

て い な

い 

目的 開催日

時 

参加人

数 ・ 参

加者氏

名 

講 師 、

研修担

当者 

テーマ・

内容

資料 参加者

の感想

文 や レ

ポート、

ア ン ケ

ー ト な

ど 

記録は

特 に 残

し て い

ない 

不明・ 

無回答 

回答数 5 18 20 17 20 21 21 15 2 1 

％ 16.1% 58.1% 64.5% 54.8% 64.5% 67.7% 67.7% 48.4% 6.5% 3.2% 

 
［事業所の指示により職員を参加させた外部研修の主催者］（問 6） 

 外部の教育・研修の主催者は、「事業者団体」22.6％、「医療関係機関」19.4％、「行政」9.7％

の順であった。 

 

  行政 社会福

祉協議

会 

事業者

団体 

医療関

係機関 

左記（１

～４）以

外の民

間研修

機関 

その他 職 員 を

外部研

修 に は

参 加 さ

せ て い

ない 

不明・

無回答

合計

回答数 3 1 7 6 2 1 4 7 31 

％ 9.7% 3.2% 22.6% 19.4% 6.5% 3.2% 12.9% 22.6% 100.0%

 
 

［事業所の指示による仕事現場を離れた教育・研修（Off-JT）に対する賃金等の支払］（問 7） 

 看護職員（常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 60.0％、「参加にかかる交通費を

支払った」が 53.3％、「いずれも支払っていない」が 3.3％であった。 

 看護職員（非常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 37.0％、「参加にかかる交通費

を支払った」が 29.6％、「いずれも支払っていない」が 3.7％であった。ただし、「不明・無回答」

も 29.6％と多かった。 

 看護職員の Off-JT に対する賃金や交通費の支払いは、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなさ

れていた。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問7　Off-JT費用負担－看護職員

60.0%

29.6%

6.7%

16.7%

3.3%

53.3%

3.7%

37.0%

29.6%

18.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 教育・研修時間の賃金を支払った

 参加にかかる交通費を支払った

 いずれも支払っていない

 実施してない

 不明・無回答

看護職員（常勤） 看護職員（非常勤）
看護職員（常勤） Ｎ＝30　非該当＝1

看護職員（非常勤） N=27　非該当＝4

【複数回答】

－81－ 



 
訪問看護 

 管理者は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 38.7％、「参加にかかる交通費を支払った」

が 35.5％、「いずれも支払っていない」が 19.4％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－管理者

38.7%

35.5%

19.4%

9.7%

22.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 教育・研修時間の賃金を支払った

 参加にかかる交通費を支払った

 いずれも支払っていない

 実施してない

 不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝31

 
（4） 自己啓発について 

［自己啓発にかかる費用の助成］（問 8） 

 自己啓発にかかる費用の助成は、「費用の助成は行なっていない」が 45.2％と最も高かった。ま

た、助成している中では「看護職員(常勤)」が 40.0％と多かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問8　自己啓発への助成

40.0%

18.5%

35.5%

45.2%

9.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

看護職員（常勤） N=30

非該当=1

看護職員（非常勤） N=27

非該当=4

管理者 N=31

費用の助成は行っていない

N=31

不明・無回答 N=31

【複数回答】

－82－ 



 

訪問看護 

（5） 職員の資質向上への取り組みのテーマについて 

［職員の資質向上への取り組みのテーマ］（問 9） 

 職員の資質向上への取り組みのテーマでは、多い順に「医療・保健に関する知識（感染症・食中

毒に関する知識を含む）」67.7％、「介護保険制度に関する知識」61.3％、「認知症及び認知症ケ

アに係わる知識・技術」54.8％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問9　職員の資質向上への取り組みのテーマ

67.7%

61.3%

54.8%

45.2%

45.2%

38.7%

35.5%

32.3%

29.0%

25.8%

25.8%

22.6%

19.4%

19.4%

19.4%

16.1%

16.1%

12.9%

9.7%

3.2%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療・保健に関する知識（感染症・食中毒に関する知識を含む）

介護保険制度に関する知識

認知症及び認知症ケアに係わる知識・技術

倫理及び法令遵守・プライバシー保護

接遇

相談・苦情・事故（緊急時）対応

介護技術（身体介護・生活援助・介護予防）

アセスメント、訪問看護計画作成に関する知識

情報共有、記録・報告・連絡方法

福祉用具の活用方法

事例検討・ロールプレイ

障害に関する知識

対人援助技術（スーパービジョンの実施）

事業理念・運営方針など

その他

権利擁護、成年後見に関する知識

リーダーシップ、組織マネジメント

予算・売上管理

人事・労務管理

特に何も取り組まなかった

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝31

（その他）の主な内容 

訪問看護業務マニュアルの見直し 

－83－ 



 
訪問看護 

（6） 「介護サービス情報の公表」研修項目ごとの職員の資質向上への取り組みについて 

［「介護サービス情報の公表」の研修項目を中心とした個別の取り組み］（問 10） 

 

介護技術全般 

 介護技術全般では、多い順に「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」48.4％、「マニュアルの作

成・整備」「日常的にマニュアル等を活用」41.9％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－介護技術全般

35.5%

35.5%

48.4%

22.6%

41.9%

41.9%

35.5%

6.5%

19.4%

6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝31

 
 
認知症及び認知症ケア 

 認知症及び認知症ケアでは、多い順に「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」45.2％、「内部で

の教育・研修を実施」「マニュアルの作成・整備」41.9％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－認知症及び認知症ケア

41.9%

38.7%

45.2%

19.4%

41.9%

35.5%

38.7%

0.0%

16.1%

9.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝31

－84－ 



 

訪問看護 

利用者のプライバシーの保護 

 利用者のプライバシーの保護では、多い順に「会議等の集合機会を利用し職員に周知」54.8％、

「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」48.4％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－利用者のプライバシーの保護

29.0%

54.8%

48.4%

9.7%

38.7%

25.8%

32.3%

0.0%

19.4%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝31

 

 

倫理及び法令遵守 

 倫理及び法令遵守では、多い順に「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」48.4％、「会議等の集

合機会を利用し職員に周知」38.7％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問10　情報の公表項目への取り組み－倫理及び法令遵守

25.8%

38.7%

48.4%

16.1%

29.0%

25.8%

32.3%

0.0%

19.4%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝31

 

 
 

－85－ 



 
訪問看護 

［その他の取り組み］（複数回答） 

 その他の研修項目である「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止」、「事故の発生又はその

再発防止」、「事故の発生等緊急時の対応」についても、「会議やミーティング等の集合機会を利

用し、職員に周知」が多かった。 

 
  内部で

の 教

育・研

修を実

施 

会議や

ミーテ

ィング

等の集

合機会

を利用

し、職

員に周

知 

仕事の

現場の

中で上

司や先

輩が指

導 

数名の

チーム

での活

動 

マニュ

アルの

作成・

整備 

日常的

にマニ

ュアル

や手引

書を活

用 

外部で

の 教

育・研

修に職

員を派

遣 

その他 取 り 組

ん で い

ない 

不明・ 

無回答

感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止 10 14 15 6 13 11 9 1 6 0

％ 32.3% 45.2% 48.4% 19.4% 41.9% 35.5% 29.0% 3.2% 19.4% 0.0%

事故の発生又はその再発防止 12 15 15 7 13 9 11 0 6 0

％ 38.7% 48.4% 48.4% 22.6% 41.9% 29.0% 35.5% 0.0% 19.4% 0.0%

事故の発生等緊急時の対応 11 15 14 6 14 10 8 0 6 1

％ 35.5% 48.4% 45.2% 19.4% 45.2% 32.3% 25.8% 0.0% 19.4% 3.2%

（その他）の主な内容 

パンフレットの作成（感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止） 
 
 

［研修の資料］（問 10-1）（複数回答） 

 研修の資料については、内部・外部で作成した資料･マニュアルを使っていた。特に事故関係では、

内部作成資料の使用が多かった。 

 
  内 部 で

作 成 し

た 資

料 ・ マ

ニ ュ ア

ル等 

外 部 で

作 成 し

た 資

料 ・ テ

キ ス ト

等 

資料は

使 わ な

かった

不明・ 

無回答

介護技術全般 7 9 1 1

％ 50.0% 64.3% 7.1% 7.1%

認知症及び認知症ケア 5 13 1 0

％ 33.3% 86.7% 6.7% 0.0%

感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止 9 8 2 1

％ 56.3% 50.0% 12.5% 6.3%

利用者のプライバシーの保護 10 9 1 1

％ 58.8% 52.9% 5.9% 5.9%

倫理及び法令遵守 8 8 1 0

％ 61.5% 61.5% 7.7% 0.0%

事故の発生又はその再発防止 13 6 0 1

％ 76.5% 35.3% 0.0% 5.9%

事故の発生等緊急時の対応 12 8 0 1

％ 70.6% 47.1% 0.0% 5.9%

 

－86－ 



 

訪問看護 

［研修の講師］（問 10-1）（複数回答） 

 研修の講師については､どの研修項目についても「内部職員が対応した」がほぼ 7割以上を占めた。 

 
  内部職

員が対

応した 

外部の

講 師 を

招いた

講師は

い な か

った 

不明・ 

無回答

介護技術全般 10 2 1 3

％ 71.4% 14.3% 7.1% 21.4%

認知症及び認知症ケア 10 2 1 2

％ 66.7% 13.3% 6.7% 13.3%

感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止 12 1 1 2

％ 75.0% 6.3% 6.3% 12.5%

利用者のプライバシーの保護 12 2 1 2

％ 70.6% 11.8% 5.9% 11.8%

倫理及び法令遵守 11 1 1 1

％ 84.6% 7.7% 7.7% 7.7%

事故の発生又はその再発防止 13 1 1 2

％ 76.5% 5.9% 5.9% 11.8%

事故の発生等緊急時の対応 13 0 2 2

％ 76.5% 0.0% 11.8% 11.8%

 
 
（7） 新人職員への教育・指導について 

［新人職員指導］（問 11－ａ） 

 新人看護職員（常勤）では、多い順に「仕事の現場で集中的に指導」63.3％、「仕事の与え方を

考慮する」「指導担当者をつける」46.7％であった。 

 新人看護職員（非常勤）では、多い順に「採用・新任時に研修を実施」30.7％、「仕事の現場で

集中的に指導」29.1％、「仕事の与え方を考慮する」25.6％、「指導担当者をつける」24.3％であ

った。ただし、「不明・無回答」も 29.1％と多かった。 

 新人看護職員への教育・指導について､（常勤）と（非常勤）では、それほど差はみられなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問11－a　新人職員指導－看護職員

33.3%

20.0%

63.3%

46.7%

46.7%

6.7%

13.3%

3.3%

14.8%

63.0%

29.6%

22.2%

33.3%

40.7%

14.8%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用・新任時に研修を実施

指導担当者をつける

仕事の与え方を考慮する

仕事の現場で集中的に指導

仕事の現場を離れてこまめにアドバイス

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

新人看護職員（常勤）

新人看護職員（非常勤）
看護職員（常勤） Ｎ＝30　非該当＝1

看護職員（非常勤） N=27　非該当＝4

【複数回答】

－87－ 



 
訪問看護 

［新人職員指導 集中的に教育・指導を行う期間］（問 11－ｂ）  

 新人職員指導において集中的に教育・指導を行う期間で、最も多かったのは「～1ヶ月程度」45.2％、

次いで「～3ヶ月程度」16.1％、「～半年程度」6.5％の順であった。なお、「集中的な教育・指導

は行わない」も 3.2％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－ｂ　新人職員指導　集中的に教育・指導を行う期間

その他

0.0%

1年以上

0.0%

～3ヶ月程度

16.1%

～半年程度

6.5%

～1年程度

3.2%

集中的な教育・

指導は行わない

3.2%

不明・無回答

19.4%

～1週間程度

6.5%

～1ヶ月程度

45.2%

Ｎ＝31

 

 

Ⅱ.貴事務所におけるサービスの質の向上のための取り組み全般 

［職員の能力評価］（問 12） 

 職員の能力評価で、最も多かったのは「いずれも能力を評価する仕組みはない」51.6％、次いで

「看護職員(常勤)」40.0％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問12　職員の能力評価

40.0%

25.9%

32.3%

51.6%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

看護職員（常勤）N=30

非該当=1

看護職員（非常勤）N=27

非該当=4

管理者N=31

いずれも能力を評価する仕組みはない

N=31

不明・無回答N=31

【複数回答】
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訪問看護 

［職員の目標管理］（問 13） 

 職員の目標管理で、最も多かったのは「個人が担当する仕事についての目標」41.9％、次いで「個

人の能力開発目標」38.7％、「職員の目標に従った管理は行っていない」35.5％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問13　職員の目標管理

38.7%

41.9%

25.8%

35.5%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人の能力開発目標

個人が担当する仕事についての目標

チームや係りで担当する仕事についての目標

職員の目標に従った管理は行っていない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝31

 
［各種マニュアルの整備等］（問 14－ａ） 

 各種マニュアルの整備については、「各事業所で作成したものが中心」、「事業所（者）作成と

市販のものが同じぐらい」が最も多く 29.0％であった。 

 
  各事業

所 で 作

成 し た

も の が

中心 

事業者

（ 親 法

人 ） で

作 成 し

た も の

が中心 

市販の

も の が

中心 

事業所

（者）作

成 と 市

販 の も

のが同

じ ぐ ら

い 

マ ニ ュ

ア ル が

ない 

不明・ 

無回答

合計

回答数 9 3 4 9 5 1 31

％ 29.0% 9.7% 12.9% 29.0% 16.1% 3.2% 100.0%

 
 
［各種マニュアルの活用］（問 14－ｂ） 

 マニュアルの活用について、「十分に活用している」は、26.9％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問14-b　各種マニュアルの活用

不明・無回答

0.0%

どちらかというと

活用している

50.0%

十分に活用している

26.9%

ほとんど

活用していない

3.8%

どちらかというと

活用していない

19.2%

Ｎ＝26

非該当＝5
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訪問看護 

［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ａ） 

 自己評価は、「定期的に実施している」、「定期的ではないが実施したことがある」を合わせる

と 61.3％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問15-a　自己評価

定期的ではないが

実施したことがある

19.4%

実施したことはないが、

今後実施を検討している

12.9%

実施したことがなく、

今後も実施の

予定はない

25.8%
定期的に

実施している

41.9%

不明・無回答

0.0%

Ｎ＝31

 

 

［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ｂ） 

 事業所で提供しているサービスについての自己評価の頻度については、「１年に１回程度」が最

も多く 46.2％であった。 

 
  数 年 に

１ 回 程

度 

１ 年 に

１ 回 程

度 

半 年 に

１ 回 程

度 

１ ヵ 月

に １ 回

以上 

不明・ 

無回答

該当者

回答数 0 6 5 2 0 13

％ 0.0% 46.2% 38.5% 15.4% 0.0% 100.0%

 
 
［第三者評価］（問 16－ａ） 

 第三者評価は、「定期的に受けている」、「定期的ではないが受けたことがある」を合わせると 22.6％

であった。一方、「受けたことがなく、今後も受ける予定はない」も 58.1％とそれ以上にあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問16-a　第三者評価

定期的に受けている

19.4%

受けたことはないが、

今後受けることを

検討している

16.1%

定期的ではないが

受けたことがある

3.2%

受けたことがなく、

今後も受ける予定はない

58.1%

不明・無回答

3.2%

Ｎ＝31

 

 

－90－ 



 

訪問看護 

［第三者評価］（問 16－ｂ） 

 第三者評価を受ける頻度については､「１年に１回以上」｢2～3 年に 1回程度」が 33.3％であった。 

 
  4～5 年

に 1 回

程度 

2～3 年

に 1 回

程度 

1 年に 1

回以上 

不明・ 

無回答 

該当者

回答数 0 2 2 2 6

％ 0.0% 33.3% 33.3% 33.3% 100.0%

 
 
［利用者満足度の把握］（問 17－ａ） 

 利用者満足度の把握は、「職員が受け止めた利用者の声を管理者等に集約する仕組みがある」は

29.0％、「日常的に、「利用者の声」を集める工夫をしている」は 25.8％であった。また、「利用

者満足度調査を定期的に実施している」、「利用者満足度調査を定期的ではないが実施したことが

ある」は共に 19.4％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問17-a　利用者満足度の把握

19.4%

19.4%

25.8%

29.0%

35.5%

6.5%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者満足度調査を定期的に実施している

利用者満足度調査を定期的ではないが実施したことがある

日常的に、「利用者の声」を集める工夫をしている

職員が受け止めた利用者の声を管理等に集約する

仕組みがある

特に利用者満足度の把握はしていない

その他

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝31

 
 
［利用者満足度の把握］（問 17－ｂ）  

 利用者満足度調査を定期的に実施している頻度については、「１年に１回程度」が最も多く 50.0％

であった。 

 

  数 年 に

１ 回 程

度 

１ 年 に

１ 回 程

度 

半 年 に

１ 回 程

度 

１ ヵ 月

に １ 回

以上 

不明・ 

無回答

該当者

回答数 2 3 1 0 0 6

％ 33.3% 50.0% 16.7% 0.0% 0.0% 100.0%
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訪問看護 

［利用者満足度の把握］（問 17－ｃ）  

 利用者満足度の把握については、「満足度は平均的」が最も多く 41.9％であった。 

 
  満足度

は 高 い

ほう 

満足度

は平均

的 

満足度

は 低 い

ほう 

わ か ら

ない 

不明・ 

無回答

合計

回答数 12 13 0 3 3 31

％ 38.7% 41.9% 0.0% 9.7% 9.7% 100.0%

 
 
［サービス改善に向けた課題の議論］（問 18） 

 サービス改善に向けた課題の議論への取り組みは、「現場の職員と管理者が集まって課題につい

て話し合う場がある」80.6％、「日常的に管理者が現場の職員の意見を口頭もしくは文書などで吸

い上げる仕組みがある」48.4％、「管理者だけが集まって課題について話し合う場がある」19.4％、

「現場の職員だけが集まって課題について話し合う場がある」16.1％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問18　サービス改善に向けた課題の議論

80.6%

48.4%

19.4%

16.1%

6.5%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場の職員と管理者が集まって課題について

話し合う場がある

日常的に管理者が現場の職員の意見を口頭もしくは文書で

吸い上げる仕組みがある

管理者だけが集まって課題について話し合う場がある

現場の職員だけが集まって課題について話し合う場がある

いずれも取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝31
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訪問看護 

Ⅲ.サービスの質の向上に向けて貴事務所が重要だと考える取り組み 

［サービスの質の向上のために重要だと思う取り組み］（問 19） 

 サービスの質の向上のために重要だと思う取り組みで 6 割以上のものは、多い順に「利用者満足

度の把握」、「職員に対する OJT の充実」71.0％、「管理者の資質向上」64.5％であった。 

 
 
 
 
 
 

 問19　サービスの質向上に重要な取り組み

71.0%

71.0%

64.5%

58.1%

54.8%

54.8%

51.6%

48.4%

48.4%

45.2%

41.9%

38.7%

35.5%

32.3%

32.3%

32.3%

29.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者満足度の把握

職員に対するＯＪＴの充実

管理者の資質向上

十分な職員数の確保

職員に対するＯｆｆ－ＪＴの充実

現場で職員の管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成

職員に対する自己啓発支援の充実

自己評価の実施

各種マニュアルの整備

地域における関係機関とのネットワークの構築

事業所全体でのサービス改善に向けた課題の議論

職員の能力評価の実施

職員の目標管理の実施

第三者評価の実施

新人への集中的な教育・指導

事業者（親法人）による事業所のサポートの充実

事業所全体の業務分担の明確化

特に重要だと思うものはない

不明・無回答

その他

【複数回答】

Ｎ＝31
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訪問看護 

Ⅳ.貴事務所の概要 

［法人格等］（問 20） 

 事業所の設立母体で、最も多かったものは「医療法人」で 45.2％、次いで「民法法人（社団、財

団）」9.7％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問20　事業所の設立母体

社会福祉法人

（社会福祉協議会を除く）

6.5%

医療法人

45.2%

その他

20%

地方自治体

6.5%

民法法人

（社団、財団）

9.7% 生活共同組合・

農業共同組合

6.5%

特定非営利活動法人

（ＮＰＯ法人）

0.0%

不明・無回答

6.5%

社会福祉協議会

0.0%

株式会社、

有限会社等の

営利法人

0.0%

Ｎ＝31

 
 
 
［法人全体の事業所数］（問 21） 

 同一法人内で他の事業所を「持っている」は 51.6％で、さらにその中で最も多かったものは「2

～5事業所」で 62.5％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問21　同一法人内の
他の事業所の有無

不明・

無回答

22.6%

持って

いない

25.8%

持っている

51.6%

Ｎ＝31

事業所数

62.5%

25.0%

12.5%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2～5事業所

6～9事業所

10～29事業所

30事業所以上

不明・無回答
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訪問看護 

［実施している介護関連サービス］（問 22） 

 訪問看護事業者が実施している介護関連サービスは、多い方から「居宅介護支援」32.3％、「訪

問介護」「通所介護」16.1％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問22　実施している介護関連サービス

0.0%

0.0%

3.2%

32.3%

6.5%

9.7%

0.0%

0.0%

6.5%

0.0%

16.1%

16.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護

訪問入浴介護

通所介護

福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護

居宅介護支援

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

障害者を対象としたサービス

児童を対象としたサービス

上記以外の介護関連サービス

不明・無回答

Ｎ＝31

【複数回答】

（上記以外の介護関連サービス）の主な内容 

短期入所療養介護 
 
［設立年月］（問 23） 

 設立年月については、「1990 年代」が最も多く 48.4％であった。 

 
  1949 年

以前 

1950 年

代 

1960 年

代 

1970 年

代 

1980 年

代 

1990 年

代 

2000 年

代 

不明・

無回答

合計

回答数 1 0 1 2 3 15 7 2 31

％ 3.2% 0.0% 3.2% 6.5% 9.7% 48.4% 22.6% 6.5% 100.0%

 

［訪問看護の売上高］（問 24） 

 月の売上高で最も多かったものは「100 万円以上 200 万円未満」で 35.5％、次いで「50 万円未満」

32.3％の順であった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問24　訪問看護の売上高

300万円以上

400万円未満

3.2%

1,000万円以上

0.0%

400万円以上

500万円未満

3.2%

不明・無回答

3.2%

600万円以上

1,000万円未満

0.0%
500万円以上

600万円未満

3.2%

200万円以上

300万円未満

6.5%

100万円以上

200万円未満

35.5%

50万円以上100万円

未満

12.9%

50万円未満

32.3%

Ｎ＝31
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訪問看護 

［経営の効率性］（問 25） 

 経営の効率性については、「効率は悪くなった」が最も多く 41.9％であった。 

 
  効率が

良 く な

った 

変 化 な

し 

効率は

悪 く な

った 

わ か ら

ない 

不明・ 

無回答

合計

回答数 0 9 13 6 3 31

％ 0.0% 29.0% 41.9% 19.4% 9.7% 100.0%

 

 

［職員数］（問 26） 

 賃金を支払う職員の実人数については、「10 人未満」が最も多く 77.4％であった。 

 
  10 人未

満 

10 人以

上50人

未満 

50 人以

上 100

人未満 

100 人

以上 

不 明 ・

無回答

合計

回答数 24 3 2 0 2 31

％ 77.4% 9.7% 6.5% 0.0% 6.5% 100.0%

 
［常勤職員（実人数）の割合］ 

 そのうち、常勤職員の割合が最も高いのは「100％」の 35.5％であった。 

 
  0％ 1～9％ 10～ 

19％ 

20～ 

29％ 

30～

39％

40～

49％

50～

59％

60～

69％

70～

79％

80～ 

89％ 

90～ 

99％ 

100％ 不明・

無回答

回答数 0 0 0 2 1 1 1 5 2 4 2 11 2

％ 0.0% 0.0% 0.0% 6.5% 3.2% 3.2% 3.2% 16.1% 6.5% 12.9% 6.5% 35.5% 6.5%

 
  合計 

回答数 31 

％ 100.0% 

 
 
［職員の定着状況］（問 27－ａ） 

 職員の定着状況で最も多かったものは「定着率は低くない」で 61.3％、次いで「定着率は低いが

特に困っていない」22.6％の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 
定着率は低いが

特に困っていない

22.6%

定着率が低く困っている

9.7%

不明・無回答

6.5%

定着率は低くない

61.3%

問27－ａ　職員の定着状況

Ｎ＝31
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訪問看護 

［職員の退職状況］（問 27－ｂ） 

 職員の退職状況について、「10 人採用すると 1年後にはどれくらい辞めていますか」という質問

に対し、最も多かったのは「0人」で 29.0％、次いで「1人」16.1％であった。 

 
  0 人 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 7 人 8 人 9 人 10 人 不明・

無回答

合計

回答数 9 5 3 2 0 0 1 0 1 0 1 9 31

％ 29.0% 16.1% 9.7% 6.5% 0.0% 0.0% 3.2% 0.0% 3.2% 0.0% 3.2% 29.0% 100.0%

 
 
［職員の採用状況］（問 28－ａ） 

 職員の採用状況について、多いところは「募集しても応募者がいない」が 45.2％、「応募がある

が望ましい人がこない」が 19.4％であった。 

 
  十 分 に

応募が

あ り 望

ま し い

人が採

用 さ れ

ている 

応募が

あ る が

望 ま し

い 人 が

こない 

募 集 し

て も 応

募者が

いない 

その他 不明・ 

無回答

合計

回答数 3 6 14 3 5 31

％ 9.7% 19.4% 45.2% 9.7% 16.1% 100.0%

 
 
［職員の確保状況］（問 28－ｂ） 

 職員の確保状況について、多いところは「やや不足」が 48.4％、「適当」が 38.7％であった。 

 

  大 い に

過剰 

やや過

剰 

適当 やや不

足 

大 い に

不足 

不明・ 

無回答

合計

回答数 0 0 12 15 2 2 31

％ 0.0% 0.0% 38.7% 48.4% 6.5% 6.5% 100.0%
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訪問看護 

－98－ 

［派遣労働者の受け入れ状況］（問 29－ａ） 

 派遣労働者の受け入れ状況については、「派遣労働者を受け入れていない」が 93.5％を占めた。 

 
  派遣労

働 者 を

受 け 入

れ て い

る 

派遣労

働 者 を

受 け 入

れ て い

ない 

不明・ 

無回答 

合計 

回答数 0 29 2 31 

％ 0.0% 93.5% 6.5% 100.0% 

 
 
［派遣労働者の活用状況］（問 29－ｂ） 

 派遣労働者の活用状況については、「わからない」が最も多く 58.1％を占めた。 

 
  今後拡

大もしく

は新規

に 導 入

したい 

現状維

持 

縮 小 し

たい 

わ か ら

ない 

不明・ 

無回答

合計

回答数 2 9 0 18 2 31

％ 6.5% 29.0% 0.0% 58.1% 6.5% 100.0%

 



 
訪問看護 

自由記入欄の記載内容         
 
＜記入者属性＞ 
事務長・事務局長等の事務責任者 
事務系スタッフ    
       
Ⅰ 事業所における職員の資質向上への取り組み等（内容やかかるコストも含む） 
     
（１）全体方針・課題について        

記入なし         
     
（２）仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（OJT）について   

記入なし         
          
（３）事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）について   
  ①Off-JT の考え方         

記入なし         
          
  ②内部研修          

記入なし         
          
  ③外部研修          

記入なし         
     
（４）自己啓発・意識づけについて        

○仕事に対する意欲の向上策を考えている。     
○セルフコントロールなど介護スタッフのメンタル面の支援を行っている。  

      
Ⅱ 事業所におけるサービスの質の向上のための取り組みの方策について（内容やかかる

コストも含む）         
職員の能力評価、職員の目標管理、マニュアルの整備、サービスについての自己評価、第

三者評価、利用者満足度の把握、サービス改善に向けた課題の議論について 等 
           

記入なし          
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－100－ 

Ⅲ サービスの質の向上に向けて事業所が重要と考える取り組みテーマ・課題について  
 

○非常勤看護師に対する教育をどうするかが課題である。   
          
    
Ⅳ 事業所の現状について       
法人格等、法人全体の事業所数、実施している介護関連サービス、設立年月、規模（売上

高、定員等）、経営の効率性、職員数、職員の定着状況、職員の採用・確保状況、派遣労働

者の活用状況          
          

記入なし         
          
Ⅴ 「その他、課題だと思っていることや意見、要望等」    
  

記入なし          



 
通所介護 

 

通 所 介 護 
 

 

Ⅰ.貴事務所における職員の資質向上への取り組み等 

（1） 教育研修全般について 

［職員の資質向上への取り組み状況］（問1） 

 職員の資質向上への取り組み状況は、同業同規模の事業所に比べて、「充実している」、「どち

らかといえば充実している」を合わせると37.9%であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問1　事業所の取り組み状況

劣る

0.7%
不明・無回答

2.6%
充実している

12.4%

同じ程度

38.6%

どちらかといえば

劣る

20.3%
どちらかといえば

充実している

25.5%

 
［教育・研修計画］（問2） 

計画の立案［問2－ａ］ 

 「教育・研修計画は立てていない」事業所が21.6％あった。 
 

 問2－ａ　計画の立案

60.1%

33.3%

21.6%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

各事業所で計画を立てている

事業者（親法人）で計画をたてている

（1法人多事業所の場合のみ）

教育・研修計画は立てていない

不明・無回答

Ｎ＝153

N=153 
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通所介護 

教育・研修の期間［問2－ｂ］ 

 教育・研修計画の期間は「1年」が最も多く、53.3％であった。 
 
  複数年 1年 半年～

1 年 未

満 

半年未

満 

不明・

無回答

該当者

回答数 18 64 13 21 4 120

％ 15.0% 53.3% 10.8% 17.5% 3.3% 100.0%

 
教育・研修計画の記載項目［問2－ｃ］（複数回答） 

 教育・研修計画の記載項目で、「教育・研修担当者」があるのは35.0%であった。 

 
  目的 テ ー

マ・内

容 

対象者 おおよ

その実

施時期 

教育・

研修担

当者 

その他 不明・

無回答

回答数 75 100 66 56 42 5 8

％ 62.5% 83.3% 55.0% 46.7% 35.0% 4.2% 6.7%

（その他）の主な内容 

主催者名 

達成目標、研修方法・事前の準備、研修後の対応 

 

 

教育・研修計画への意見・要望［問2－ｄ］ 

 教育・研修計画への職員からの意見・要望を聞く「機会はあった」のは81.7%であった。 
 
  機会は

あった 

機会は

なかっ

た 

不明・

無回答 

該当者 

回答数 98 19 3 120 

％ 81.7% 15.8% 2.5% 100.0% 

 
計画の実施［問2－ｅ］ 

 計画の実施は、「ほぼ実施できた」、「だいたい実施できた」を合わせると92.5％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問２－ｅ　計画の実施

実施できなかった

4.2%

だいたい実施できた

70.8%

ほぼ実施できた

21.7%

不明・無回答

3.3%

Ｎ＝120

非該当＝33

－102－ 
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（2） 仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）について 

［仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）の実施状況］（問3） 

 介護職員（常勤）は、「育成を考えて仕事を与える」が58.0％で最も多かった。 

 介護職員（非常勤）は、「育成を考えて仕事を与える」が50.7％で最も多かった。 

 介護職員のOJTの実施は、「上司以外の指導担当者をつける」以外は、（常勤）の方が（非常勤）

より、よくなされていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問3　OJT実施状況－介護職員

51.3%

58.0%

2.9%

5.7%

13.6%

2.7%

5.3%

28.7%

30.0%

8.0%

35.7%

33.6%

50.7%

27.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

部下指導を上司の役割とする

上司以外の指導担当者をつける

育成を考えて仕事を与える

指導マニュアルを作成する

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

介護職員（常勤） 介護職員（非常勤）
介護職員（常勤） Ｎ＝150　非該当＝3

介護職員（非常勤） N=140　非該当＝13

【複数回答】

 看護職員（常勤）は、「育成を考えて仕事を与える」39.8％、「部下指導を上司の役割とする」

が34.6％と多かった。 

 看護職員（非常勤）は、「育成を考えて仕事を与える」が35.2％で最も多かった。 

 看護職員のOJTの実施は、（常勤）と（非常勤）で、あまり大きな差はみられなかった。 

 
 

 問3　OJT実施状況－看護職員

34.6%

21.1%

1.6%

9.4%

25.0%

2.3%

9.0%

19.5%

23.3%

16.5%

39.8%

22.7%

28.1%

35.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

部下指導を上司の役割とする

上司以外の指導担当者をつける

育成を考えて仕事を与える

指導マニュアルを作成する

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

看護職員（常勤） 看護職員（非常勤）
看護職員（常勤） Ｎ＝133　非該当＝20

看護職員（非常勤） N=128　非該当＝25

【複数回答】
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通所介護 

（3） 事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off－ＪＴ）について 

［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）の実施状況］（問4） 

 介護職員（常勤）は89.3％の事業所でOff-JTを実施していた。その中で44.0％が対象者の「8割以

上」受講していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況
　　介護職員（常勤）

不明・

無回答

4.0%なし

6.7%

あり

89.3%

Ｎ＝150

非該当＝3

 受講者の割合

44.0%

23.9%

14.2%

15.7%

1.5%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

８割以上

５～７割

２～４割

２割未満

わからない

不明・無回答

 
 介護職員（非常勤）は全体の62.1％の事業所で、Off-JTを実施していた。その中で35.6％が対象

者の「8割以上」受講していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況
　　介護職員（非常勤）

不明・

無回答

10.0%

なし

27.9%
あり

62.1%

Ｎ＝140

非該当＝13

 受講者の割合

35.6%

23.0%

23.0%

16.1%

1.1%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 看護職員（常勤）は66.9％の事業所でOff-JTを実施していた。その中で47.2％が対象者の「8割以

上」受講していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況
　　看護職員（常勤）

不明・

無回答

9.9%
あり

66.9%なし

16.5%

Ｎ＝133

非該当＝20

 受講者の割合

47.2%

21.3%

11.2%

19.1%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

－104－ 
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 看護職員（非常勤）は46.1％の事業所でOff-JTを実施していた。その中で40.7％が対象者の「8

割以上」受講していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況
　　看護職員（非常勤）

あり

46.1%なし

34.4%

不明・

無回答

19.5%

Ｎ＝128

非該当＝25

 受講者の割合

40.7%

25.4%

11.9%

18.6%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

 
 管理者は81.0％の事業所でOff-JTを実施していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況
　　管理者

なし

9.2%

あり

81.0%

不明・

無回答

3.9%

Ｎ＝153

 
 
［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）の記録内容］（問5） 

＜内部での教育・研修＞（複数回答） 

 内部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については44.4％が記

録していた。 

 
  研修は

実 施 し

て い な

い ・ 参

加 さ せ

て い な

い 

目的 開催日

時 

参加人

数 ・ 参

加者氏

名 

講 師 、

研修担

当者 

テーマ・

内容 

資料 参加者

の感想

文 や レ

ポート、

ア ン ケ

ー ト な

ど 

記録は

特 に 残

し て い

ない 

不明・

無回答 

回答数 14 84 97 89 89 98 91 68 7 30 

％ 9.2% 54.9% 63.4% 58.2% 58.2% 64.1% 59.5% 44.4% 4.6% 19.6% 

－105－ 



 
通所介護 

＜外部での教育・研修＞（複数回答） 

 外部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については60.1％が記

録していた。 

 
  研修は

実 施 し

て い な

い ・ 参

加 さ せ

て い な

い 

目的 開催日

時 

参加人

数 ・ 参

加者氏

名 

講 師 、

研修担

当者 

テーマ・

内容 

資料 参加者

の感想

文 や レ

ポート、

ア ン ケ

ー ト な

ど 

記録は

特 に 残

し て い

ない 

不明・

無回答 

回答数 5 102 112 95 102 114 104 92 4 25 

％ 3.3% 66.7% 73.2% 62.1% 66.7% 74.5% 68.0% 60.1% 2.6% 16.3% 

 
［事業所の指示により職員を参加させた外部研修の主催者］（問6） 

 外部の教育・研修の主催者は、「社会福祉協議会」が30.1％で最も多く、次いで「行政」､「事業

者団体」がいずれも14.4％の順で多かった。 

 
  行政 社会福

祉協議

会 

事業者

団体 

医療関

係機関 

左記（１

～４）以

外の民

間研修

機関 

その他 職 員 を

外部研

修 に は

参 加 さ

せ て い

ない 

不 明 ・

無回答

合計

回答数 22 46 22 3 18 5 6 31 153

％ 14.4% 30.1% 14.4% 2.0% 11.8% 3.3% 3.9% 20.3% 100.0%

 
［事業所の指示による仕事現場を離れた教育・研修（Off-JT）に対する賃金等の支払］（問7） 

 介護職員（常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が77.3％、「参加にかかる交通費を

支払った」が61.3％、「いずれも支払っていない」が1.3％であった。 

 介護職員（非常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が50.0％、「参加にかかる交通費

を支払った」が37.1％、「いずれも支払っていない」が3.6％であった。 

 介護職員のOff-JTに対する賃金や交通費の支払いは、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなさ

れていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問７　Off-JT費用負担－介護職員

3.6%

17.9%

77.3%

61.3%

4.0%

1.3%

4.7%
22.9%

37.1%

50.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

介護職員(常勤) 介護職員(非常勤)介護職員（常勤） Ｎ＝150　非該当＝3

介護職員（非常勤） N=140　非該当＝13

【複数回答】

－106－ 
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 看護職員（常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が57.9％、「参加にかかる交通費を支

払った」が46.6％、「いずれも支払っていない」が2.3％であった。 

 看護職員(非常勤)は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が35.2％、「参加にかかる交通費を支

払った」が23.4％であった。また、「いずれも支払っていない」は2.3％であった。 

 看護職員のOff-JTに対する賃金や交通費の支払いは、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされ

ていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－看護職員

46.6%

2.3%
2.3%

57.9%

19.5%

11.3%
21.1%

39.1%

23.4%

35.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

看護職員(常勤) 看護職員(非常勤

【複数回答】

看護職員（常勤） Ｎ＝133　非該当＝20

看護職員（非常勤） N=128　非該当＝25

 
 管理者は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が58.8％、「参加にかかる交通費を支払った」が

52.9％であった。また、「いずれも支払っていない」は3.9％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－管理者

58.8%

52.9%

3.9%

8.5%

10.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝153

 

（4） 自己啓発について 

［自己啓発にかかる費用の助成］（問8） 

 自己啓発にかかる費用の助成は、「費用の助成は行っていない」が64.7％と最も高かった。また、

助成している中では「介護職員（常勤）」が29.3％で最も多く､次いで「管理者」の23.5％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問8　自己啓発への助成

17.9%

18.0%

15.6%

23.5%

64.7%

3.3%

29.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護職員（常勤）　N=150　非該当=3

介護職員（非常勤）　N=140　非該当=13

看護職員（常勤）　N=133　非該当=20

看護職員（非常勤）　N=128　非該当=25

管理者　N=153

費用の助成は行っていない　N=153

不明・無回答　N=153

【複数回答】
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（5） 職員の資質向上への取り組みのテーマについて 

［職員の資質向上への取り組みのテーマ］（問9） 

 職員の資質向上への取り組みのテーマでは、多い順に「介護技術（身体介護・生活援助・介護予

防）」78.4％、「認知症及び認知症ケアに係わる知識・技術」75.8％、「医療・保健に関する知識(感

染症・食中毒に関する知識を含む）」69.3％、「介護保険制度に関する知識」62.1％であった。 
 
 

 問9　職員の資質向上への取り組みのテーマ

75.8%

69.3%

62.1%

59.5%

58.8%

56.9%

52.9%

49.7%

39.2%

39.2%

36.6%

35.9%

27.5%

23.5%

19.6%

17.6%

14.4%

13.7%

13.1%

10.5%

5.2%

0.7%

78.4%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護技術（身体介護・生活援助・介護予防）

認知症及び認知症ケアに係わる知識・技術

医療・保健に関する知識（感染症・食中毒に関する知識を含む）

介護保険制度に関する知識

相談・苦情・事故（緊急時）対応

非常災害時の対応

機能訓練

接遇

アセスメント、通所介護計画作成に関する知識

身体拘束等の排除のための取り組み

事業理念・運営方針など

倫理及び法令遵守・プライバシー保護

情報共有、記録・報告・連絡方法

事例検討・ロールプレイ

福祉用具の活用方法

対人援助技術（スーパービジョンの実施）

リーダーシップ、組織マネジメント

障害に関する知識

予算・売上管理

権利擁護、成年後見に関する知識

人事・労務管理

その他

特に何も取り組まなかった

不明・無回答

【複数回答】

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（その他）の主な内容 

介護関係業務マニュアルづくり 

レクリエーションの実務 
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通所介護 

 
（6） 「介護サービス情報の公表」研修項目ごとの職員の資質向上への取り組みについて 

［「介護サービス情報の公表」の研修項目を中心とした個別の取り組み］（問10） 

 

介護技術全般 

 介護技術全般では、多い順に「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」68.6％、「会議等の集合機

会を利用し職員に周知」64.7％、「内部での教育・研修を実施」56.2％であった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－介護技術全般

56.2%

64.7%

68.6%

13.7%

51.0%

32.7%

43.1%

1.3%

2.6%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝153

 
 
 
認知症及び認知症ケア 

 認知症及び認知症ケアでは、多い順に「会議等の集合機会を利用し職員に周知」55.6％、「内部

での教育・研修を実施」52.3％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問10　情報の公表項目への取り組み－認知症及び認知症ケア

52.3%

55.6%

50.3%

9.2%

45.8%

27.5%

50.3%

1.3%

3.9%

4.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝153
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利用者のプライバシーの保護 

 利用者のプライバシーの保護では、多い順に「会議等の集合機会を利用し職員に周知」58.8％、

「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」47.1％、「マニュアルの作成・整備」44.4％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－利用者のプライバシーの保護

39.2%

58.8%

47.1%

5.9%

44.4%

24.8%

15.7%

0.7%

4.6%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝153

 

倫理及び法令遵守 

 倫理及び法令遵守では、多い順に「会議等の集合機会を利用し職員に周知」51.0％、「マニュア

ルの作成・整備」41.8％、「内部での教育・研修を実施」37.9％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－倫理及び法令遵守

37.9%

51.0%

34.0%

3.9%

41.8%

17.6%

15.7%

0.7%

7.2%

9.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝153
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［その他の取り組み］（複数回答） 

 その他の研修項目である「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止」、「身体拘束等の排除の

ための取り組み」、「事故の発生又はその再発防止」、「サービスに関する情報の共有」、「事故

の発生等緊急時の対応」についても、「会議やミーティング等の集合機会を利用し、職員に周知」

が多かった。 

 
  内部で

の 教

育・研

修を実

施 

会議や

ミーテ

ィング

等の集

合機会

を利用

し、職

員に周

知 

仕事の

現場の

中で上

司や先

輩が指

導 

数名の

チーム

での活

動 

マニュ

アルの

作成・

整備 

日常的

にマニ

ュアル

や手引

書を活

用 

外部で

の 教

育・研

修に職

員を派

遣 

その他 取 り 組

ん で い

ない 

不明・ 

無回答

感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止 78 112 64 16 88 57 48 1 5 9

％ 51.0% 73.2% 41.8% 10.5% 57.5% 37.3% 31.4% 0.7% 3.3% 5.9%

身体拘束等の排除のための取り

組み 54 74 49 10 68 31 32 1 16 19

％ 35.3% 48.4% 32.0% 6.5% 44.4% 20.3% 20.9% 0.7% 10.5% 12.4%

サービスに関する情報の共有 57 110 68 10 40 27 30 1 9 8

％ 37.3% 71.9% 44.4% 6.5% 26.1% 17.6% 19.6% 0.7% 5.9% 5.2%

事故の発生又はその再発防止 78 112 72 17 89 46 30 4 5 5

％ 51.0% 73.2% 47.1% 11.1% 58.2% 30.1% 19.6% 2.6% 3.3% 3.3%

事故の発生等緊急時の対応 76 107 71 15 99 55 24 1 4 6

％ 49.7% 69.9% 46.4% 9.8% 64.7% 35.9% 15.7% 0.7% 2.6% 3.9%

非常災害時の対応 78 100 52 16 90 48 25 5 4 7

％ 51.0% 65.4% 34.0% 10.5% 58.8% 31.4% 16.3% 3.3% 2.6% 4.6%
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［研修の資料］（問10-1）（複数回答） 

 研修の資料については、どの研修項目についても「内部で作成した資料・マニュアル等」がほぼ5

割以上を占めた。「外部で作成した資料・テキスト等」が多かったものは、「認知症及び認知症ケ

ア」、「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止」で5割を超えていた。 
 

  内 部 で

作 成 し

た 資

料 ・ マ

ニ ュ ア

ル等 

外 部 で

作 成 し

た 資

料 ・ テ

キ ス ト

等 

資料は

使 わ な

かった

不明・

無回答

介護技術全般 72 59 11 12

％ 59.5% 48.8% 9.1% 9.9%

認知症及び認知症ケア 65 66 7 7

％ 56.0% 56.9% 6.0% 6.0%

感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止 72 69 1 13

％ 56.7% 54.3% 0.8% 10.2%

利用者のプライバシーの保護 58 40 9 16

％ 53.2% 36.7% 8.3% 14.7%

身体拘束等の排除のための取り

組み 50 35 9 8

％ 56.2% 39.3% 10.1% 9.0%

サービスに関する情報の共有 53 28 27 28

％ 43.1% 22.8% 22.0% 22.8%

倫理及び法令遵守 66 30 8 8

％ 68.0% 30.9% 8.2% 8.2%

事故の発生又はその再発防止 89 42 9 14

％ 71.2% 33.6% 7.2% 11.2%

事故の発生等緊急時の対応 90 41 6 11

％ 75.0% 34.2% 5.0% 9.2%

非常災害時の対応 91 35 8 8

％ 79.1% 30.4% 7.0% 7.0%
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［研修の講師］（問10-1）（複数回答） 

 研修の講師については、どの研修項目についても「内部職員が対応した」がほぼ6割以上を占めた。

「外部の講師を招いた」が多かったものは、「介護技術全般」、「認知症及び認知症ケア」､「非常

災害時の対応」などで1割を超えていた。 
 

  内部職

員が対

応した 

外部の

講 師 を

招いた

講師は

い な か

った 

不明・

無回答

介護技術全般 84 16 6 23

％ 69.4% 13.2% 5.0% 19.0%

認知症及び認知症ケア 73 14 11 20

％ 62.9% 12.1% 9.5% 17.2%

感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止 80 10 12 28

％ 63.0% 7.9% 9.4% 22.0%

利用者のプライバシーの保護 69 6 13 25

％ 63.3% 5.5% 11.9% 22.9%

身体拘束等の排除のための取り

組み 51 5 10 24

％ 57.3% 5.6% 11.2% 27.0%

サービスに関する情報の共有 66 5 16 39

％ 53.7% 4.1% 13.0% 31.7%

倫理及び法令遵守 61 7 9 22

％ 62.9% 7.2% 9.3% 22.7%

事故の発生又はその再発防止 83 4 10 31

％ 66.4% 3.2% 8.0% 24.8%

事故の発生等緊急時の対応 81 6 10 28

％ 67.5% 5.0% 8.3% 23.3%

非常災害時の対応 74 17 10 23

％ 64.3% 14.8% 8.7% 20.0%
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（7） 新人職員への教育・指導について 

［新人職員指導］（問11－ａ） 

 新人介護職員（常勤）では、多い順に「採用・新任時に研修を実施」52.0％、「指導担当者をつ

ける」51.3％、「仕事の現場で集中的に指導」48.0％､「仕事の与え方を考慮する」46.7％であった。 

 新人介護職員（非常勤）では、多い順に「指導担当者をつける」51.4％、「仕事の与え方を考慮

する」「仕事の現場で集中的に指導」50.0％、「採用・新任時に研修を実施」42.1％であった。 

 新人介護職員への教育・指導については、「採用・新任時に研修実施」は（常勤）がよくなされ

ていたが、そのほかは、（常勤）と（非常勤）では、それほど差はみられなかった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－a　新人職員指導－介護職員

52.0%

46.7%

1.3%

48.0%

18.7%

51.3%

5.3%

13.3%

50.0%

2.1%

15.0%

51.4%

9.3%

42.1%

50.0%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用・新任時に研修を実施

指導担当者をつける

仕事の与え方を考慮する

仕事の現場で集中的に指導

仕事の現場を離れてこまめにアドバイス

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

新人介護職員(常勤） 新人介護職員(非常勤）

【複数回答】

介護職員（常勤） Ｎ＝150　非該当＝3

介護職員（非常勤） N=140　非該当＝13

 新人看護職員（常勤）では、多い順に「指導担当者をつける」42.1％、「仕事の現場で集中的に指

導」41.4％、「採用・新任時に研修を実施」40.6％、「仕事の与え方を考慮する」32.3％であった。 

 新人看護職員（非常勤）では、多い順に「仕事の現場で集中的に指導」37.5％、「指導担当者をつ

ける」36.7％、「仕事の与え方を考慮する」33.6％であった。 

 新人看護職員への教育・指導については、「仕事の与え方を考慮する」「仕事の現場を離れてこま

めにアドバイス」以外は、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－a　新人職員指導－看護職員

40.6%

1.5%
1.6%

9.8%

42.1%

17.3%

14.3%

32.3%

41.4%

33.6%

36.7%

14.8%

29.7%

37.5%

20.3%

10.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用・新任時に研修を実施

指導担当者をつける

仕事の与え方を考慮する

仕事の現場で集中的に指導

仕事の現場を離れてこまめにアドバイス

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

新人看護職員(常勤） 新人看護職員(非常勤）

【複数回答】

看護職員（常勤） Ｎ＝140　非該当＝13

看護職員（非常勤） N=133　非該当＝20
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［新人職員指導 集中的に教育・指導を行う期間］（問11－ｂ）  

 新人職員指導において集中的に教育・指導を行う期間で、最も多かったのは「～1ヶ月程度」35.9％、

次いで「～3ヶ月程度」32.0％、「～1週間程度」13.7％の順であった。なお、「集中的な教育・指

導は行わない」も2.6％あった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－ｂ　新人職員指導　集中的に教育・指導を行う期間

その他

2.6%

1年以上

0.7%

～半年程度

3.9%

～1年程度

2.0%

集中的な教育・

指導は行わない

2.6%

不明・無回答

6.5%

～3ヶ月程度

32.0%

～1週間程度

13.7%

～1ヶ月程度

35.9%

Ｎ＝153

 
 

Ⅱ.貴事務所におけるサービスの質の向上のための取り組み全般 

［職員の能力評価］（問12） 

 職員の能力評価で、最も多かったのは「いずれも能力を評価する仕組みはない」47.7％、次いで

「介護職員(常勤)」44.0％、「看護職員(常勤)」36.1％、「管理者」34.0％、「介護職員（非常勤）」

30.7％、「看護職員（非常勤）」21.9％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問12　職員の能力評価

44.0%

30.7%

36.1%

21.9%

34.0%

47.7%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護職員（常勤）　N=150　　

非該当=3

介護職員（非常勤）　N=140　

非該当=13

看護職員（常勤）　N=133　

非該当=20

看護職員（非常勤）　N=128　

非該当=25

管理者　N=153

いずれも能力を評価する仕組みはない

N=153

不明・無回答　N=153

【複数回答】
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［職員の目標管理］（問13） 

 職員の目標管理で、最も多かったのは「個人が担当する仕事についての目標」、「チームや係り

で担当する仕事についての目標」43.8％、「個人の能力開発目標」32.0％、「職員の目標に従った

管理は行っていない」29.4％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問13　職員の目標管理

32.0%

43.8%

43.8%

29.4%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人の能力開発目標

個人が担当する仕事についての目標

チームや係りで担当する仕事についての目標

職員の目標に従った管理は行っていない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝153

 
 
［各種マニュアルの整備等］（問14－ａ） 

 各種マニュアルの整備については、「各事業所で作成したものが中心」が最も多く45.8％であっ

た。 
 

  各事業

所 で 作

成 し た

も の が

中心 

事業者

（ 親 法

人 ） で

作 成 し

た も の

が中心 

市販の

も の が

中心 

事業所

（者）作

成 と 市

販 の も

のが同

じ ぐ ら

い 

マ ニ ュ

ア ル が

ない 

不明・

無回答

合計

回答数 70 37 10 25 5 6 153

％ 45.8% 24.2% 6.5% 16.3% 3.3% 3.9% 100.0%

 
 
［各種マニュアルの活用］（問14－ｂ） 

 マニュアルの活用について、「十分に活用している」は、21.6％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問14-b　各種マニュアルの活用

どちらかというと

活用している

53.4%

不明・無回答

1.4%
ほとんど

活用していない
1.4%

どちらかというと

活用していない

22.3%

十分に活用している

21.6%
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［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問15－ａ） 

 自己評価は、「定期的に実施している」、「定期的ではないが実施したことがある」を合わせる

と62.1％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問15-a　自己評価

不明・無回答

3.3%
定期的に

実施している

31.4%

実施したことがなく、

今後も実施の

予定はない

7.2%

実施したことはないが、

今後実施を
検討している

27.5%

定期的ではないが

実施したことがある

30.7%
Ｎ＝153

 
 
［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問15－ｂ） 

 事業所で提供しているサービスについての自己評価の頻度については、「１年に１回程度」が最

も多く62.5％であった。 
 

  数 年 に

1 回 程

度 

1年に1

回程度 

半 年 に

1 回 程

度 

1ヵ月に

1 回 以

上 

不明・ 

無回答

該当者

回答数 0 30 10 3 5 48

％ 0.0% 62.5% 20.8% 6.3% 10.4% 100.0%

 
 
［第三者評価］（問16－ａ） 

 第三者評価は、「定期的に受けている」、「定期的ではないが受けたことがある」を合わせると26.8％

であった。一方、「受けたことがなく、今後も受ける予定はない」も22.2％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問16-a　第三者評価

受けたことがなく、

今後も受ける予定はない

22.2%

受けたことはないが、

今後受けることを

検討している

45.8%

定期的に受けている

11.8%

定期的ではないが

受けたことがある

15.0%

不明・無回答

5.2%

Ｎ＝153
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［第三者評価］（問16－ｂ） 

 第三者評価を受ける頻度については、「１年に１回以上」が最も多く66.7％であった。 

 
  4～5年

に １ 回

程度 

2～3年

に １ 回

程度 

1年に1

回以上 

不明・ 

無回答 

該当者

回答数 0 4 12 2 18

％ 0.0% 22.2% 66.7% 11.1% 100.0%

 
 
［利用者満足度の把握］（問17－ａ） 

 利用者満足度の把握は、「日常的に、「利用者の声」を集める工夫をしている」は54.9％、「職

員が受け止めた利用者の声を管理者等に集約する仕組みがある」は52.3％であった。また、「利用

者満足度調査を定期的ではないが実施したことがある」は28.8％、「利用者満足度調査を定期的に

実施している」は11.1％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問17-a　利用者満足度の把握

11.1%

28.8%

54.9%

52.3%

9.8%

3.3%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者満足度調査を定期的に

実施している

利用者満足度調査を定期的ではないが

実施したことがある

日常的に、「利用者の声」を集める

工夫をしている

職員が受け止めた利用者の声を管理者等に集約する

仕組みがある

特に利用者満足度の把握はしていない

その他

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝153

 

 

［利用者満足度の把握］（問17－ｂ）  

 利用者満足度調査を定期的に実施している頻度については、「１年に１回程度」が最も多く70.6％

であった。 
 

  数 年 に

1 回 程

度 

1年に1

回程度 

半 年 に

1 回 程

度 

1ヵ月に

1 回 以

上 

不明・ 

無回答

該当者

回答数 3 12 1 1 0 17

％ 17.6% 70.6% 5.9% 5.9% 0.0% 100.0%
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［利用者満足度の把握］（問17－ｃ）  

 利用者満足度の把握については、「満足度は平均的」が最も多く43.1％であった。 
 
  満足度

は 高 い

ほう 

満足度

は平均

的 

満足度

は 低 い

ほう 

わ か ら

ない 

不明・ 

無回答

合計

回答数 62 66 4 9 12 153

％ 40.5% 43.1% 2.6% 5.9% 7.8% 100.0%

 
 
［サービス改善に向けた課題の議論］（問18） 

 サービス改善に向けた課題の議論への取り組みは、多い順に「現場の職員と管理者が集まって課

題について話し合う場がある」85.0％、「日常的に管理者が現場の職員の意見を口頭もしくは文書

などで吸い上げる仕組みがある」61.4％、「現場の職員だけが集まって課題について話し合う場が

ある」46.4％、「管理者だけが集まって課題について話し合う場がある」34.0％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問18　サービス改善に向けた課題の議論

85.0%

61.4%

34.0%

46.4%

0.0%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場の職員と管理者が集まって課題について

話し合う場がある

日常的に管理者が現場の職員の意見を口頭もしくは

文書などで吸い上げる仕組みがある

管理者だけが集まって課題について

話し合う場がある

現場の職員だけが集まって課題について

話し合う場がある

いずれも取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝153
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Ⅲ.サービスの質の向上に向けて貴事務所が重要だと考える取り組み 

［サービスの質の向上のために重要だと思う取り組み］（問19） 

 サービスの質の向上のために重要だと思う取り組みで6割以上のものは、多い順に「現場で職員の

管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成」68.0％、「利用者満足度の把握」64.7％、

「職員に対するOJTの充実」60.1％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問19　サービスの質向上に重要な取り組み

68.0%

64.7%

60.1%

54.2%

52.3%

51.6%

51.0%

47.1%

45.8%

44.4%

41.2%

35.9%

35.3%

34.0%

32.7%

30.7%

23.5%

2.6%

1.3%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場で職員の管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成

利用者満足度の把握

職員に対するＯＪＴの充実

事業所全体でのサービス改善に向けた課題の議論

地域における関係機関とのネットワークの構築

十分な職員数の確保

管理者の資質向上

職員に対する自己啓発支援の充実

職員に対するＯｆｆ－ＪＴの充実

各種マニュアルの整備

自己評価の実施

職員の目標管理の実施

職員の能力評価の実施

新人への集中的な教育・指導

事業所全体の業務分担の明確化

第三者評価の実施

事業者（親法人）による事業所のサポートの充実

不明・無回答

その他

特に重要だと思うものはない

【複数回答】

N=153 
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Ⅳ.貴事務所の概要 

［法人格等］（問20） 

 事業所の設立母体で、最も多かったものは「社会福祉法人（社会福祉協議会を除く）」で37.3％、

次いで「株式会社、有限会社等の営利法人」26.8％、「社会福祉協議会」11.8％、「医療法人」8.5％

の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問20　事業所の設立母体

社会福祉法人

（社会福祉協議会を除く）

37.3%

特定非営利活動法人

（ＮＰＯ法人）

4.6%

地方自治体

0.7%

その他

1.3%
生活共同組合・

農業共同組合

3.3%

民法法人

（社団、財団）

1.3% 不明・無回答

4.6%

医療法人

8.5%

株式会社、

有限会社等の

営利法人

26.8%

社会福祉協議会

11.8%

Ｎ＝153

（その他）の主な内容 

企業組合 
 

 
 
［法人全体の事業所数］（問21） 

 同一法人内で他の事業所を「持っている」は75.8％で、さらにその中で最も多かったものは「2

～5事業所」で61.2％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問21　同一法人内の
他の事業所の有無

不明・

無回答

7.9%

持っていな

い

13.7%

持っている

75.8%

Ｎ＝153

事業所数

61.2%

19.8%

12.9%

5.2%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2～5事業所

6～9事業所

10～29事業所

30事業所以上

不明・無回答
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［実施している介護関連サービス］（問22） 

 通所介護事業者が実施している介護関連サービスは、多い方から「居宅介護支援」48.4％、「訪

問介護」37.3％、「介護老人福祉施設」17.0％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問22　実施している介護関連サービス

37.3%

9.8%

4.6%

8.5%

5.2%

48.4%

17.0%

1.3%

12.4%

3.3%

13.7%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護

居宅介護支援

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

障害者を対象としたサービス

児童を対象としたサービス

上記以外の介護関連サービス

不明・無回答

Ｎ＝153

【複数回答】

（上記以外の介護関連サービス）の主な内容 

宅老所 

地域包括支援センター、在宅介護支援センター 

配食サービス 

新しい住み替住宅第３分類（９人在宅入所可能） 

介護移送サービス、介護タクシー 

有償ボランティア 

生きがいデイサービスなど 
 
 
 
［設立年月］（問23） 

 設立年月については、介護保険制度導入後の「2000年代」が最も多く60.8％であった。 

 
  1949年

以前 

1950年

代 

1960年

代 

1970年

代 

1980年

代 

1990年

代 

2000年

代 

不明・

無回答

合計

回答数 0 0 1 1 10 39 93 9 153

％ 0.0% 0.0% 0.7% 0.7% 6.5% 25.5% 60.8% 5.9% 100.0%
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［通所介護施設の定員数］（問24） 

 定員数については､｢20人以上25人未満」が17.4%、次いで「10人以上15人未満」が16.0％であった。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 問24　通所介護施設の定員数

40人以上

45人未満

3.5%

45人以上50人未満

4.2%

35人以上

40人未満

7.6% 30人以上

35人未満

11.1%

20人以上

25人未満

17.4%

25人以上

30人未満

11.8%

10人未満

13.9%

15人以上

20人未満

14.6%

10人以上

15人未満

16.0%

Ｎ＝153

 

［経営の効率性］（問25） 

 経営の効率性については、「効率は悪くなった」が最も多く38.6％であった。 
 

  効率が

良 く な

った 

変 化 な

し 

効率は

悪 く な

った 

わ か ら

ない 

不明・ 

無回答

合計

回答数 51 29 59 7 7 153

％ 33.3% 19.0% 38.6% 4.6% 4.6% 100.0%

 
［職員数］（問26） 

 賃金を支払う職員の実人数については、「10人以上50人未満」が最も多く62.7％であった。 
 

  10人未

満 

10人以

上50人

未満 

50人以

上 100

人未満 

100 人

以上 

不明・ 

無回答

合計

回答数 47 96 5 0 5 153

％ 30.7% 62.7% 3.3% 0.0% 3.3% 100.0%

 
［常勤職員（実人数）の割合］ 

 そのうち常勤職員の割合については、多いところは「40～49％」13.7％、「30～39％」12.4％で

あった。 
 

  0％ 1～9％ 10～ 

19％ 

20～ 

29％ 

30～

39％

40～

49％

50～

59％

60～

69％

70～

79％

80～ 

89％ 

90～ 

99％ 

100％ 不明・

無回答

回答

数 0 6 11 16 19 21 17 17 13 12 3 11 7

％ 0.0% 3.9% 7.2% 10.5% 12.4% 13.7% 11.1% 11.1% 8.5% 7.8% 2.0% 7.2% 4.6%

              

  合計 

            

回答数 153             

％ 100.0%             
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［職員の定着状況］（問27－ａ） 

 職員の定着状況で最も多かったものは「定着率は低くない」で70.6％、次いで「定着率が低く困

っている」17.6％、「定着率は低いが特に困っていない」8.5％の順であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

定着率は低いが

特に困っていない

8.5%

定着率が低く困っている

17.6%

不明・無回答

3.3%

定着率は低くない

70.6%

問27－ａ　職員の定着状況

Ｎ＝153

 

［職員の退職状況］（問27－ｂ） 

 職員の退職状況について、「10人採用すると1年後にはどれくらい辞めていますか」という質問に

対し、多いところは「1人」が30.7％、「0人」が20.3％、「2人」が14.4％であった。 
 

  0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人 10人 不明・

無回答

合計

回答数 31 47 22 17 3 10 5 3 1 1 0 13 153

％ 20.3% 30.7% 14.4% 11.1% 2.0% 6.5% 3.3% 2.0% 0.7% 0.7% 0.0% 8.5% 100.0%

 
 

 

［職員の採用状況］（問28－ａ） 

 職員の採用状況について、多いところは「応募があるが望ましい人がこない」が37.9％、「募集し

ても応募者がいない」が26.1％であった。 
 

  十分に

応募が

あり望

ましい

人が採

用され

ている 

応募が

あるが

望まし

い人が

こない 

募集し

ても応

募者が

いない 

その他 不明・

無回答

合計

回答数 20 58 40 24 11 153

％ 13.1% 37.9% 26.1% 15.7% 7.2% 100.0%

（その他）の主な内容 

タイミングでその都度状況は変わる 

職種により異なる。望ましい人材が残っていっていると思っている 
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－125－ 

［職員の確保状況］（問28－ｂ） 

 職員の確保状況について、多いところは「やや不足」が45.8％、「適当」が37.3％であった。 
 

  大 い に

過剰 

やや過

剰 

適 当 やや不

足 

大 い に

不足 

不 明 ・

無回答

合 計

回答数 5 9 57 70 8 4 153

％ 3.3% 5.9% 37.3% 45.8% 5.2% 2.6% 100.0%

 
 
［派遣労働者の受け入れ状況］（問29－ａ） 

 派遣労働者の受け入れ状況については、「派遣労働者を受け入れていない」が87.6％を占めた。 
 
  派遣労

働 者 を

受 け 入

れ て い

る 

派遣労

働 者 を

受 け 入

れ て い

ない 

不明・ 

無回答 

合計 

回答数 14 134 5 153 

％ 9.2% 87.6% 3.3% 100.0% 

 
 

［派遣労働者の活用状況］（問29－ｂ） 

 派遣労働者の活用状況については、「今後拡大もしくは新規に導入したい」が10.5％であった。

また、「わからない」が最も多く47.1％を占めた。 
 

  今後拡

大もしく

は新規

に 導 入

したい 

現状維

持 

縮 小 し

たい 

わ か ら

ない 

不明・ 

無回答

合計

回答数 16 46 9 72 10 153

％ 10.5% 30.1% 5.9% 47.1% 6.5% 100.0%
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自由記入欄の記載内容  
 
＜記入者属性＞ 
当該サービス系管理者・スタッフ 
主任・係長 
生活相談員・福祉用具専門相談員 
  
Ⅰ 事業所における職員の資質向上への取り組み等（内容やかかるコストも含む） 
          
（１）全体方針・課題について        

○職員のモチベーションのあり方を考えている。     
○指導者やリーダーへの教育の必要性を感じる。     

           
（２）仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（OJT）について   

○職員間のコミュニケーションをよく取り、モチベーションアップにつなげる。 
○重度認知症への対応方法に力を入れている。     
○パソコンの操作技術の向上に取り組んでいる。     

           
（３）事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）について   
 ①Off-JT の考え方         

○介護技術以前のテーマとして、言葉遣いやマナー、接遇などを習得させたい。 
○就業時間内に内外の研修に参加させたいが時間の捻出が問題。   

       
 ②内部研修          

○小規模事業所のため、外部研修に参加させる余力がなくて、内部研修で代替してい

る。このため、教材・資料を充実させることが課題。     
○日常業務が多忙かつ交代勤務体制のため、集合研修へ参加させることが困難。 
○取り組み意識に個人差がある。      

    
 ③外部研修          

○小規模事業所のため、参加してほしいテーマがあっても人のやりくりがつかない。 
○訪問介護サービスに比べて、通所介護に関するテーマが少ないので増やしてほしい。 
○回答者が希望する外部研修として列挙したテーマは以下のとおり。   
・認知症ケア         
・利用者のプライバシー保護       
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・身体拘束排除への取り組み       
・事故発生時の対応、再発防止の取り組み      
・非常災害時の対応        
・感染症や食中毒の予防       

   
（４）自己啓発・意識づけについて        

○職業人としての意識づけ。       
○個人のレベルアップへの取り組みが不可欠であり、そのための情報や資料の提供を

事業所側より働きかけている。       
○介護職としての適性がない新人の気づきについて悩んでいる。   
○介護を仕事としてとらえられるか、また「人対人」の仕事なので心が必要だという

ことを職員に理解してほしい。       
           
Ⅱ 事業所におけるサービスの質の向上のための取り組みの方策について（内容やかかる

コストも含む）          
職員の能力評価、職員の目標管理、マニュアルの整備、サービスについての自己評価、第

三者評価、利用者満足度の把握、サービス改善に向けた課題の議論について 等 
          
 記入なし        
  
Ⅲ サービスの質の向上に向けて事業所が重要と考える取り組みテーマ・課題について 
          

○職員の生活レベルの向上。       
○当事業所の特色・理念を浸透させること。職員の入れ替りや新規採用に伴い、その

根底が最大の課題となると考えている。      
○パート職員のモチベーションをいかに高めるかが課題。生活優先のため、急遽の欠

勤や退職が直に利用者へのサービスに影響を及ぼしている。現状では、研修等を実

施しても資質の向上につながっていない。      
○事業所の増加で職員が分散してしまい、またわずかな不満で早期退職していく傾向

があり、良い人材を育てることが難しい。人材不足のために時間制限のある職員を

雇用するため悪循環になっている。将来を見据えれば、力量あるスタッフに期待し

たいが、業界として賃金水準や安定性に問題あるため、継続雇用が難しいケースが

多い。  
○人材の確保と育成は最重要課題。利用者に喜んでいただけるサービス提供は、職員

がいきいきと働くことができる職場づくりから始まるはず。    
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－128－ 

○非常勤の待遇をよくし（有給休暇、賃金など）、評価制度をきちんと整備すること。 
○デイサービス特区等の事業についての理解や介護保険制度の枠組みを超えた取り組

みへの理解などを高めること。       
○ 尊厳の維持や復元に力を注ぎたい。オールド・オールドの人口比率が高まるにつ

れ、重度認知症への対応、ターミナルケアの提供が重要と考える。当事業所の提

供する住み替え住宅では、訪問看護の当直（24 時間）をセットしており、こうし

た課題に即した在宅ケアを行っている 
○非常勤の待遇をよくすること。（有給休暇、賃金など）非常勤の評価制度をきちんと

整備すること。人材の育成の方法など、活用。    
      

Ⅳ 事業所の現状について        
法人格等、法人全体の事業所数、実施している介護関連サービス、設立年月、規模（売上

高、定員等）、経営の効率性、職員数、職員の定着状況、職員の採用・確保状況、派遣労働

者の活用状況         
  

○職員を育成できる中堅リーダー、現場経験のある中間層が職場に居つかない。 
○介護への思いのある新人がなかなか採用できない。    
○介護予防制度が導入されて、要介護者が激減し困惑している。今後、運営がスムー

ズに実施されるのか、今後の制度がどうなっていくのか、不安材料しか見受けられ

ない。          
○募集時に派遣元会社での事前教育をお願いしている。看護職・介護職はある面でボ

ランティア精神がいること、楽して賃金をもらう業種ではないなどの一方、やりが

いのある仕事で人に感謝されることが多いこと等。    
      

Ⅴ 「その他、課題だと思っていることや意見・要望等」  
 
○看護師が通所介護に取り組む姿勢・考え方として、「医療」を前面に持ち出す傾向に

ついて疑問を感じる（医療は生活と出会えるか）。     
○通所介護の生活相談員について、社会福祉主事の任用資格を有するものと規定され

ているが、福祉に関係のないところで認められることに疑問を感じる。現場体験の

豊富な介護福祉士や看護士が生活相談員を務めた時代はよかった。  
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特定施設入居者生活介護 
 
 

貴事務所における職員の資質向上への取り組み等 

（1） 教育研修全般について 

［職員の資質向上への取り組み状況］（問 1） 

 職員の資質向上への取り組み状況は、同業同規模の事業所に比べて、「充実している」、「どち

らかといえば充実している」を合わせると 46.7%であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問1　事業所の取り組み状況

どちらかといえば

充実している

32.6%

どちらかといえば

劣る

11.9%

同じ程度

39.3%

充実している

14.1%

不明・無回答

0.7%

劣る

1.5%

Ｎ＝135

 

 

［教育・研修計画］（問 2） 

計画の立案［問 2－ａ］ 

 「教育・研修計画は立てていない」事業所が 16.3％あった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問2－ａ　計画の立案

68.9%

35.6%

16.3%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

各事業所で計画を立てている

事業者（親法人）で計画をたてている

（1法人多事業所の場合のみ）

教育・研修計画は立てていない

不明・無回答

Ｎ＝135

【複数回答】

－129－ 
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教育・研修の期間［問 2－ｂ］ 

 教育・研修計画の期間は「1年」が最も多く、62.8％であった。 
 

  複数年 １年 半年～１

年未満 

半年未満 不明・無回

答 

回答数 20 71 8 13 1

％ 17.7% 62.8% 7.1% 11.5% 0.9%

 
 
教育・研修計画の記載項目［問 2－ｃ］（複数回答） 

 教育・研修計画の記載項目で、「教育・研修担当者」があるのは 48.7%であった。 
 

  目的 テ ー

マ・内

容 

対象者 おおよ

その実

施時期 

教育・

研修担

当者 

その他 不明・

無回答

回答数 70 105 76 66 55 4 0

％ 61.9% 92.9% 67.3% 58.4% 48.7% 3.5% 0.0%

（その他）の主な内容 

費用 
 
教育・研修計画への意見・要望［問 2－ｄ］ 

 教育・研修計画への職員からの意見・要望を聞く「機会はあった」のは 83.2%であった。 
 

  機会はあ

った 

機会はな

かった 

不明・無

回答 

回答数 94 19 0

％ 83.2% 16.8% 0.0%

 
計画の実施［問 2－ｅ］ 

 計画の実施は、「ほぼ実施できた」、「だいたい実施できた」を合わせると 98.2％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問２－ｅ　計画の実施

不明・無回答

0.0%

ほぼ実施できた

29.2%

だいたい実施できた

69.0%

実施できなかった

1.8%

Ｎ＝113

非該当＝22

【複数回答】

－130－ 
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（2） 仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）について 

［仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）の実施状況］（問 3） 

 介護職員（常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」が 68.9％で最も多かった。 

 介護職員（非常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」が 56.3％で最も多かった。ただし、「不

明・無回答」も 7.8％であった。 

 介護職員の OJT の実施は、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問3　OJT実施状況－介護職員

68.9%

39.3%

0.8%

7.8%

1.5%

3.0%

42.2%

2.2%

58.5%

4.7%

38.3%

46.1%

30.5%

56.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

部下指導を上司の役割とする

上司以外の指導担当者をつける

育成を考えて仕事を与える

指導マニュアルを作成する

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

介護職員（常勤） 介護職員（非常勤）

【複数回答】

介護職員（常勤） Ｎ＝135

介護職員（非常勤） N=128 非該当＝7

 
 看護職員（常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」が 60.6％、「育成を考えて仕事を与える」

が 49.2％と多かった。 

 看護職員（非常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」が 48.2％で最も多かった。また、これ

は他の 3つの職種と比較して最も高かった。 

 看護職員の OJT の実施は、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問3　OJT実施状況－看護職員

60.6%

31.1%

1.5%

30.0%

7.3%
7.6%

3.8%

49.2%

30.3%

11.8%

0.9%

20.9%

39.1%

48.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

部下指導を上司の役割とする

上司以外の指導担当者をつける

育成を考えて仕事を与える

指導マニュアルを作成する

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

看護職員（常勤） 看護職員（非常勤）
看護職員（常勤） Ｎ＝132　非該当＝3

看護職員（非常勤） N=110　非該当＝25

【複数回答】

－131－ 
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（3） 事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off－ＪＴ）について 

［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）の実施状況］（問 4） 

 介護職員（常勤）は 94.1％が Off-JT を実施していた。その中で 27.6％が対象者の「8割以上」

受講していた。 

 

 
 受講者の割合

27.6%

24.4%

20.5%

20.5%

3.1%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問4　Off-JT実施状況
　　介護職員（常勤）

不明・

無回答

2.2%
なし

3.7%

あり

94.1%

Ｎ＝135

 

 介護職員（非常勤）は 60.9％が Off-JT を実施していた。その中で 20.5％が対象者の「8割以上」

受講していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問4　Off-JT実施状況
　　介護職員（非常勤）

あり

60.9%

不明・

無回答

7.8%

なし

31.3%

Ｎ＝128

非該当＝7

 受講者の割合

20.5%

19.2%

20.5%

26.9%

3.8%

9.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 

 看護職員（常勤）は 78.8％が Off-JT を実施していた。その中で 42.3％が対象者の「8割以上」

受講していた。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問4　Off-JT実施状況
　　看護職員（常勤）

あり

78.8%

不明・

無回答

2.3%

なし

18.9%

Ｎ＝132

非該当＝3

 受講者の割合

42.3%

21.2%

11.5%

14.4%

4.8%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

－132－ 
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看護職員（非常勤）は 46.4％が Off-JT を実施していた。その中で 39.2％が対象者の「8割以上」

受講していた。 

 
 

 受講者の割合

39.2%

13.7%

7.8%

29.4%

2.0%

7.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況
　　看護職員（非常勤）

あり

46.4%

なし

41.8%

不明・

無回答

11.8%

Ｎ＝110

非該当＝25

 
管理者は 86.7％が Off-JT を実施していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況
　　管理者

あり

86.7%

不明・

無回答

3.0%

なし

10.4%

Ｎ＝135

 

［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（off-JT）の記録内容］（問 5） 

＜内部での教育・研修＞（複数回答） 

内部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については 57.0％が記

録していた。 

 
  研 修 は

実 施 し

て い な

い・参加

させてい

ない 

目 的 開 催 日

時 

参 加 人

数・参加

者氏名 

講 師 、

研 修 担

当者 

テーマ・

内容 

資 料 参 加 者

の 感 想

文 や レ

ポート、

ア ン ケ

ートなど

記 録 は

特 に 残

していな

い 

不明・ 

無回答 

回答数 8 89 107 94 92 109 94 77 5 11 

％ 5.9% 65.9% 79.3% 69.6% 68.1% 80.7% 69.6% 57.0% 3.7% 8.1% 

 

－133－ 
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＜外部での教育・研修＞（複数回答） 

外部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については 68.1％が記

録していた。 

 
  研 修 は

実 施 し

て い な

い・参加

させてい

ない 

目的 開 催 日

時 

参 加 人

数・参加

者氏名 

講 師 、

研 修 担

当者 

テーマ・

内容 

資料 参 加 者

の 感 想

文 や レ

ポート、

ア ン ケ

ートなど

記 録 は

特 に 残

していな

い 

不明・ 

無回答 

回答数 8 88 107 92 95 103 96 92 3 15 

％ 5.9% 65.2% 79.3% 68.1% 70.4% 76.3% 71.1% 68.1% 2.2% 11.1% 

 
［事業所の指示により職員を参加させた外部研修の主催者］（問 6） 

外部の教育・研修の主催者は、「事業者団体」23.7％、「社会福祉協議会」15.6％、「行政」14.8％

の順で多かった。 
 

  行政 社会福祉

協議会 

事業者団

体 

医療関係

機関 

左 記 （ １

～ ４ ） 以

外の民間

研修機関

その他 職員を外

部研修に

は参加さ

せていな

い 

不明・ 

無回答 

合計 

回答数 20 21 32 4 13 4 8 33 135 

％ 14.8% 15.6% 23.7% 3.0% 9.6% 3.0% 5.9% 24.4% 100.0% 

（その他）の主な内容 

他事業所主催 
 
［事業所の指示による仕事現場を離れた教育・研修（Off-JT）に対する賃金等の支払］（問 7） 

 介護職員（常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 74.8％、「参加にかかる交通費を

支払った」が 77.0％、「いずれも支払っていない」が 3.7％であった。介護職員（非常勤）は、「教

育・研修時間の賃金を支払った」が 42.2％、「参加にかかる交通費を支払った」が 48.4％、「いず

れも支払っていない」が 0.8％であった。ただし、「不明・無回答」も 25.0％と多かった。 

 介護職員の Off-JT に対する賃金や交通費の支払いは、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなさ

れていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－介護職員

3.7%

48.4%

0.8%

21.1%

25.0%

74.8%

77.0%

5.9%

2.2%

42.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

 介護職員（常勤）  介護職員（非常勤）

【複数回答】

介護職員（常勤） Ｎ＝135

介護職員（非常勤） N=128　非該当＝7

－134－ 
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 看護職員（常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 56.1％、「参加にかかる交通費を支

払った」が 63.6％、「いずれも支払っていない」が 3.0％であった。 

 看護職員（非常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 31.8％、「参加にかかる交通費を

支払った」が 38.2％であった。また、「いずれも支払っていない」は 0.9％であった。 

 看護職員の Off-JT に対する賃金や交通費の支払いは、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなさ

れていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－看護職員

63.6%

3.0%
0.9%

26.4%

56.1%

15.9%

10.6%

32.7%

38.2%

31.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

看護職員（常勤） 看護職員（非常勤）

【複数回答】

看護職員（常勤） Ｎ＝132　非該当＝3

看護職員（非常勤） N=110　非該当＝25

 
 管理者は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 60.0％、「参加にかかる交通費を支払った」が

64.4％であった。また、「いずれも支払っていない」は 3.0％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－管理者

60.0%

64.4%

3.0%

5.9%

14.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝135

－135－ 
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（4） 自己啓発について 

［自己啓発にかかる費用の助成］（問 8） 

 自己啓発にかかる費用の助成は、「費用の助成は行っていない」が 55.6％と最も高かった。また、

助成している中では介護職員（常勤）が 37.8％で最も多く、次いで看護職員（常勤）27.3％、管理

者 24.4％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問8　自己啓発への助成

37.8%

19.5%

27.3%

14.5%

24.4%

55.6%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護職員（常勤）N=135

介護職員（非常勤）N=128

非該当=7

看護職員（常勤）N=132

非該当=3

看護職員（非常勤）N=110

非該当=25

管理者N=135

費用の助成は行っていない

N=135

不明・無回答N=135

【複数回答】

－136－ 
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（5） 職員の資質向上への取り組みのテーマについて 

［職員の資質向上への取り組みのテーマ］（問 9） 

 職員の資質向上への取り組みのテーマでは、多い順に「認知症及び認知症ケアに係わる知識・

技術」84.4％、「介護技術（身体介護・生活援助・介護予防）」83.0％、「医療・保健に関する

知識（感染症・食中毒に関する知識を含む）」80.7％、「身体拘束の排除のための取り組み」70.4％

であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問9　職員の資質向上への取り組みのテーマ

83.0%

80.7%

70.4%

68.9%

68.1%

56.3%

53.3%

51.1%

48.1%

48.1%

45.9%

43.0%

33.3%

28.1%

26.7%

24.4%

17.0%

16.3%

6.7%

4.4%

0.7%

84.4%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認知症及び認知症ケアに係わる知識・技術

介護技術（身体介護・生活援助・介護予防）

医療・保健に関する知識（感染症・食中毒に関する知識を含む）

身体拘束の排除のための取り組み

接遇

非常災害時の対応

介護保険制度に関する知識

相談・苦情・事故（緊急時）対応

倫理及び法令遵守・プライバシー保護

アセスメント、特定施設サービス計画作成に関する知識

情報共有、記録・報告・連絡方法

事業理念・運営方針など

事例検討・ロールプレイ

リーダーシップ、組織マネジメント

福祉用具の活用方法

権利擁護、成年後見に関する知識

対人援助技術（スーパービジョンの実施）

障害に関する知識

人事・労務管理

予算・売上管理

その他

不明・無回答

特に何も取り組まなかった

【複数回答】

Ｎ＝135

（その他）の主な内容 

介護職員に向けたストレスケア・カウンセリング手法 

 

－137－ 
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（6） 「介護サービス情報の公表」研修項目ごとの職員の資質向上への取り組みについて 

［「介護サービス情報の公表」の研修項目を中心とした個別の取り組み］（問 10） 

 

介護技術全般 

 介護技術全般では、多い順に「内部での教育・研修を実施」及び「仕事の現場の中で上司や先輩

が指導」が 72.6％、「マニュアルの作成・整備」64.4％、「会議等の集合機会を利用し職員に周知」

63.7％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－介護技術全般

72.6%

63.7%

72.6%

29.6%

64.4%

45.9%

45.2%

0.0%

1.5%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・不明・無回答
Ｎ＝135

【複数回答】

 

認知症及び認知症ケア 

 認知症及び認知症ケアでは、多い順に「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」66.7％、「内部で

の教育・研修を実施」64.4％、「会議等の集合機会を利用し職員に周知」57.8％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問10　情報の公表項目への取り組み－認知症及び認知症ケア

64.4%

57.8%

66.7%

16.3%

51.9%

36.3%

49.6%

0.0%

2.2%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝135
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利用者のプライバシーの保護 

 利用者のプライバシーの保護では、多い順に「会議等の集合機会を利用し職員に周知」60.0％、

「マニュアルの作成・整備」54.8％、「内部での教育・研修を実施」53.3％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－利用者のプライバシーの保護

53.3%

60.0%

49.6%

8.1%

54.8%

27.4%

22.2%

0.0%

1.5%

8.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 内部での教育・研修を実施

 会議等の集合機会を利用し職員に周知

 仕事の現場の中で上司や先輩が指導

 数名のチームでの活動

 マニュアルの作成・整備

 日常的にマニュアル等を活用

 外部での教育・研修に職員を派遣

 その他

 取り組んでいない

 不明・不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝135

 

倫理及び法令遵守 

 倫理及び法令遵守では、多い順に「会議等の集合機会を利用し職員に周知」51.9％、「内部での

教育・研修を実施」43.7％、「マニュアルの作成・整備」40.0％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－倫理及び法令遵守

43.7%

51.9%

37.0%

5.2%

40.0%

23.0%

17.8%

0.0%

7.4%

15.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 内部での教育・研修を実施

 会議等の集合機会を利用し職員に周知

 仕事の現場の中で上司や先輩が指導

 数名のチームでの活動

 マニュアルの作成・整備

 日常的にマニュアル等を活用

 外部での教育・研修に職員を派遣

 その他

 取り組んでいない

 不明・不明・無回答

Ｎ＝135
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［その他の取り組み］（複数回答） 

 その他の研修項目である「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止」、「身体拘束等の排除の

ための取り組み」、事故・災害対応についても、「会議やミーティング等の集合機会を利用し、職

員に周知」、「内部での教育・研修を実施」、「マニュアルの作成・整備」が多かった。 
 

  内部で

の 教

育・研

修を実

施 

会議や

ミーテ

ィング

等の集

合機会

を利用

し、職

員に周

知 

仕事の

現場の

中で上

司や先

輩が指

導 

数名の

チーム

での活

動 

マニュ

アルの

作成・

整備 

日常的

にマニ

ュアル

や手引

書を活

用 

外部で

の 教

育・研

修に職

員を派

遣 

その他 取 り 組

ん で い

ない 

不 明 ・

無回答

感染症及び食中毒の予防及びまん

延の防止 87 100 73 37 90 69 52 1 2 2

％ 64.4% 74.1% 54.1% 27.4% 66.7% 51.1% 38.5% 0.7% 1.5% 1.5%

身体拘束等の排除のための取り組

み 75 82 68 32 83 42 41 1 7 9

％ 55.6% 60.7% 50.4% 23.7% 61.5% 31.1% 30.4% 0.7% 5.2% 6.7%

事故の発生又はその再発防止 77 106 80 45 77 49 32 0 1 5

％ 57.0% 78.5% 59.3% 33.3% 57.0% 36.3% 23.7% 0.0% 0.7% 3.7%

事故の発生等緊急時の対応 76 97 79 34 84 57 26 0 2 5

％ 56.3% 71.9% 58.5% 25.2% 62.2% 42.2% 19.3% 0.0% 1.5% 3.7%

非常災害時の対応 86 79 57 30 82 52 22 1 1 9

％ 63.7% 58.5% 42.2% 22.2% 60.7% 38.5% 16.3% 0.7% 0.7% 6.7%

非常災害時の避難、救出等に関す

る訓練 99 70 56 35 85 50 21 4 0 9

％ 73.3% 51.9% 41.5% 25.9% 63.0% 37.0% 15.6% 3.0% 0.0% 6.7%
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［研修の資料］（問 10-1）（複数回答） 

 研修資料については、どの研修項目についても「内部で作成した資料・マニュアル等」が 7割以

上を占めた。「外部で作成した資料・テキスト等」が多かったものは、「身体拘束等の排除のため

の取り組み」、「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止」、「認知症及び認知症ケア」などで

5割を越えていた。 
 

  内 部 で 作

成 し た 資

料・マニュ

アル等 

外 部 で 作

成 し た 資

料・テキス

ト等 

資料は使

わ な か っ

た 

不 明 ・ 無

回答 

介護技術全般 92 45 7 7

％ 80.7% 39.5% 6.1% 6.1%

認知症及び認知症ケア 80 55 2 3

％ 76.2% 52.4% 1.9% 2.9%

感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止 88 65 1 8

％ 73.9% 54.6% 0.8% 6.7%

利用者のプライバシーの保護 77 39 5 6

％ 74.8% 37.9% 4.9% 5.8%

身体拘束等の排除のための取り組み 75 57 1 4

％ 72.8% 55.3% 1.0% 3.9%

倫理及び法令遵守 67 28 3 6

％ 76.1% 31.8% 3.4% 6.8%

事故の発生又はその再発防止 97 29 8 7

％ 82.2% 24.6% 6.8% 5.9%

事故の発生等緊急時の対応 100 31 5 2

％ 88.5% 27.4% 4.4% 1.8%

非常災害時の対応 92 26 3 7

％ 86.0% 24.3% 2.8% 6.5%

非常災害時の避難、救出等に関する訓練 91 24 2 10

％ 83.5% 22.0% 1.8% 9.2%
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［研修の講師］（問 10-1）（複数回答） 

 研修の講師については、どの研修項目についても「内部職員が対応した」がほぼ 7割以上を占め

た。「外部の講師を招いた」が多かったものは、「認知症及び認知症ケア」、「非常災害時の対応」、

「介護技術全般」、「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止」、「事故の発生等緊急時の対応」

などで 1割を越えていた。 
 

  内部職員

が対応し

た 

外部の講

師を招い

た 

講師はい

なかった

不 明 ・ 無

回答 

介護技術全般 91 16 2 16

％ 79.8% 14.0% 1.8% 14.0%

認知症及び認知症ケア 80 20 3 11

％ 76.2% 19.0% 2.9% 10.5%

感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止 93 16 4 18

％ 78.2% 13.4% 3.4% 15.1%

利用者のプライバシーの保護 82 7 5 13

％ 79.6% 6.8% 4.9% 12.6%

身体拘束等の排除のための取り組み 88 5 3 10

％ 85.4% 4.9% 2.9% 9.7%

倫理及び法令遵守 69 7 4 13

％ 78.4% 8.0% 4.5% 14.8%

事故の発生又はその再発防止 91 5 6 20

％ 77.1% 4.2% 5.1% 16.9%

事故の発生等緊急時の対応 90 12 3 15

％ 79.6% 10.6% 2.7% 13.3%

非常災害時の対応 83 19 3 15

％ 77.6% 17.8% 2.8% 14.0%

非常災害時の避難、救出等に関する訓練 77 33 2 15

％ 70.6% 30.3% 1.8% 13.8%
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（7） 新人職員への教育・指導について 

［新人職員指導］（問 11－ａ） 

 新人介護職員（常勤）では、多い順に「指導担当者をつける」78.5％、「採用・新任時に研修を

実施」75.6％、「仕事の現場で集中的に指導」68.1％、「仕事の与え方を考慮する」56.3％であっ

た。新人介護職員（非常勤）では、多い順に「指導担当者をつける」68.8％、「仕事の現場で集中

的に指導」63.3％、「採用・新任時に研修を実施」62.5％、「仕事の与え方を考慮する」51.6％で

あった。 

 新人介護職員への教育・指導は、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－a　新人職員指導－介護職員

7.0%

75.6%

18.5%

68.1%

56.3%

78.5%

1.5%

2.2%

1.5%

63.3%

62.5%

13.3%

68.8%

51.6%

5.5%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用・新任時に研修を実施

指導担当者をつける

仕事の与え方を考慮する

仕事の現場で集中的に指導

仕事の現場を離れてこまめにアドバイス

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

新人介護職員（常勤）

新人介護職員（非常勤）
介護職員（常勤） Ｎ＝135
介護職員（非常勤） N=128　非該当＝7

【複数回答】

 
 新人看護職員（常勤）では、多い順に「指導担当者をつける」63.6％、「採用・新任時に研修を実

施」62.9％、「仕事の現場で集中的に指導」60.6％、「仕事の与え方を考慮する」50.8％であった。

新人看護職員（非常勤）では、多い順に「指導担当者をつける」59.1％、「仕事の現場で集中的に指

導」56.4％、「採用・新任時に研修を実施」51.8％、「仕事の与え方を考慮する」46.4％であった。 

 新人看護職員への教育・指導は、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－a　新人職員指導－看護職員

8.2%

0.8%

9.8%

3.8%

63.6%

50.8%

60.6%

13.6%

62.9%

0.0%

10.0%

46.4%

59.1%

11.8%

51.8%

56.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用・新任時に研修を実施

指導担当者をつける

仕事の与え方を考慮する

仕事の現場で集中的に指導

仕事の現場を離れてこまめにアドバイス

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

新人看護職員（常勤）

新人看護職員（非常勤）

看護職員（常勤） Ｎ＝132　非該当＝3
看護職員（非常勤） N=110　非該当＝25

【複数回答】
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［新人職員指導 集中的に教育・指導を行う期間］（問 11－ｂ）  

 新人職員指導において集中的に教育・指導を行う期間で、最も多かったのは「～3ヶ月程度」43.7％、

次いで、「～1ヶ月程度」38.5％「～1週間程度」8.1％の順であった。なお、「集中的な教育・指

導は行わない」も 2.2％あった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－ｂ　新人職員指導　集中的に教育・指導を行う期間

その他

0.0% 不明・無回答

1.5%

～半年程度

2.2%

1年以上

1.5%

～1年程度

2.2%

集中的な教育・

指導は行わない

2.2%

～1週間程度

8.1%

～3ヶ月程度

43.7%

～1ヶ月程度

38.5%

Ｎ＝135

 

Ⅱ.貴事務所におけるサービスの質の向上のための取り組み全般 

［職員の能力評価］（問 12） 

 職員の能力評価で、最も多かったのは介護職員（常勤）71.9％、看護職員（常勤）70.5％、介護

職員（非常勤）55.5％、看護職員（非常勤）52.7％、管理者 49.6％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問12　職員の能力評価

71.9%

55.5%

70.5%

52.7%

49.6%

24.4%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護職員（常勤）　N=135

介護職員（非常勤）　N=128

非該当=7

看護職員（常勤）N=132

非該当=3

看護職員（非常勤）　N=110
非該当=25

管理者

N=135

いずれも能力を評価する仕組みはない

N=135

不明・無回答　N=135

【複数回答】
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［職員の目標管理］（問 13） 

 職員の目標管理で、最も多かったのは「個人が担当する仕事についての目標」65.9％、次いで「チ

ームや係りで担当する仕事についての目標」57.0％、「個人の能力開発目標」48.1％、「職員の目

標に従った管理は行っていない」11.1％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問13　職員の目標管理

48.1%

65.9%

57.0%

11.1%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人の能力開発目標

個人が担当する仕事についての目標

チームや係りで担当する仕事についての目標

職員の目標に従った管理は行っていない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝135

 
［各種マニュアルの整備等］（問 14－ａ） 

 各種マニュアルの整備については､「各事業所で作成したものが中心」が最も多く 45.2％であっ

た。 
 

  各 事 業

所 で 作

成したも

の が 中

心 

事 業 者

（ 親 法

人 ） で 作

成したも

の が 中

心 

市販のも

の が 中

心 

事 業 所

（ 者 ） 作

成と市販

のものが

同 じ ぐ ら

い 

マニュア

ルがない

不明・無

回答 

合計 

回答数 61 48 1 17 1 7 135

％ 45.2% 35.6% 0.7% 12.6% 0.7% 5.2% 100.0%

 
 
［各種マニュアルの活用］（問 14－ｂ） 

 マニュアルの活用について、「十分に活用している」は、27.6％であった。 
 
 
 
 
 
 

 問14-b　各種マニュアルの活用

どちらかというと

活用している

53.7%

不明・無回答

0.0%
ほとんど活用していない

0.7%

どちらかというと

活用していない

17.9%

十分に活用している

27.6%

Ｎ＝134

非該当＝1
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［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ａ） 

 自己評価は、「定期的に実施している」、「定期的ではないが実施したことがある」を合わせる

と 65.9％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問15-a　自己評価

定期的ではないが

実施したことがある

21.5%

実施したことはないが、

今後実施を検討している

27.4%

実施したことがなく、

今後も実施の予定はない

5.9%

定期的に

実施している

44.4%

不明・無回答

0.7%

Ｎ＝135

 
［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ｂ） 

 事業所で提供しているサービスについての自己評価の頻度については、「1年に 1回程度」が最

も多く 55.0％であった。 
 

  数年に 1

回程度 

1 年に 1

回程度 

半年に 1

回程度 

1ヵ月に1

回以上

不明・ 

無回答

該当者

回答数 0 33 20 6 1 60

％ 0.0% 55.0% 33.3% 10.0% 1.7% 100.0%

 
 
［第三者評価］（問 16－ａ） 

 第三者評価は、「定期的に受けている」、「定期的ではないが受けたことがある」を合わせると

35.6％であった。一方、「受けたことがなく、今後も受ける予定はない」は 19.3％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問16-a　第三者評価

不明・無回答

3.0%

受けたことはないが、

今後受けることを

検討している

42.2%

受けたことがなく、

今後も受ける予定はない

19.3%

定期的に受けている

19.3%

定期的ではないが

受けたことがある

16.3%

Ｎ＝135
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［第三者評価］（問 16－ｂ） 

 第三者評価を受ける頻度については、「1年に 1回以上」が最も多く 73.1％であった。 
 

  4～5 年

に１回程

度 

2～3 年

に１回程

度 

1 年に 1

回以上 

不明・ 

無回答 

該当者

回答数 1 5 19 1 26

％ 3.8% 19.2% 73.1% 3.8% 100.0%

 
［利用者満足度の把握］（問 17－ａ） 

 利用者満足度の把握は、「日常的に、「利用者の声」を集める工夫をしている」は 66.7％、「職

員が受け止めた利用者の声を管理者等に集約する仕組みがある」は 59.3％であった。また、「利用

者満足度調査を定期的に実施している」は 31.1％、「利用者満足度調査を定期的ではないが実施し

たことがある」は 30.4％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問17-a　利用者満足度の把握

31.1%

30.4%

66.7%

59.3%

2.2%

1.5%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者満足度調査を定期的に実施している

利用者満足度調査を定期的ではないが実施したことがある

日常的に、「利用者の声」を集める工夫をしている

職員が受け止めた利用者の声を管理者等に集約する

仕組みがある

特に利用者満足度の把握はしていない

その他

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝135

［利用者満足度の把握］（問 17－ｂ）  

 利用者満足度調査を定期的に実施している頻度については、「1年に 1回程度」が最も多く 69.0％

であった。 
 

  数年に 1

回程度 

1 年に 1

回程度 

半年に 1

回程度 

1 ヵ月に 1

回以上 

不明・ 

無回答 

該当者 

回答数 1 29 7 3 2 42

％ 2.4% 69.0% 16.7% 7.1% 4.8% 100.0%
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［利用者満足度の把握］（問 17－ｃ）  

利用者満足度の把握については、「満足度は平均的」が最も多く 50.4％であった。 
 
  満足度は

高いほう 

満足度は

平均的 

満足度は

低いほう 

わ か ら な

い 

不 明 ・ 無

回答 

合計 

回答数 47 68 4 10 6 135

％ 34.8% 50.4% 3.0% 7.4% 4.4% 100.0%

 

 

［サービス改善に向けた課題の議論］（問 18） 

サービス改善に向けた課題の議論への取り組みは、「現場の職員と管理者が集まって課題につい

て話し合う場がある」85.9％、「日常的に管理者が現場の意見を口頭もしくは文書などで吸い上げ

る仕組みがある」63.7％、「管理者だけが集まって課題について話し合う場がある」60.7％、「現

場の職員だけが集まって課題について話し合う場がある」58.5％であった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問18　サービス改善に向けた課題の議論

85.9%

63.7%

60.7%

58.5%

0.7%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場の職員と管理者が集まって課題について

話し合う場がある

日常的に管理者が現場の意見を口頭もしくは文書などで

吸い上げる仕組みがある

管理者だけが集まって課題について

話し合う場がある

現場の職員だけが集まって課題について

話し合う場がある

いずれも取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝135
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Ⅲ.サービスの質の向上に向けて貴事務所が重要だと考える取り組み 

［サービスの質の向上のために重要だと思う取り組み］（問 19） 

サービスの質の向上のために重要だと思う取り組みで 6割以上のものは、多い順に「現場で職員

の管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成」85.9％、「職員に対する OJT の充実」

76.3％、「利用者満足度の把握」63.7％、「管理者の資質向上」60.7％、「十分な職員数の確保」

60.0％だった。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問19　サービスの質向上に重要な取り組み

76.3%

63.7%

60.7%

60.0%

59.3%

58.5%

55.6%

55.6%

46.7%

46.7%

45.2%

40.7%

37.0%

36.3%

32.6%

21.5%

2.2%

1.5%

0.0%

85.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場で職員の管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成

職員に対するＯＪＴの充実

利用者満足度の把握

管理者の資質向上

十分な職員数の確保

新人への集中的な教育・指導

事業所全体でのサービス改善に向けた課題の議論

職員に対するＯｆｆ－ＪＴの充実

職員に対する自己啓発支援の充実

各種マニュアルの整備

職員の目標管理の実施

職員の能力評価の実施

自己評価の実施

事業所全体の業務分担の明確化

地域における関係機関とのネットワークの構築

第三者評価の実施

事業者（親法人）による事業所のサポートの充実

不明・無回答

その他

特に重要だと思うものはない

【複数回答】

Ｎ＝135

（その他）の主な内容 

倫理感の向上 
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Ⅳ.貴事務所の概要 

［法人格等］（問 20） 

事業所の設立母体で、最も多かったものは「株式会社、有限会社等の営利法人」66.7％、次いで

「社会福祉法人（社会福祉協議会を除く）」24.4％、「社会福祉協議会」1.5％、「医療法人」1.5％

の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問20　事業所の設立母体

社会福祉法人

（社会福祉協議会を除く）

24.4%

地方自治体
0.0% その他

1.5%
医療法人

1.5%

特定非営利活動法人

（ＮＰＯ法人）

0.7%

生活共同組合・
農業共同組合

0.0%

民法法人

（社団、財団）

1.5%

不明・無回答

2.2%

社会福祉協議会

1.5%

株式会社、

有限会社等の

営利法人

66.7%
Ｎ＝135

（その他）の主な内容 

特殊法人 
 
［法人全体の事業所数］（問 21） 

同一法人内で他の事業所を「持っている」は 82.2％で、さらにその中で最も多かったものは「2

～5事業所」で 45.9％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業所数

45.9%

18.9%

15.3%

19.8%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2～5事業所

6～9事業所

10～29事業所

30事業所以上

不明・無回答

 問21　同一法人内の
他の事業所の有無

不明・

無回答

7.9%

持って

いない

13.3%

持っている

82.2%

Ｎ＝135
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［実施している介護関連サービス］（問 22） 
事業者が実施している介護関連サービスは、多い方から「通所介護」28.9％、「居宅介護支援」

26.7％、「訪問介護」20.7％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問22　実施している介護関連サービス

3.0%

3.0%

28.9%

4.4%

26.7%

12.6%

4.4%

2.2%

3.0%

12.6%

0.0%

20.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

通所介護

福祉用具貸与

居宅介護支援

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

障害者を対象としたサービス

児童を対象としたサービス

上記以外の介護関連サービス

不明・無回答

Ｎ＝135

【複数回答】

（上記以外の介護関連サービス）の主な内容 
福祉有償運送診療所 
認証保育所 

 
 

［設立年月］（問 23） 

設立年月日については、介護保険制度導入後の「2000 年代」が最も多く 66.7％であった。 
 

  1949 年以

前 

1950 年代 1960 年代 1970 年代 1980 年代 1990 年代 2000 年代 不明・ 

無回答 

合計 

回答数 0 0 0 4 15 22 90 4 135 

％ 0.0% 0.0% 0.0% 3.0% 11.1% 16.3% 66.7% 3.0% 100.0% 
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［特定施設入居者生活介護の定員数］（問 24） 

 特定施設の定員では、多い方から「30 人以上 50 人未満」32.6％、「50 人以上 70 人未満」23.7％、

「30 人未満」17.0％、「150 人以上」7.4％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問24　特定施設入居者生活介護の定員数

150人以上

7.4%

不明・無回答

3.7%
130人以上

150人未満

1.5%

90人以上

110人未満

5.9%

110人以上

130人未満

2.2%

70人以上

90人未満

5.9%

30人未満

17.0%

50人以上

70人未満

23.7%

30人以上

50人未満

32.6%
Ｎ＝135

 
［経営の効率性］（問 25） 

経営の効率性については、「効率が良くなった」が最も多く 36.3％であった。一方で、「変化な

し」も 35.6％であった。 
 

  効 率 が 良

くなった 

変化なし 効 率 は 悪

くなった 

わ か ら な

い 

不明・無回

答 

合計 

回答数 49 48 19 10 9 135

％ 36.3% 35.6% 14.1% 7.4% 6.7% 100.0%

 
 

［職員数］（問 26） 

賃金を支払う職員の実人数については、「10 人以上 50 人未満」が最も多く 72.6％であった。 
 
  10 人未満 10 人以上

50 人未満 

50 人以上

100 人 未

満 

100 人 以

上 

不明・ 

無回答 

合計 

回答数 0 98 24 10 3 135

％ 0.0% 72.6% 17.8% 7.4% 2.2% 100.0%

 

－152－ 



 
特定施設入居者生活介護 

［常勤職員（実人数）の割合］ 

そのうち常勤職員の割合については、多いところは「80～89％」16.3％、「50～59％」12.6％で

あった。 
 

  0％ 1～9％ 10～ 

19％ 

20～ 

29％ 

30～

39％

40～

49％

50～

59％

60～

69％

70～

79％

80～ 

89％ 

90～ 

99％ 

100％ 不明・

無回答

回答数 0 0 5 7 14 16 17 14 15 22 14 6 5

％ 0.0% 0.0% 3.7% 5.2% 10.4% 11.9% 12.6% 10.4% 11.1% 16.3% 10.4% 4.4% 3.7%

 
  合計 

回答数 135 

％ 100.0% 

 
 
［職員の定着状況］（問 27－ａ） 

職員の定着状況で最も多かったのは「定着率は低くない」で 55.6％、「定着率が低く困っている」

29.6％、「定着率は低いが特に困っていない」10.4％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

定着率は低いが

特に困っていない

10.4%

定着率は低くない

55.6%

不明・無回答

4.4%

定着率が低く

困っている

29.6%

問27－ａ　職員の定着状況

Ｎ＝135

［職員の退職状況］（問 27－ｂ） 

職員の退職状況について、「10 人採用すると 1年後にはどれくらい辞めていますか」という質問

に対し、多いところは「1人」が 25.2％、「3人」が 20.7％、「2人」が 14.8％であった。 
 

  0 人 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 7 人 8 人 9 人 10 人 不明・

無回答

合計

回答数 8 34 20 28 13 17 5 3 0 1 0 6 135

％ 5.9% 25.2% 14.8% 20.7% 9.6% 12.6% 3.7% 2.2% 0.0% 0.7% 0.0% 4.4% 100.0%
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－154－ 

［職員の採用状況］（問 28－ａ） 

職員の採用状況について、多いところは「応募があるが望ましい人がこない」が 43.0％、「募集

しても応募者がいない」が 37.8％であった。 
 

  十分に応募が

あ り 望 ま し い

人が採用され

ている 

応募があるが

望ましい人が

こない 

募集しても応

募者がいない

その他 不明・無回答 合計 

回答数 13 58 51 9 4 135 

％ 9.6% 43.0% 37.8% 6.7% 3.0% 100.0% 

 
 
［職員の確保状況］（問 28－ｂ） 

職員の確保状況について、多いところは「やや不足」が 51.9％、「適当」が 34.1％であった。 
 

  大いに過剰 やや過剰 適当 やや不足 大いに不足 不 明 ・ 無 回

答 

合計 

回答数 1 11 46 70 6 1 135 

％ 0.7% 8.1% 34.1% 51.9% 4.4% 0.7% 100.0% 

（その他）の主な内容 

看護師については応募がない時もあるが、その他の職種は充足し満足 

職種により一概に言えない 

夜勤介護職員と看護職員の応募率はかなり低い  
 
 
［派遣労働者の受け入れ状況］（問 29－ａ） 

派遣労働者の受け入れ状況については、「派遣労働者を受け入れていない」が 62.2％であった。 
 

  派遣労働者を受け入

れている 

派遣労働者を受け入

れていない 

不明・無回答 合計 

回答数 51 84 0 135 

％ 37.8% 62.2% 0.0% 100.0% 

 
 
［派遣労働者の活用状況］（問 29－ｂ） 

派遣労働者の活用状況について、「今後拡大もしくは新規に導入したい」が 8.9％であった。ま

た、「現状維持」が最も多く 41.5％であった。 
 

  今後拡大もし

くは新規に導

入したい 

現状維持 縮小したい わからない 不明・無回答 合計 

回答数 12 56 25 37 5 135 

％ 8.9% 41.5% 18.5% 27.4% 3.7% 100.0% 

 



 
特定施設入居者介護 

自由記入欄の記載内容  
        
＜記入者属性＞  
副施設長・副所長等の事業所責任者補佐 
総務系責任者・スタッフ 
生活相談員・福祉用具専門相談員    
 
Ⅰ 事業所における職員の資質向上への取り組み等（内容やかかるコストも含む）  
（１）全体方針・課題について        

○職員を教育する立場の者がもっとスキルアップを図る必要がある。   
○当事業所の方法論のみにとらわれていては視野が狭くなってしまうので、いかに外

部からの風を取り入れられるかが課題。      
           
（２）仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（OJT）について   

○毎日の業務の中でミーティングを行い、常に改善（質の向上）に取り組んでいる。 
○介護技術や観察力の強化。       
○排泄、入浴等の介護技術の向上を重点テーマにしている。特に排泄は、全介助の方

法が分からず、かつ OJT があまりできていない分野と感じる。   
       

（３）事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）について   
①Off-JT の考え方         
○職員個々の研修ニーズを把握し、スキル熟達レベルや知識量に応じたレベル別の研

修を用意している。これに対応する研修プログラムの作成も必要。   
○入居者や利用者の権利擁護に関するテーマがよく取り上げられるが、職員自身の入

居者に対するストレス、スタッフ同士でもストレスが生じる。ストレス・マネジメ

ントの研修の必要性を感じている。       
○４年目を迎えた事業所として、まさに職員の資質向上をテーマとして研修に取り組

んでいる。         
           
②内部研修          
記入なし         

           
③外部研修          
○介護技術について、研修プログラムを段階的に取り入れ、たとえば介護福祉士基礎

研修（初級）とし、レベルアップできるよう強制的にプログラム化してはどうか。
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○特定施設生活介護サービス分野の管理者(施設長・事務長等)は、その適正な運営の

確保という面において介護老人福祉施設と変わりない。全社協で実施しているよう

な施設長研修受講を義務づける等が必要と強く感じる。    
○世間一般の特定施設従事者に対する認知度が低く、資質向上への課題が多い。職務

に携わりながら知っていくことが多いため、指導する側の課題も多いと思う。外部

研修では当分野との関連テーマが少なく、結局、独自性を追求していくしかないの

かと諦めている。         
○回答者が希望する外部研修として列挙したテーマは以下のとおり。   
・｢コーチング・ティーチング｣スキル（管理者・施設長・リーダーの役割や指導方

法）          
・人事、労務、リスク・マネジメントに関する管理者研修 
・新人管理（新規採用から 1年間の研修の進め方、採用時の前歴加算等をはじめそ

の後の賃金管理の組み方、サンプル・モデルの提示）    
・コミュニケーション技術、接遇マナー、情報伝達方法とスキルの習得等  
・認知症や感染症対策について      

    
（４）自己啓発・意識づけについて       

○資質向上に向けた研修を行ったり、参加するだけの余裕ある人員はないが、自己啓

発を促していくことは必要である。       
           
Ⅱ 事業所におけるサービスの質の向上のための取り組みの方策について（内容やかかる

コストも含む）         
職員の能力評価、職員の目標管理、マニュアルの整備、サービスについての自己評価、第

三者評価、利用者満足度の把握、サービス改善に向けた課題の議論について 等 
          

○職員の評価制度を導入する。       
○業界全般的な問題かもしれないが、ヘルパーの人達は職業人としての自覚や倫理に

欠ける人が多いのでは。第三者の客観的評価を受け入れられないことや、お客様（入

居者）あっての給料であることの意識が希薄。現状に満足しがちで、改善意識・努

力の欠如がしばしば見られる。ここを変えていく必要がある。    
○ヘルパー自身が社会的位置付け、社会的使命を自覚する必要性が高い。  
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Ⅲ サービスの質の向上に向けて事業所が重要と考える取り組みテーマ・課題について 
          

○管理職へのリスクマネジメント・コストマネジメント・労務知識の充実等が必要で

ある。 
○介護職員の労働環境の改善、社会的地位の向上(残業しなくてもよい、昇給など)が

必要である。 
○資質を向上していく動機となるものは、給与アップなのか、福祉・介護的達成感な

のか、両方なのか、わかりにくい。個人としての動機も変動があり一貫性がない。

幹部社員としてのキャリアアップを目指すのか、介護についての職人的スキルアッ

プを目指すのか、両方なのか、個人として答えが出せない場合がある。したがって｢管

理者の見極め」が課題だと感じている。      
○利用者主体、人権尊重、尊厳という福祉理念ばかりが先行して、職員が採算無視の

過剰サービスを提供してしまう傾向がある。法制度・基準に沿った、自立支援を念

頭においたサービスの展開に対し、批判的な立場に立つ傾向が強い。  
        

Ⅳ 事業所の現状について        
法人格等、法人全体の事業所数、実施している介護関連サービス、設立年月、規模（売上

高、定員等）、経営の効率性、職員数、職員の定着状況、職員の採用・確保状況、派遣労働

者の活用状況         
  

○職員の定着率が低く、研修→退職のパターンが多い。在職中の職員を守ることが最

大の課題である。         
○現在の介護報酬では、介護職員の将来待遇を保障できにくい。職員の資質の向上に

はある程度の生活の安定は必要である。     
     

Ⅴ 「その他、課題だと思っていることや意見、要望等」  
           

○介護保険制度の中で収入の減少があり、職員の資質向上への取り組み以前の問題を

抱えている。やる気のある職員が、安心して仕事ができるように、また将来の生活

設計が展望できる人件費が出せるような事業収入を望む。世間一般が好景気の兆し

の中で、3Ｋと呼ばれている介護業界にあえて就職しようとする若者が減少するだろ

う。          
○進みゆく高齢社会のなか、介護の現場を支える志ある職員を正しく評価していくし

くみ作りを考え、早急に実行に移してほしい。ケアの質は、すなわちスタッフの質

であると思う。         
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特定施設入居者生活介護 

－158－ 

○賃金が安く精神的にも肉体的にもきびしい職種である。もっと待遇を良くしたり、

入居者の介護度に合わせた人員の確保を義務づけるなどが必要だと思う。  



 

福祉用具貸与 

 

福祉用具貸与 
 
 
Ⅰ.貴事務所における職員の資質向上への取り組み等 

（1） 教育研修全般について 

［職員の資質向上への取り組み状況］（問 1） 

 職員の資質向上への取り組み状況は、同業同規模の事業所に比べて、「充実している」、「どち

らかといえば充実している」を合わせると 47.1%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問1　事業所の取り組み状況

どちらかといえば

充実している

33.3%

どちらかといえば

劣る

9.8%

同じ程度

37.4%

充実している

13.8%

不明・無回答

3.3%
劣る

2.4%

Ｎ＝123

 

 

［教育・研修計画］（問 2） 

計画の立案［問 2－ａ］ 

  「教育・研修計画は立てていない」事業所が 26.8％あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問2－ａ　計画の立案

52.0%

27.6%

26.8%

4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

各事業所で計画を立てている

事業者（親法人）で計画をたてている

（1法人多事業所の場合のみ）

教育・研修計画は立てていない

不明・無回答
Ｎ＝123

【複数回答】
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福祉用具貸与 

教育・研修の期間［問 2－ｂ］ 

 教育・研修計画の期間は「1年」が最も多く、46.7％であった。 

 

  複数年 1 年 半年～ 1

年未満 

半年未満 不明・無

回答 

回答数 17 42 18 10 3

％ 18.9% 46.7% 20.0% 11.1% 3.3%

 

 

教育・研修計画の記載項目［問 2－ｃ］（複数回答） 

 教育・研修計画の記載項目で、「教育・研修担当者」があるのは 38.9%であった。 

 

  目的 テーマ・

内容 

対象者 おおよそ

の実施時

期 

教育・研

修担当者

その他 不明・無

回答 

回答数 56 77 50 51 35 3 3

％ 62.2% 85.6% 55.6% 56.7% 38.9% 3.3% 3.3%

（その他）の主な内容 

費用 

 

 

教育・研修計画への意見・要望［問 2－ｄ］ 

 教育・研修計画への職員からの意見・要望を聞く「機会はあった」のは 76.7%であった。 

 

  機会はあった 機会はなかった 不明・無回答 

回答数 69 17 4

％ 76.7% 18.9% 4.4%

 

 

計画の実施［問 2－ｅ］ 

 計画の実施は、「ほぼ実施できた」、「だいたい実施できた」を合わせると 94.5％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問２－ｅ　計画の実施

実施できなかった

2.2%

だいたい実施できた

57.8%

ほぼ実施できた

36.7%

不明・無回答

3.3%

Ｎ＝90

非該当＝33
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福祉用具貸与 

（2） 仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）について 

［仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）の実施状況］（問 3） 

 福祉用具専門相談員（常勤）は、「育成を考えて仕事を与える」が 58.2％で最も多かった。福祉

用具専門相談員（非常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」が 25.5％で最も多かった。ただし、

「不明・無回答」も 51.1％と多かった。 

 福祉用具専門相談員の OJT の実施は、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問3　OJT実施状況-福祉用具専門相談員

54.9%

19.7%

58.2%

30.3%

7.4%

51.1%

1.6%

10.7%

1.1%

5.3%

25.5%

13.8%

23.4%

16.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

部下指導を上司の役割とする

上司以外の指導担当者をつける

育成を考えて仕事を与える

指導マニュアルを作成する

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

福祉用具専門相談員（常勤）

福祉用具専門相談員（非常勤）

【複数回答】

福祉用具専門相談員（常勤） Ｎ＝122　非該当＝1

福祉用具専門相談員（非常勤） N=94　非該当＝29

 

 

（3） 事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off－ＪＴ）について 

［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）の実施状況］（問 4） 

 福祉用具専門相談員（常勤）は 90.2％が Off-JT を実施していた。その中で 58.2％が対象者の「8

割以上」受講していた。 

 

 受講者の割合

58.2%

25.5%

5.5%

8.2%

1.8%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問4　Off-JT実施状況
　　福祉用具専門相談員（常勤）

不明・

無回答

0.8%なし

9.0%

あり

90.2%

Ｎ＝122

非該当＝1
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福祉用具貸与 

 福祉用具専門相談員（非常勤）は 34.0％が Off-JT を実施していた。その中で 59.4％が対象者の

「8割以上」受講していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問4　Off-JT実施状況
　　福祉用具専門相談員（非常勤）

不明・

無回答

38.3%

なし

27.7%

あり

34.0%

Ｎ＝94

非該当＝29

 受講者の割合

59.4%

15.6%

12.5%

9.4%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

不明・無回答

 

 

管理者は 68.3％が Off-JT を実施していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問4　Off-JT実施状況
　　管理者

不明・

無回答

11.4%

なし

20.3%

あり

68.3%
Ｎ＝123

 

［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（off-JT）の記録内容］（問 5） 

＜内部での教育・研修＞（複数回答） 

内部での教育・研修で，「参加者の感想文やレポート，アンケートなど」については 27.6％が記

録していた。 

 

  研 修 は

実 施 し

て い な

い・参加

させてい

ない 

目 的 開 催 日

時 

参 加 人

数・参加

者氏名 

講 師 、

研 修 担

当者 

テーマ・

内容 

資 料 参 加 者

の 感 想

文 や レ

ポート、

アンケー

トなど 

記 録 は

特 に 残

していな

い 

不明・無

回答 

回答数 11 58 66 55 55 67 62 34 4 36 

％ 8.9% 47.2% 53.7% 44.7% 44.7% 54.5% 50.4% 27.6% 3.3% 29.3% 
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福祉用具貸与 

＜外部での教育・研修＞（複数回答） 

外部での教育・研修で，「参加者の感想文やレポート，アンケートなど」については 31.7％が記

録していた。 

 
  研 修 は

実 施 し

て い な

い・参加

させてい

ない 

目的 開 催 日

時 

参 加 人

数・参加

者氏名 

講 師 、

研 修 担

当者 

テーマ・

内容 

資料 参 加 者

の 感 想

文 や レ

ポート、

アンケー

トなど 

記 録 は

特 に 残

していな

い 

不明・無

回答 

回答数 11 70 82 68 79 82 81 39 3 20 

％ 8.9% 56.9% 66.7% 55.3% 64.2% 66.7% 65.9% 31.7% 2.4% 16.3% 

 
［事業所の指示により職員を参加させた外部研修の主催者］（問 6） 

外部の教育・研修の主催者は，「事業者団体」23.6％，「行政」13.0％，「社会福祉協議会」12.2％

の順で多かった。 
 

  行政 社 会 福

祉 協 議

会 

事 業 者

団体 

医 療 関

係機関 

左 記 （ 1

～ 4 ） 以

外 の 民

間 研 修

機関 

その他 職員を外

部研修に

は参加さ

せていな

い 

不 明 ・ 無

回答 

合計 

回答数 16 15 29 1 16 6 15 25 123 

％ 13.0% 12.2% 23.6% 0.8% 13.0% 4.9% 12.2% 20.3% 100.0% 

（その他）の主な理由 

福祉用具メーカー 

中小企業情報センター 
 
［事業所の指示による仕事現場を離れた教育・研修（Off-JT）に対する賃金等の支払］（問 7） 

 福祉用具専門相談員（常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 65.6％、「参加にかか

る交通費を支払った」が 63.9％、「いずれも支払っていない」が 4.9％であった。福祉用具専門相

談員（非常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 19.1％、「参加にかかる交通費を支払

った」が 23.4％、「いずれも支払っていない」が 2.1％であった。ただし、「不明・無回答」も 54.3％

と多かった。 

 福祉用具専門相談員の Off-JT に対する賃金や交通費の支払いは、（常勤）の方が（非常勤）より、

よくなされていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－福祉用具専門相談員

65.6%

63.9%

54.3%

8.2%

5.7%

4.9%

19.1%

23.4%

2.1%

14.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

福祉用具専門相談員（常勤）

福祉用具専門相談員（非常勤）

【複数回答】

福祉用具専門相談員（常勤） Ｎ＝122　非該当＝1

福祉用具専門相談員（非常勤） N=94　非該当＝29
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福祉用具貸与 

 管理者は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 39.8％であった。また、「参加にかかる交通

費を支払った」は 7.3％であった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－管理者

39.8%

7.3%

10.6%

34.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

実施していない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝123

 
（4） 自己啓発について 

［自己啓発にかかる費用の助成］（問 8） 

 自己啓発にかかる費用の助成は、「福祉用具専門相談員（常勤）」が 54.1％で最も多く、次いで

「管理者」34.1％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問8　自己啓発への助成

54.1%

16.0%

34.1%

35.0%

6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉用具専門相談員（常勤）N=122

非該当=1

福祉用具専門相談員（非常勤）N=94

非該当=29

管理者N=123

費用の助成は行っていない

N=123

不明・無回答N=123

【複数回答】
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福祉用具貸与 

（5） 職員の資質向上への取り組みのテーマについて 

［職員の資質向上への取り組みのテーマ］（問 9） 

 職員の資質向上への取り組みのテーマでは、多い順に「福祉用具の活用方法」87.8％、「福祉用

具の選定及び適合性の知識」82.1％、「介護保険制度に関する知識」75.6％、「認知症及び認知症

ケアに係わる知識・技術」63.4％、「相談・苦情・事故（緊急時）対応」60.2％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問9　職員の資質向上への取り組みのテーマ

82.1%

75.6%

63.4%

60.2%

59.3%

52.0%

44.7%

43.9%

39.8%

38.2%

37.4%

34.1%

33.3%

28.5%

23.6%

19.5%

13.0%

11.4%

6.5%

3.3%

1.6%

1.6%

87.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉用具の活用方法

福祉用具の選定及び適合性の知識

介護保険制度に関する知識

認知症及び認知症ケアに係わる知識・技術

相談・苦情・事故（緊急時）対応

倫理及び法令遵守・プライバシー保護

情報共有、記録・報告・連絡方法

福祉用具の洗浄・消毒・梱包・搬送

事業理念・運営方針など

接遇

介護技術（身体介護・生活援助・介護予防）

アセスメント

医療・保健に関する知識（感染症・食中毒に関する知識を含む）

事例検討・ロールプレイ

障害に関する知識

権利擁護、成年後見に関する知識

予算・売上管理

リーダーシップ、組織マネジメント

対人援助技術（スーパービジョンの実施）

人事・労務管理

その他

特に何も取り組まなかった

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝123
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福祉用具貸与 

（6） 「介護サービス情報の公表」研修項目ごとの職員の資質向上への取り組みについて 

［「介護サービス情報の公表」の研修項目を中心とした個別の取り組み］（問 10） 

介護技術全般 

 介護技術全般への取り組みでは、「会議等の集合機会を利用し職員に周知」が最も多く 35.0％、

次いで「内部での教育・研修を実施」33.3％、「マニュアルの作成・整備」30.1％の順であった。

一方、「取り組んでいない」事業所も 12.2％あった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－介護技術全般

33.3%

35.0%

29.3%

2.4%

30.1%

20.3%

27.6%

0.0%

12.2%

24.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝123

 

 

認知症及び認知症ケア 

 認知症及び認知症ケアへの取り組みでは「内部での教育・研修を実施」が最も多く 44.7％、次い

で「マニュアルの作成・整備」35.8％、「外部での教育・研修に職員を派遣」35.0％、「会議等の

集合機会を利用し職員に周知」32.5％だった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－認知症及び認知症ケア

44.7%

32.5%

21.1%

0.0%

35.8%

24.4%

35.0%

0.0%

9.8%

15.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝123
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福祉用具貸与 

利用者のプライバシーの保護 

 利用者のプライバシーの保護への取り組みでは「内部での教育・研修を実施」が最も多く 48.0％、

次いで「マニュアルの作成・整備」47.2％、「会議等の集合機会を利用し職員に周知」43.1％の順

だった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－利用者のプライバシーの保護

48.0%

43.1%

24.4%

0.8%

47.2%

28.5%

20.3%

0.0%

3.3%

12.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝123

 
 
倫理及び法令遵守 

 倫理及び法令順守への取り組みでは「内部での教育・研修を実施」が最も多く 43.1％、次いで「会

議等の集合機会を利用し職員に周知」39.0％、「マニュアルの作成・整備」38.2％の順だった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－倫理及び法令遵守

43.1%

39.0%

22.0%

0.8%

38.2%

24.4%

17.1%

0.0%

4.1%

17.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝123
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福祉用具貸与 

［その他の取り組み］（複数回答） 

 その他の研修項目である「サービスに関する情報の共有」、「福祉用具の選定及び適合」、「事

故防止、事故発生、福祉用具の故障等の緊急時の対応」についても、「会議やミーティング等の集

合機会を利用し、職員に周知」、「内部での教育・研修を実施」、「仕事の現場の中で上司や先輩

が指導」「マニュアルの作成・整備」が多かった。 
 

  内部で

の 教

育・研

修を実

施 

会議や

ミーテ

ィング

等の集

合機会

を利用

し、職

員に周

知 

仕事の

現場の

中で上

司や先

輩が指

導 

数名の

チーム

での活

動 

マニュ

アルの

作成・

整備 

日常的

にマニ

ュアル

や手引

書を活

用 

外部で

の 教

育・研

修に職

員を派

遣 

その他 取 り 組

ん で い

ない 

不明・ 

無回答

サービスに関する情報の共有 45 64 36 3 29 22 26 0 4 24

％ 36.6% 52.0% 29.3% 2.4% 23.6% 17.9% 21.1% 0.0% 3.3% 19.5%

福祉用具の選定及び適合 76 59 55 6 53 51 54 1 3 5

％ 61.8% 48.0% 44.7% 4.9% 43.1% 41.5% 43.9% 0.8% 2.4% 4.1%

事故防止、事故発生、福祉用具の

故障等の緊急時の対応 62 59 39 3 59 45 30 0 4 13

％ 50.4% 48.0% 31.7% 2.4% 48.0% 36.6% 24.4% 0.0% 3.3% 10.6%

 
 
［研修の資料］（問 10-1）（複数回答） 

 研修の資料については、どの研修項目についても「内部で作成した資料・マニュアル等」が 5割

以上を占めた。「外部で作成した資料・テキスト等」が多かったものは、「認知症及び認知症ケア」、

「福祉用具の選定及び適合」、「介護技術全般」などで 5割を超えていた。 
 

  内 部 で

作 成 し

た 資

料・マニ

ュ ア ル

等 

外 部 で

作 成 し

た 資

料・テキ

スト等 

資 料 は

使 わ な

かった

不明・ 

無回答

介護技術全般 33 28 5 6

％ 58.9% 50.0% 8.9% 10.7%

認知症及び認知症ケア 39 40 0 5

％ 56.5% 58.0% 0.0% 7.2%

利用者のプライバシーの保護 56 33 4 2

％ 69.1% 40.7% 4.9% 2.5%

倫理及び法令遵守 50 29 5 2

％ 67.6% 39.2% 6.8% 2.7%

サービスに関する情報の共有 56 23 9 4

％ 70.0% 28.8% 11.3% 5.0%

福祉用具の選定及び適合 61 49 4 10

％ 65.6% 52.7% 4.3% 10.8%

事故防止、事故発生、福祉用具の

故障等の緊急時の対応 66 32 3 4

％ 77.6% 37.6% 3.5% 4.7%

－168－ 



 

福祉用具貸与 

［研修の講師］（問 10-1）（複数回答） 
 研修の講師については、どの研修項目についても「内部職員が対応した」が 6 割以上を占めた。

「外部の講師を招いた」が多かったものは、「福祉用具の選定及び適合」、「認知症及び認知症ケ

ア」、「介護技術全般」などが１割超であった。 
 

  内部職員

が対応し

た 

外部の講

師を招い

た 

講師はい

なかった

不明・ 

無回答 

介護技術全般 35 9 4 13

％ 62.5% 16.1% 7.1% 23.2%

認知症及び認知症ケア 47 14 2 10

％ 68.1% 20.3% 2.9% 14.5%

利用者のプライバシーの保護 58 7 5 15

％ 71.6% 8.6% 6.2% 18.5%

倫理及び法令遵守 54 5 4 15

％ 73.0% 6.8% 5.4% 20.3%

サービスに関する情報の共有 53 3 8 19

％ 66.3% 3.8% 10.0% 23.8%

福祉用具の選定及び適合 58 22 6 22

％ 62.4% 23.7% 6.5% 23.7%

事故防止、事故発生、福祉用具の故障等

の緊急時の対応 62 7 4 18

％ 72.9% 8.2% 4.7% 21.2%
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福祉用具貸与 

（7） 新人職員への教育・指導について 

［新人職員指導］（問 11－ａ） 

 福祉用具専門相談員（常勤）の新人職員教育・指導については、「仕事の現場で集中的に指導」、

「採用・新任時に研修を実施」、「指導担当者をつける」、「仕事の与え方を考慮」とも 4割弱～5

割の事業所が行っていた。福祉用具専門相談員（非常勤）の新人職員教育・指導については、「採

用・新任時に研修を実施」「仕事の現場で集中的に指導」「指導担当者をつける」とも事業所の実

施は 2割程度であった。一方、「不明・無回答」は 46.8％であった。 

 福祉用具専門相談員の教育・指導について、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－a　新人職員指導－福祉用具専門相談員

45.9%

17.2%

48.4%

39.3%

45.1%

11.5%

24.6%

0.8%

46.8%

25.5%

25.5%

10.6%

23.4%

17.0%

18.1%

46.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用・新任時に研修を実施

指導担当者をつける

仕事の与え方を考慮

仕事の現場で集中的に指導

仕事の現場を離れてアドバイス

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

新人福祉用具専門相談員（常勤）

新人福祉用具専門相談員（非常勤）

福祉用具専門相談員（常勤） Ｎ＝122　非該当＝1
福祉用具専門相談員（非常勤） N=94　非該当＝29

【複数回答】

 
 
［新人職員指導 集中的に教育・指導を行う期間］（問 11－ｂ）  

 新人職員指導を集中的に行う期間については、「～3 ヶ月程度」が 26.0％、「～1 ヶ月程度」が

19.5％であった。「～半年程度」とする事業所も 14.6％あった。 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－ｂ　新人職員指導　集中的に教育・指導を行う期間

～1ヶ月程度

19.5%

～3ヶ月程度

26.0%

～1週間程度

2.4%
不明・無回答

26.8%
その他

4.1%集中的な教育・

指導は行わない

0.8%

1年以上

1.6%

～1年程度

4.1% ～半年程度

14.6%
Ｎ＝123
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福祉用具貸与 

Ⅱ.貴事務所におけるサービスの質の向上のための取り組み全般 

［職員の能力評価］（問 12） 

 職員の能力評価で、最も多かったのは「福祉用具専門相談員（常勤）」49.2％、次いで「管理者」

29.3％、「福祉用具専門相談員（非常勤）」20.2％、「いずれも能力を評価する仕組みはない」43.9％

の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問12　職員の能力評価

49.2%

20.2%

29.3%

43.9%

4.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉用具専門相談員（常勤）N=122

非該当=1

福祉用具専門相談員（非常勤）N=94

非該当=29

管理者N=123

いずれも能力を評価する仕組みはない

N=123

不明・無回答N=123

【複数回答】

 
 
［職員の目標管理］（問 13） 

 「個人が担当する仕事についての目標」は 62.6％の事業所が管理を行っていた。「個人の能力開

発目標」「チームや係りで担当する仕事についての目標」は 3割程度の事業所が管理を行っていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問13　職員の目標管理

30.9%

62.6%

30.1%

21.1%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人の能力開発目標

個人が担当する仕事についての目標

チームや係りで担当する仕事についての目標

職員の目標に従った管理は行っていない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝123
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福祉用具貸与 

［各種マニュアルの整備等］（問 14－ａ） 

 各種マニュアルの整備については、「各事業所で作成したものが中心」が最も多く 32.5％であっ

た。 
 

  各 事 業

所 で 作

成 し た

も の が

中心 

事 業 者

（ 親 法

人 ） で

作 成 し

た も の

が中心 

市 販 の

も の が

中心 

事 業 所

（者）作

成 と 市

販 の も

の が 同

じぐらい 

マ ニ ュ

ア ル が

ない 

不明・ 

無回答

合計

回答

数 40 33 13 28 5 4 123

％ 32.5% 26.8% 10.6% 22.8% 4.1% 3.3% 100.0%

 
 
 
［各種マニュアルの活用］（問 14－ｂ） 

 マニュアルを「十分に活用している」は 28.0％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問14-b　各種マニュアルの活用

不明・無回答

2.5%

どちらかというと

活用している

44.9%

十分に活用している

28.0%
ほとんど活用していない

4.2%

どちらかというと

活用していない

20.3%

Ｎ＝118

非該当＝5

 
［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ａ） 

 自己評価を「定期的に実施している」事業所は 31.7％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問15-a　自己評価

定期的ではないが

実施したことがある

27.6%

実施したことはないが、

今後実施を検討している

25.2%

実施したことがなく、今後も

実施の予定はない

11.4%
定期的に実施している

31.7%

不明・無回答

4.1%

Ｎ＝123
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福祉用具貸与 

［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ｂ） 

 事業所で提供しているサービスについての自己評価の頻度については、「１年に１回程度」が最

も多く 51.3％であった。 
 

  数 年 に

1 回 程

度 

１年に 1

回程度 

半 年 に

1 回 程

度 

1 ヵ月に

1 回 以

上 

不明・ 

無回答

該当者

回答

数 3 20 12 4 0 39

％ 7.7% 51.3% 30.8% 10.3% 0.0% 100.0%

 
 
［第三者評価］（問 16－ａ） 

 第三者評価を「定期的に受けている」「定期的ではないが受けたことがある」事業所は併せて

29.3％であった。一方、「受けたことがなく、今後も受ける予定はない」事業所は 36.6％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問16-a　第三者評価

不明・無回答

6.5%
定期的ではないが

受けたことがある

19.5%

定期的に受けている

9.8%

受けたことはないが、

今後受けることを

検討している

27.6%

受けたことがなく、

今後も受ける予定はない

36.6%

Ｎ＝123

 
［第三者評価］（問 16－ｂ） 

 第三者評価を受ける頻度については、「１年に１回以上」が最も多く 75.0％であった。 
 

  4～5年に

1 回程度 

2～3年に

1 回程度

1 年に 1

回以上 

不明・ 

無回答

該当者

回答数 1 1 9 1 12

％ 8.3% 8.3% 75.0% 8.3% 100.0%
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福祉用具貸与 

［利用者満足度の把握］（問 17－ａ） 

 「利用者満足度調査を定期的に実施している」事業所は 24.4％であった。一方、「日常的に「利

用者の声」を集める工夫をしている」事業所は 46.3％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問17-a　利用者満足度の把握

24.4%

22.0%

46.3%

42.3%

11.4%

4.1%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者満足度調査を定期的に

実施している

利用者満足度調査を定期的ではないが

実施したことがある

日常的に、「利用者の声」を集める

工夫をしている

職員が受け止めた利用者の声を管理者等に集約する

仕組みがある

特に利用者満足度の把握はしていない

その他

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝123

 
 
［利用者満足度の把握］（問 17－ｂ） 

 利用者満足度調査を定期的に実施している頻度については、「半年に１回程度」が最も多く 46.7％

であった。 
 

  数年に 

1 回程度 

1 年に 

1 回程度

半年に 

1 回程度 

1ヵ月に1

回以上

不明・ 

無回答

該当者

回答数 0 13 14 3 0 30

％ 0.0% 43.3% 46.7% 10.0% 0.0% 100.0%

 
 
［利用者満足度の把握］（問 17－ｃ） 

 利用者満足度の把握については、「満足度は平均的」が最も多く 43.1％であった。 
 

  満 足 度

は 高 い

ほう 

満 足 度

は 平 均

的 

満 足 度

は 低 い

ほう 

わ か ら

ない 

不明・ 

無回答

合計

回答

数 47 53 5 12 6 123

％ 38.2% 43.1% 4.1% 9.8% 4.9% 100.0%
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福祉用具貸与 

［サービス改善に向けた課題の議論］（問 18） 

 「現場の職員と管理者が課題について話し合う場がある」事業所は 78.0％、「日常的に管理者が

現場の職員の意見を口頭もしくは文書などで吸い上げる仕組みがある」事業所は 48.8％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問18　サービス改善に向けた課題の議論

78.0%

48.8%

21.1%

34.1%

6.5%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場の職員と管理者が課題について話し合う場がある

日常的に管理者が現場の意見を口頭もしくは文書などで吸い上げる仕組みがある

管理者だけが集まって課題について話し合う場がある

現場の職員だけが集まって課題について話し合う場がある

いずれも取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝123
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福祉用具貸与 

Ⅲ.サービスの質の向上に向けて貴事務所が重要だと考える取り組み 

［サービスの質の向上のために重要だと思う取り組み］（問 19） 

 サービスの質の向上に向けて重要だと考える取り組みについては、5 割以上の事業所が「利用者

満足度の把握」「職員に対する OJT の充実」を挙げた。また、4 割以上の事業所が「地域における

関係機関とのネットワークの構築」「事業所全体でのサービス改善に向けた課題の議論」「管理者

の資質向上」を挙げた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問19　サービスの質向上に重要な取り組み

55.3%

48.0%

45.5%

40.7%

39.8%

39.0%

39.0%

35.8%

32.5%

30.9%

30.9%

25.2%

24.4%

24.4%

16.3%

11.4%

3.3%

1.6%

56.1%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者満足度の把握

職員に対するＯＪＴの充実

地域における関係機関とのネットワークの構築

事業所全体でのサービス改善に向けた課題の議論

管理者の資質向上

現場で職員の管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成

職員に対する自己啓発支援の充実

職員に対するＯｆｆ－ＪＴの充実

各種マニュアルの整備

十分な職員数の確保

新人への集中的な教育・指導

職員の目標管理の実施

職員の能力評価の実施

自己評価の実施

事業所全体の業務分担の明確化

第三者評価の実施

事業者（親法人）による事業所のサポートの充実

不明・無回答

特に重要だと思うものはない

その他

【複数回答】

Ｎ＝123

（その他）の主な内容 

報酬アップ 
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福祉用具貸与 

Ⅳ.貴事務所の概要 

［法人格等］（問 20） 

 事業所の設立母体で、最も多かったものは「株式会社、有限会社等の営利法人」で 89.4％、次い

で「生活共同組合・農業共同組合」3.3％、「社会福祉法人（社会福祉協議会を除く）」2.4％、「社

会福祉協議会」0.8％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問20　事業所の設立母体

株式会社、

有限会社等の

営利法人

89.4%

生活共同組合・

農業共同組合

3.3%

民法法人

（社団、財団）

0.0%

特定非営利

活動法人

（ＮＰＯ法人）

1.6%

社会福祉協議会

0.8%

不明・無回答

1.6%

医療法人

0.0%

地方自治体

0.0%
その他

0.8%

社会福祉法人

（社会福祉協議会を除く）

2.4%

Ｎ＝123

 
［法人全体の事業所数］（問 21） 

 同一法人内に他の事業所を「持っている」は 40.7％で、さらにその中で最も多かったのは「2～5

事業所」で 48.0％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問21　同一法人内の
他の事業所の有無

不明・

無回答

7.9%

持って

いない

47.2%

持っている

40.7%

Ｎ＝123

事業所数

48.0%

14.0%

16.0%

18.0%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2～5事業所

6～9事業所

10～29事業所

30事業所以上

不明・無回答

－177－ 



 
福祉用具貸与 

［実施している介護関連サービス］（問 22） 

 事業所で実施している他の介護関連サービスとして、2 割ほどの事業所が「訪問介護」、「居宅

介護支援」を行っていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問22　実施している介護関連サービス

9.8%

4.1%

14.6%

0.8%

24.4%

1.6%

0.8%

10.6%

0.8%

10.6%

0.0%

21.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

通所介護

特定施設入居者生活介護

居宅介護支援

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

障害者を対象としたサービス

児童を対象としたサービス

上記以外の介護関連サービス

不明・無回答

Ｎ＝123

【複数回答】

（上記以外の介護関連サービス）の主な内容 

市からの委託事業 

介護タクシー、福祉タクシー 

寝具衛生加工サービス 

緊急通報受信 

訪問理美容サービス など 
 

 
［設立年月］（問 23） 

 設立年月については、介護保険制度導入後の「2000 年代」が最も多く 68.3％であった。 
 

  1949 年

以前 

1950 年

代 

1960 年

代 

1970 年

代 

1980 年

代 

1990 年

代 

2000 年

代 

不明・ 

無回答

合計 

回答数 0 0 1 1 5 18 84 14 123 

％ 0.0% 0.0% 0.8% 0.8% 4.1% 14.6% 68.3% 11.4% 100.0% 
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［福祉用具貸与の売上高］（問 24） 

 福祉用具貸与の月の売上高では、多い方から「50 万円未満」25.2％、「100 万円以上 200 万円未

満」17.9％、「500 万円以上」14.6％、「50 万円以上 100 万円未満」13.8％の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問24　福祉用具貸与の売上高

不明・無回答

4.1%500万円以上

14.6%
400万円以上

500万円未満

8.1%

300万円以上

400万円未満

7.3%

200万円以上

300万円未満

8.9%

１00万円以上

200万円未満

17.9%

50万円以上

１00万円未満

13.8%

50万円未満

25.2%

Ｎ＝123

 
［経営の効率性］（問 25） 

 経営の効率性については、「効率は悪くなった」が最も多く 49.6％であった。 
 

  効率が良く

なった 

変化なし 効率は悪く

なった 

わからない 不明・ 

無回答 

合計 

回答数 25 23 61 6 8 123

％ 20.3% 18.7% 49.6% 4.9% 6.5% 100.0%

 
 
［職員数］（問 26） 

 賃金を支払う職員の実人数については、「10 人未満」が最も多く 77.2％であった。 
 

  10人未満 10人以上

50人未満 

50人以上

100人未満

100人以上 不明・ 

無回答 

合計 

回答数 95 20 1 1 6 123

％ 77.2% 16.3% 0.8% 0.8% 4.9% 100.0%

 
 
［常勤職員（実人数）の割合］ 

 そのうち常勤職員の割合については、多いところは「100％」51.2％で、次いで「50～59％」、「80

～89％」が共に 8.9％であった。 
 

  0％ 1～9％ 10～ 

19％ 

20～ 

29％ 

30～

39％

40～

49％

50～

59％

60～

69％

70～

79％

80～ 

89％ 

90～ 

99％ 

100％ 不明・

無回答

回答数 2 1 0 1 4 1 11 7 9 11 4 63 9

％ 1.6% 0.8% 0.0% 0.8% 3.3% 0.8% 8.9% 5.7% 7.3% 8.9% 3.3% 51.2% 7.3%

 
  合計 

回答数 123 

％ 100.0% 
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［職員の定着状況］（問 27－ａ） 

 職員の定着状況では、多いほうから「定着率は低くない」71.5％、「定着率が低く困っている」

12.2％、「定着率は低いが特に困っていない」8.1％の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

定着率は低いが

特に困っていない

8.1%

定着率が低く

困っている

12.2%

不明・無回答

8.1%

定着率は低くない

71.5%

問27－ａ　職員の定着状況

Ｎ＝123

［職員の退職状況］（問 27－ｂ） 

 職員の退職状況について、「10 人採用すると 1年後にはどれくらい辞めていますか」という質問

に対し、多いところは「0人」が 35.8％、「1人」が 13.8％、「2人」「3人」が共に 4.9％であっ

た。 
 

  0 人 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 7 人 8 人 9 人 10 人 不明・

無回答

合計

回答数 44 17 6 6 2 3 0 3 1 0 1 40 123

％ 35.8% 13.8% 4.9% 4.9% 1.6% 2.4% 0.0% 2.4% 0.8% 0.0% 0.8% 32.5% 100.0%
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－181－ 

［職員の採用状況］（問 28－ａ） 

 職員の採用状況について、多いところは「応募があるが望ましい人がこない」が 27.6％、「十分

に応募があり望ましい人が採用されている」18.7％、「募集しても応募者がいない」が 8.9％であ

った。「その他」は、32.5％であった。 
 

  十 分 に 応

募 が あ り

望ましい人

が 採 用 さ

れている 

応 募 が あ

るが望まし

い人がこな

い 

募集しても

応 募 者 が

いない 

その他 不明・ 

無回答 

合計 

回答数 23 34 11 40 15 123

％ 18.7% 27.6% 8.9% 32.5% 12.2% 100.0%

（その他）の主な内容 

公募していない、募集の必要がない、採用実績がない 

原費（？）・収入不足で採用できない 
 
 
 
［職員の確保状況］（問 28－ｂ） 

 職員の確保状況について、多いところは「適当」が 49.6％、「やや不足」が 35.8％であった。 
 

  大 い に

過剰 

や や 過

剰 

適当 や や 不

足 

大 い に

不足 

不明・ 

無回答 

合計 

回答数 0 2 61 44 8 8 123

％ 0.0% 1.6% 49.6% 35.8% 6.5% 6.5% 100.0%
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自由記入欄の記載内容         
 
＜記入者属性＞ 
経営者・代表者 

当該サービス系管理者・スタッフ 
生活相談員・福祉用具専門相談員   

      
Ⅰ 事業所における職員の資質向上への取り組み等（内容やかかるコストも含む） 
    
（１）全体方針・課題について        

○福祉用具選定の際の困難事例等を重点テーマにしている。   
     
（２）仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（OJT）について   
 記入なし        
      
（３）事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）について   
 ①Off-JT の考え方         

○少人数で営業しているが、研修の情報があれば積極的に参加したい。  
    
 ②内部研修          

記入なし         
    
 ③外部研修          

○客観的な職業倫理についての研修を希望する。     
○当施設では福祉用具貸与に対して福祉用具専門相談員 2 名を擁しているが、外部研

修にも極力参加させている。       
○福祉用具に関する研修会を定期的に実施してほしい（内容が詳細・充実したもの）。

    
 
（４）自己啓発・意識づけについて        

○用具貸与の資格は取ったが、その後の自己啓発はおざなりで反省している。  
○福祉用具も日々変化しており、利用者の声を聞き、その都度勉強しなければついて

いけないはず。利用者との対話を通じ、日々勉強をすることを課題に取り組んでい

る。         
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Ⅱ 事業所におけるサービスの質の向上のための取り組みの方策について（内容やかかる

コストも含む）         
職員の能力評価、職員の目標管理、マニュアルの整備、サービスについての自己評価、第

三者評価、利用者満足度の把握、サービス改善に向けた課題の議論について 等 
           

○事務手順マニュアルを充実させるのが課題だが、行政へ提出する書類がやたら多く

て、しかも重複した内容なので辟易している。     
○専ら浮かび上がった問題についてケーススタディを行っている。   
○実務・考え方は真に利用者本位で真剣に取り組んでいるが、質向上のために取り組

んでいると自信をもって答えられない。     
     

Ⅲ サービスの質の向上に向けて事業所が重要と考える取り組みテーマ・課題について 
           

記入なし         
    
Ⅳ 事業所の現状について        
法人格等、法人全体の事業所数、実施している介護関連サービス、設立年月、規模（売上

高、定員等）、経営の効率性、職員数、職員の定着状況、職員の採用・確保状況、派遣労働

者の活用状況 
 

○介護支援専門員、利用者、理学療法士等が手すりをつけるにしても、何度も会って、

現場に行く必要がある。用品・用具のなかには、カタログだけでは決めにくく、シ

ャワーベンチなど実際に見本を 2～3台持って行くなど、すべての仕事が時間を要す

る。アフターケアーも月に何度も足を運ばなければならないことが多い。これでは

利益率が当然低くなるが、職員の資質の向上は大切。だから、スタッフには高い報

酬をもって労働に応え、事業所の質的向上にもつなげたい。   
        

 
 
Ⅴ 「その他、課題だと思っていることや意見・要望」  

 
○通常の業務時間内で実施していく事に無理が生じているため、外部集中研修を実施

してほしい。         
○情報公表等などにおける研修必須の項目・テーマなどを取り上げて定期的に研修会

を実施してほしい。        
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－184－ 

○介護サービス情報の公表にかかる費用が納得いかない。    
○福祉用具専門相談員の役割は、自立支援や介護軽減につながる福祉用具を選定する

ことから始まると思うのだが、きちんと選定できない業者が多い。障害の程度やス

テージに合わせてフィッティングするには医学的知識も必要。育成には大変な時間

と努力を要するが、今の制度の中では十分な人員を確保することが経営的に困難で

ある。 



 
居宅介護支援 

 

居宅介護支援 
 
 
Ⅰ.貴事務所における職員の資質向上への取り組み等 

（1） 教育研修全般について 

［職員の資質向上への取り組み状況］（問 1） 

 職員の資質向上への取り組み状況は、同業同規模の事業所に比べて、「充実している」、「どちらか

といえば充実している」を合わせると 40.5％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問1　事業所の取り組み状況

どちらかといえば

充実している

27.5%

どちらかといえば

劣る

13.0%

同じ程度

45.8%

充実している

13.0%

不明・無回答

0.0%

劣る

0.8%

N=131 

 
 
［教育・研修計画］（問 2） 

計画の立案［問 2－ａ］ 

「教育・研修計画は立てていない」事業所が 26.0％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問2－ａ　計画の立案

52.7%

29.0%

26.0%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

各事業所で計画を立てている

事業者（親法人）で計画をたてている

（1法人多事業所の場合のみ）

教育・研修計画は立てていない

不明・無回答

Ｎ＝131
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教育・研修の期間［問 2－ｂ］ 

 教育・研修計画の期間は「1年」が最も多く、63.9％であった。 

 
  複数年 １年 半 年 ～

１ 年 未

満 

半 年 未

満 

不明・無

回答 

該当者

回答数 14 62 12 5 4 97

％ 14.4% 63.9% 12.4% 5.2% 4.1% 100.0%

 
 
教育・研修計画の記載項目［問 2－ｃ］（複数回答） 

 教育・研修計画の記載項目で、「教育・研修担当者」があるのは 37.1%であった。 

 

  目的 テーマ・

内容 

対象者 おおよそ

の実施時

期 

教育・研

修担当者

その他 不明・無

回答 

回答数 63 81 58 55 36 1 3

％ 64.9% 83.5% 59.8% 56.7% 37.1% 1.0% 3.1%

 
 
教育・研修計画への意見・要望［問 2－ｄ］ 

 教育・研修計画への職員からの意見・要望を聞く「機会はあった」が 83.5%であった。 

 

  機会はあ

った 

機会はな

かった 

不明・無回

答 

合計 

回答数 81 12 4 97

％ 83.5% 12.4% 4.1% 100.0%

 
 
計画の実施［問 2－ｅ］ 

 計画の実施は、「ほぼ実施できた」、「だいたい実施できた」を合わせると 91.7％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問２－ｅ　計画の実施

実施できなかった

6.2%

だいたい実施できた

67.0%

ほぼ実施できた

24.7%

不明・無回答

2.1%

Ｎ＝97

非該当＝34
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（2） 仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）について 

［仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）の実施状況］（問 3） 

 介護支援専門員（常勤）の OJT の実施状況は、「育成を考えて仕事を与える」が 44.9％、「部下指

導を上司の役割とする」43.3％、「いずれも行っていない」が 12.6％であった。なお、「不明・無回

答」は、15.7％であった。介護支援専門員（非常勤）の OJT の実施状況は、「育成を考えて仕事を与

える」が 22.0％、次いで「部下指導を上司の役割とする」が 15.0％であった。なお、「不明・無回

答」は、60.0％であった。 

 介護支援専門員の OJT の実施は、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問3　OJT実施状況－介護支援専門員

22.0%

60.0%

43.3%

12.6%

3.1%

18.9%

44.9%

15.7%

1.0%

15.0%

6.0%

11.0%

10.0%

22.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

部下指導を上司の役割とする

上司以外の指導担当者をつける

育成を考えて仕事を与える

指導マニュアルを作成する

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

介護支援専門員（常勤）

介護支援専門員（非常勤）

【複数回答】

介護支援専門員（常勤） Ｎ＝127　非該当＝4

介護支援専門員（非常勤） N=100　非該当＝31

 
（3） 事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off－ＪＴ）について 

［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）の実施状況］（問 4） 

 介護支援専門員（常勤）は 92.9％が Off-JT を実施していた。その中で 65.3％が対象者の「8 割

以上」受講していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況

　　介護支援専門員（常勤）

あり

92.9%

不明・

無回答

2.4%

なし

4.7%

Ｎ＝127

非該当＝4

 受講者の割合

65.3%

25.4%

5.9%

0.8%

0.8%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 
 

－187－ 



 
居宅介護支援 

 介護支援専門員（非常勤）は 39.0％が Off-JT を実施していた。その中で 48.7％が対象者の「8

割以上」受講していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況

　　介護支援専門員（非常勤）

なし

17.0%

不明・

無回答

44.0%

あり

39.0%

Ｎ＝100

非該当＝31

 受講者の割合

48.7%

33.3%

10.3%

5.1%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

不明・無回答

 
  管理者は 70.2％が Off-JT を実施していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況

　　管理者

不明・

無回答

16.8%

なし

13.0%

あり

70.2%

Ｎ＝131

 
［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）の記録内容］（問 5） 

＜内部での教育・研修＞（複数回答） 

 内部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については 37.4％が記

録していた。 

 

  研 修 は

実 施 し

て い な

い・参加

させてい

ない 

目 的 開 催 日

時 

参 加 人

数・参加

者氏名 

講 師 、

研 修 担

当者 

テーマ・

内容 

資 料 参 加 者

の 感 想

文 や レ

ポート、

ア ン ケ

ートなど

記 録 は

特 に 残

していな

い 

不明・ 

無回答 

回答数 12 66 76 69 63 78 75 49 13 25 

％ 9.2% 50.4% 58.0% 52.7% 48.1% 59.5% 57.3% 37.4% 9.9% 19.1% 
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＜外部での教育・研修＞（複数回答） 

 外部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については 55.0％が記

録していた。 

 

 
 
 

 

研 修 は

実 施 し

て い な

い・参加

させてい

ない 

目的 開 催 日

時 

参 加 人

数・参加

者氏名 

講 師 、

研 修 担

当者 

テーマ・

内容 

資料 参 加 者

の 感 想

文 や レ

ポート、

ア ン ケ

ートなど

記 録 は

特 に 残

していな

い 

不明・ 

無回答 

回答数 3 96 105 92 90 106 101 72 6 12 

％ 2.3% 73.3% 80.2% 70.2% 68.7% 80.9% 77.1% 55.0% 4.6% 9.2% 

 
 
［事業所の指示により職員を参加させた外部研修の主催者］（問 6） 

 外部の教育・研修の主催者は、「行政」37.4％、「事業者団体」16.0％、「社会福祉協議会」7.6％

の順で多かった。 

 
  行政 社会福祉

協議会 

事業者団

体 

医療関係

機関 

左 記 （ １

～ ４ ） 以

外の民間

研修機関

その他 職員を外

部研修に

は参加さ

せていな

い 

不明・ 

無回答 

合計 

回答数 49 10 21 1 4 5 3 38 131 

％ 37.4% 7.6% 16.0% 0.8% 3.1% 3.8% 2.3% 29.0% 100.0% 

 
 
［事業所の指示による仕事現場を離れた教育・研修（Off-JT）に対する賃金等の支払］（問 7） 

 介護支援専門員（常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 63.0％、「参加にかかる交通

費を支払った」が 68.5％、「いずれも支払っていない」が 8.7％であった。なお、介護支援専門員（常

勤）は他の職種に比べて、「教育・研修時間の賃金を支払った」や「参加にかかる交通費を支払った」

の割合が最も高かった。介護支援専門員（非常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 23.0％、

「参加にかかる交通費を支払った」が 28.0％、「いずれも支払っていない」が 5.0％であった。 

 介護支援専門員の Off-JT に対する賃金や交通費に対する支払いは、（常勤）の方が（非常勤）よ

り、よくなされていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－介護支援専門員

63.0%

68.5%

8.7%

8.0%

54.0%

7.9%

0.0%

23.0%

28.0%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

介護支援専門員（常勤）

介護支援専門員（非常勤）

【複数回答】

介護支援専門員（常勤） Ｎ＝127　非該当＝4

介護支援専門員（非常勤） N=100　非該当＝31
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 管理者は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 42.0％、「参加にかかる交通費を支払った」が

45.8％、「いずれも支払っていない」が 9.2％であった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－管理者

42.0%

45.8%

9.2%

7.6%

28.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝131

 
 
（4） 自己啓発について 

［自己啓発にかかる費用の助成］（問 8） 

 自己啓発にかかる費用の助成は、「介護支援専門員（常勤）」が 45.7％で多く、次いで「管理者」

25.2％、「介護支援専門員（非常勤）」18.0％の順であった。なお、「費用の助成は行っていない」は、

49.6％と最も高かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問8　自己啓発への助成

45.7%

18.0%

25.2%

49.6%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護支援専門員（常勤）N=127

非該当＝4

介護支援専門員（非常勤）N=100

非該当=31

管理者N=131

費用の助成は行っていない

N=131

不明・無回答N=131

【複数回答】
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（5） 職員の資質向上への取り組みのテーマについて 

［職員の資質向上への取り組みのテーマ］（問 9）  

 資質向上への取り組みのテーマで、多い順に「認知症及び認知症ケアに係る知識・技術」「介護保

険制度に関する知識」77.1％、「アセスメント、ケアプラン作成に関する知識」64.9％、「医療・保

健に関する知識（感染症・食中毒に関する知識を含む）」51.1％、「福祉用具の活用方法」44.3％で

あった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問9　職員の資質向上への取り組みのテーマ

77.1%

64.9%

51.1%

44.3%

42.7%

40.5%

38.9%

36.6%

35.9%

34.4%

32.8%

32.1%

21.4%

14.5%

10.7%

9.9%

7.6%

5.3%

1.5%

0.8%

77.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認知症及び認知症ケアに係わる知識・技術

介護保険制度に関する知識

アセスメント、ケアプラン作成に関する知識

医療・保健に関する知識（感染症・食中毒に関する知識を含む）

福祉用具の活用方法

事例検討・ロールプレイ

倫理及び法令遵守・プライバシー保護

相談・苦情・事故（緊急時）対応

接遇

対人援助技術（スーパービジョンの実施）

介護技術（身体介護・生活援助・介護予防）

権利擁護、成年後見に関する知識

情報共有、記録・報告・連絡方法

事業理念・運営方針など

障害に関する知識

人事・労務管理

リーダーシップ、組織マネジメント

予算・売上管理

その他

特に何も取り組まなかった

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝131

（その他）の主な内容 
ターミナルケア 
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（6） 「介護サービス情報の公表」研修項目ごとの職員の資質向上への取り組みについて 

［「介護サービス情報の公表」の研修項目を中心とした個別の取り組み］（問 10） 

 
介護技術全般 

 介護技術全般で、多い順に「内部での教育・研修を実施」41.2％、「会議等の集合機会を利用し職

員に周知」37.4％、「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」35.9％、「マニュアルの作成・整備」35.1％、

「外部での教育・研修に職員を派遣」30.5％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－介護技術全般

41.2%

37.4%

35.9%

12.2%

35.1%

27.5%

30.5%

0.8%

11.5%

14.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝131

 
認知症及び認知症ケア 

 認知症及び認知症ケアで、多い順に「外部での教育・研修に職員を派遣」51.9％、「内部での教育・

研修を実施」41.2％、「会議等の集合機会を利用し職員に周知」39.7％、「マニュアルの作成・整備」

38.9％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－認知症及び認知症ケア

41.2%

39.7%

27.5%

10.7%

38.9%

27.5%

51.9%

0.8%

6.1%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝131
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利用者のプライバシーの保護 

 利用者のプライバシーの保護で、多い順に「会議等の集合機会を利用し職員に周知」44.3％、「マ

ニュアルの作成・整備」43.5％、「内部での教育・研修を実施」38.9％、「仕事の現場の中で上司や

先輩が指導」32.9％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－利用者のプライバシーの保護

38.9%

44.3%

32.8%

11.5%

43.5%

22.1%

17.6%

0.0%

6.9%

13.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝131

 
倫理及び法令遵守 

 倫理及び法令遵守で、4割をこえているものは、「内部での教育・研修を実施」、「会議等の集合機

会を利用し職員に周知」、「マニュアルの作成・整備」で、いずれも 42.0％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－倫理及び法令遵守

42.0%

42.0%

29.0%

10.7%

42.0%

22.9%

18.3%

0.0%

6.9%

9.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝131
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［その他の取り組み］（複数回答） 

 その他の研修項目である「サービスに関する情報の共有」についても、「会議やミーティング等の

集合機会を利用し、職員に周知」、「内部での教育・研修を実施」、「仕事の現場の中で上司や先輩が

指導」、「マニュアルの作成・整備」が多かった。 
 

  内 部 で

の 教

育 ・ 研

修 を 実

施 

会 議 や

ミーティ

ン グ 等

の 集 合

機 会 を

利 用

し 、 職

員 に 周

知 

仕 事 の

現 場 の

中 で 上

司 や 先

輩 が 指

導 

数 名 の

チ ー ム

で の 活

動 

マ ニ ュ

ア ル の

作 成 ・

整備 

日 常 的

に マ ニ

ュ ア ル

や 手 引

書 を 活

用 

外 部 で

の 教

育 ・ 研

修 に 職

員 を 派

遣 

その他 取 り 組

ん で い

ない 

不明・ 

無回答

介護技術全般 54 49 47 16 46 36 40 1 15 19

％ 41.2% 37.4% 35.9% 12.2% 35.1% 27.5% 30.5% 0.8% 11.5% 14.5%

認知症及び認知症ケア 54 52 36 14 51 36 68 1 8 8

％ 41.2% 39.7% 27.5% 10.7% 38.9% 27.5% 51.9% 0.8% 6.1% 6.1%

利用者のプライバシーの保護 51 58 43 15 57 29 23 0 9 18

％ 38.9% 44.3% 32.8% 11.5% 43.5% 22.1% 17.6% 0.0% 6.9% 13.7%

倫理及び法令遵守 55 55 38 14 55 30 24 0 9 13

％ 42.0% 42.0% 29.0% 10.7% 42.0% 22.9% 18.3% 0.0% 6.9% 9.9%

サービスに関する情報の共有 52 77 49 15 44 31 39 1 9 7

％ 39.7% 58.8% 37.4% 11.5% 33.6% 23.7% 29.8% 0.8% 6.9% 5.3%

 
 
［研修の資料］（問 10-1）（複数回答） 

 研修の資料については、どの研修項目についても「内部で作成した資料・マニュアル等」が高か

った。「外部で作成した資料・テキスト等」が多かったものは、「認知症及び認知症ケア」で、5 割

を超えていた。 

 

  内 部 で

作 成 し

た 資

料・マニ

ュ ア ル

等 

外 部 で

作 成 し

た 資

料・テキ

スト等 

資 料 は

使 わ な

かった

不明・ 

無回答

介護技術全般 47 31 6 4

％ 67.1% 44.3% 8.6% 5.7%

認知症及び認知症ケア 40 44 4 8

％ 51.9% 57.1% 5.2% 10.4%

利用者のプライバシーの保護 47 33 10 6

％ 58.0% 40.7% 12.3% 7.4%

倫理及び法令遵守 57 29 5 8

％ 68.7% 34.9% 6.0% 9.6%

サービスに関する情報の共有 47 35 10 14

％ 50.5% 37.6% 10.8% 15.1%
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［研修の講師］（問 10-1）（複数回答） 

 研修の講師については、どの研修項目についても「内部職員が対応した」が 5 割以上を占めた。

「外部の講師を招いた」が多かったものは、「認知症及び認知症ケア」、「利用者のプライバシーの保

護」、「介護技術全般」などで、1割を超えていた。 

 

  内 部 職

員 が 対

応した 

外 部 の

講 師 を

招いた

講 師 は

い な か

った 

不明・

無回答

介護技術全般 46 9 2 15

％ 65.7% 12.9% 2.9% 21.4%

認知症及び認知症ケア 43 15 3 21

％ 55.8% 19.5% 3.9% 27.3%

利用者のプライバシーの保護 52 11 5 19

％ 64.2% 13.6% 6.2% 23.5%

倫理及び法令遵守 53 8 4 21

％ 63.9% 9.6% 4.8% 25.3%

サービスに関する情報の共有 53 8 11 24

％ 57.0% 8.6% 11.8% 25.8%

 
 
（7） 新人職員への教育・指導について 

［新人職員指導］（問 11－ａ） 

 新人介護支援専門員（常勤）では、多い順に「採用・新任時に研修を実施」、「仕事の与え方を考

慮する」が共に 37.0％、「仕事の現場で集中的に指導」34.6％、「指導担当者をつける」26.8％であ

った。新人介護支援専門員（非常勤）では、多い順に「採用・新任時に研修を実施」25.0％、「仕事

の与え方を考慮する」23.0％で、次いで「指導担当者をつける」「仕事の現場で集中的に指導」の

19.0％であった。 

 新人介護支援専門員への教育・指導について、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－a　新人職員指導－介護支援専門員

43.0%

37.0%

15.0%

34.6%

37.0%

26.8%

10.2%

31.5%

0.8%

19.0%

25.0%

13.0%

19.0%

23.0%

22.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用・新任時に研修実施

指導担当者をつける

仕事の与え方を考慮する

仕事の現場で集中的に指導

仕事の現場を離れてこまめにアドバイス

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

新人介護支援専門員（常勤）

新人介護支援専門員（非常勤）

介護支援専門員（常勤） Ｎ＝127　非該当＝4

介護支援専門員（非常勤） N=100　非該当＝31

【複数回答】
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［新人職員指導 集中的に教育・指導を行う期間］（問 11－ｂ）  

 実務経験のない新人職員指導において集中的に教育・指導を行う期間で、最も多かったのは「～3

ヶ月程度」24.4％、次いで「～1ヶ月程度」22.1％、「～半年程度」の 6.1％の順であった。なお、

「集中的な教育・指導は行わない」は 6.9％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－ｂ　新人職員指導　集中的に教育・指導を行う期間

～1年程度

3.8%

～半年程度

6.1%

1年以上

0.8%

集中的な教育・

指導は行わない

6.9%

その他

5.3%

不明・無回答

26.7%

～3ヶ月程度

24.4%

～1週間程度

3.8%

～1ヶ月程度

22.1%

Ｎ＝131

 

Ⅱ.貴事務所におけるサービスの質の向上のための取り組み全般 

 ［職員の能力評価］（問 12） 

 職員の能力評価で、最も多かったのは「いずれも能力を評価する仕組みはない」51.9％、次いで

「介護支援専門員（常勤）」44.9％、「介護支援専門員（非常勤）」21.0％、「管理者」25.2％の順で

あった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問12　職員の能力評価

44.9%

21.0%

25.2%

51.9%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護支援専門員（常勤）N=127

非該当＝4

介護支援専門員（非常勤）N=100

非該当=31

管理者N=131

いずれも能力を評価する仕組みはない

N=131

不明・無回答N=131

【複数回答】
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居宅介護支援 

［職員の目標管理］（問 13） 

 職員の目標管理で、最も多かったのは「個人が担当する仕事についての目標」51.1％、次いで

「チームや係りで担当する仕事についての目標」29.8％、「個人の能力開発目標」、「職員の目標に

従った管理は行っていない」共に 26.0％の順であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問13　職員の目標管理

26.0%

51.1%

29.8%

26.0%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人の能力開発目標

個人が担当する仕事についての目標

チームや係りで担当する仕事についての目標

職員の目標に従った管理は行っていない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝131

 
 
［各種マニュアルの整備等］（問 14－ａ） 

 各種マニュアルの整備については、「各事業所で作成したものが中心」が最も多く 35.9％であっ

た。 

 
  各 事 業 所

で作成した

も の が 中

心 

事業者（親

法人）で作

成したもの

が中心 

市 販 の も

のが中心 

事 業 所

（ 者 ） 作 成

と市販のも

のが同じぐ

らい 

マニュアル

がない 

不明・無回

答 

合計 

回答数 47 34 19 23 4 4 131 

％ 35.9% 26.0% 14.5% 17.6% 3.1% 3.1% 100.0% 

 
 
［各種マニュアルの活用］（問 14－ｂ） 

  マニュアルの活用は、「十分に活用している」が、17.3％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問14-b　各種マニュアルの活用

十分に活用している

17.3%

不明・無回答

3.1%
ほとんど活用していない

4.7%

どちらかというと

活用していない

21.3%

どちらかというと

活用している

53.5%

Ｎ＝127

非該当＝4
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居宅介護支援 

［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ａ） 

 サービスの自己評価は、「定期的に実施している」、「定期的でないが実施したことがある」を合わ

せると 65.6％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問15-a　自己評価

不明・無回答

1.5%

定期的に実施している

41.2%

定期的ではないが

実施したことがある

24.4%

実施したことはないが、

今後実施を

検討している

26.7%

実施したことがなく、

今後も実施の予定はない

6.1%

Ｎ＝131

 
 
［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ｂ） 

 事業所で提供しているサービスについての自己評価の頻度については、「１年に１回程度」が最

も多く 51.9％であった。 

 
  数年に 1

回程度 

１年に1回

程度 

半年に 1

回程度 

1 ヵ月に 1

回以上 

不 明 ・ 無

回答 

該当者

回答数 2 28 23 0 1 54

％ 3.7% 51.9% 42.6% 0.0% 1.9% 100.0%

 
 
［第三者評価］（問 16－ａ） 

 第三者評価（監査を除く）は、「定期的に受けている」、「定期的ではないが受けたことがある」を

合わせると 23.7％であった。一方、「受けたことはないが、今後受けることを検討している」は 40.5％

であった。なお、「受けたことがなく、今後も受ける予定はない」は 32.1％であった。 

 
 
 

 問16-a　第三者評価

受けたことはないが、

今後受けることを

検討している

40.5%

定期的に受けている

14.5%

定期的ではないが

受けたことがある

9.2%

受けたことがなく、

今後も受ける予定はない

32.1%

不明・無回答

3.8%

Ｎ＝131
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居宅介護支援 

［第三者評価］（問 16－ｂ） 

 第三者評価を受ける頻度については、「１年に１回以上」が最も多く 73.7％であった。 

 

  4～5 年

に 1 回

程度 

2～3 年

に 1 回

程度 

1 年に 1

回以上 

不明・ 

無回答 

該当者

回答数 0 3 14 2 19

％ 0.0% 15.8% 73.7% 10.5% 100.0%

 
 
［利用者満足度の把握］（問 17－ａ） 

 利用者満足度の把握は、「日常的に、「利用者の声」を集める工夫をしている」が 41.2％、「職員

が受け止めた利用者の声を管理者等に集約する仕組みがある」が 29.8％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問17-a　利用者満足度の把握

17.6%

17.6%

41.2%

29.8%

23.7%

2.3%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者満足度調査を定期的に実施している

利用者満足度調査を定期的ではないが実施したことがある

日常的に、「利用者の声」を集める工夫をしている

職員が受けた利用者の声を管理者等に集約する仕組みがある

特に利用者満足度の把握はしていない

その他

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝131

 
［利用者満足度の把握］（問 17－ｂ） 

 利用者満足度調査を定期的に実施している頻度については、「１年に１回程度」が最も多く 39.1％
であった。 
 

  数年に 

１ 回 程

度 

1 年に 

１ 回 程

度 

半年に 

１ 回 程

度 

１ヵ月に

１ 回 以

上 

不明・ 

無回答

該当者

回答数 1 9 7 6 0 23

％ 4.3% 39.1% 30.4% 26.1% 0.0% 100.0%
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居宅介護支援 

［利用者満足度の把握］（問 17－ｃ）  

 利用者満足度の把握については、「満足度は平均的」が最も多く 50.4％であった。 

 

  満 足 度

は 高 い

ほう 

満 足 度

は 平 均

的 

満 足 度

は 低 い

ほう 

わ か ら

ない 

不明・無

回答 

合計 

回答数 29 66 4 12 20 131

％ 22.1% 50.4% 3.1% 9.2% 15.3% 100.0%

 
 
［サービス改善に向けた課題の議論］（問 18） 

 サービス改善に向けた課題の議論への取り組みは、多い順では「現場の職員と管理者が集まって

課題について話し合う場がある」77.9％、「日常的に管理者が現場の職員の意見を口頭もしくは文書

などで吸い上げる仕組みがある」44.3％、「現場の職員だけが集まって課題について話し合う場があ

る」26.0％、「管理者だけが集まって課題について話し合う場がある」22.1％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問18　サービス改善に向けた課題の議論

77.9%

44.3%

22.1%

26.0%

6.1%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場の職員と管理者が集まって課題について

話し合う場がある

日常的に管理者が現場の意見を口頭もしくは文書などで

吸い上げる仕組みがある

管理者だけが集まって課題について

話し合う場がある

現場の職員だけが集まって課題について

話し合う場がある

いずれも取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝131
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居宅介護支援 

Ⅲ.サービスの質の向上に向けて貴事務所が重要だと考える取り組み 

［サービスの質の向上のために重要だと思う取り組み］（問 19） 

 サービスの質の向上のために重要だと思う取り組みでは、多い順に「利用者満足度の把握」59.5％、

「現場で職員の管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成」56.5％、「職員に対する

OJT の充実」55.7％、「管理者の資質向上」54.2％、「地域における関係機関とのネットワークの構

築」51.9％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問19　サービスの質向上に重要な取り組み

56.5%

55.7%

54.2%

51.9%

45.0%

44.3%

41.2%

38.2%

35.9%

35.9%

33.6%

33.6%

32.8%

28.2%

27.5%

23.7%

2.3%

0.0%

0.0%

59.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者満足度の把握

現場で職員の管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成

職員に対するＯＪＴの充実

管理者の資質向上

地域における関係機関とのネットワークの構築

職員に対する自己啓発支援の充実

事業所全体でのサービス改善に向けた課題の議論

各種マニュアルの整備

職員に対するＯｆｆ－ＪＴの充実

新人への集中的な教育・指導

自己評価の実施

職員の目標管理の実施

職員の能力評価の実施

十分な職員数の確保

事業所全体の業務分担の明確化

事業者（親法人）による事業所のサポートの充実

第三者評価の実施

不明・無回答

特に重要だと思うものはない

その他

【複数回答】

Ｎ＝131

 

Ⅳ.貴事務所の概要 

［法人格等］（問 20） 

 事業所の設立母体で、最も多かったものは「医療法人」29.0％で、次いで「株式会社、有限会社

等の営利法人」26.0％、「社会福祉法人（社会福祉協議会を除く）」19.8％、「社会福祉協議会」9.2％

の順であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 問20　事業所の設立母体

社会福祉法人

（社会福祉協議会を除く）

19.8%

地方自治体

2.3%
その他

0.8%
不明・無回答

0.8%

民法法人

（社団、財団）

4.6%

特定非営利

活動法人

（ＮＰＯ法人）

3.1%

生活共同組合・

農業共同組合

4.6%

医療法人

29.0%

株式会社、有限会社等

の営利法人

26.0%

社会福祉協議会

9.2%

Ｎ＝131
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居宅介護支援 

［法人全体の事業所数］（問 21） 

 同一法人内の他の事業所を「持っている」は 86.3％で、さらにその中で最も多かったものは「2

～5事業所」61.9％であった。 

 

事業所数

61.9%

14.2%

13.3%

8.8%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2～5事業所

6～9事業所

10～29事業所

30事業所以上

不明・無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問21　同一法人内の

他の事業所の有無

不明・

無回答

7.9%

持って

いない

11.5%

持って

いる

86.3%
Ｎ＝131

 
［実施している介護関連サービス］（問 22） 

 居宅介護支援事業者が実施している介護関連サービスは、多い方から「訪問介護」52.7％、「通所

介護」44.3％、「訪問看護」19.8％、「介護老人福祉施設」15.3％の順であった。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問22　実施している介護関連サービス

52.7%

13.0%

19.8%

44.3%

9.9%

3.8%

15.3%

11.5%

10.7%

2.3%

21.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

通所介護

福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

障害者を対象としたサービス

児童を対象としたサービス

上記以外の介護関連サービス

Ｎ＝131

【複数回答】

（上記以外の介護関連サービス）の主な内容 

保険外たすけあいサービス 

ケア輸送サービス 

在宅介護支援センター 

生活支援ハウス 

－202－ 



 
居宅介護支援 

［設立年月］（問 23） 

 設立年月については、介護保険制度導入後の「2000 年代」が最も多く 71.0％であった。 

 

  1949 年

以前 

1950 年

代 

1960 年

代 

1970 年

代 

1980 年

代 

1990 年

代 

2000 年

代 

不明・ 

無回答

合計 

回答数 2 0 0 1 0 23 93 12 131 

％ 1.5% 0.0% 0.0% 0.8% 0.0% 17.6% 71.0% 9.2% 100.0% 

 
［居宅介護支援のケアプラン作成数］（問 24） 

 １ヶ月あたりのケアプラン作成数で最も多かったものは「36 件以上 70 件以下」で 36.6％、次い

で「35 件以下」26.7％、「106 件以上 200 件以下」17.6％、「71 件以上 105 件以下」12.2％の順であ

った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問24　居宅介護支援のケアプラン作成数

501件以上

0.0%
不明・無回答

1.5%301件以上

400件以下

0.0%

401件以上

500件以下

0.0%

201件以上

300件以下

5.3%

106件以上

200件以下

17.6%

71件以上

105件以下

12.2%

36件以上

70件以下

36.6%

35件以下

26.7%

Ｎ＝131

 
 
［経営の効率性］（問 25） 

 経営の効率性については、「効率は悪くなった」が最も多く 48.9％であった。 

 
  効 率 が 良 く

なった 

変化なし 効 率 は 悪 く

なった 

わからない 不 明 ・ 無 回

答 

合計 

回答数 15 37 64 10 5 131 

％ 11.5% 28.2% 48.9% 7.6% 3.8% 100.0% 

 
 
［職員数］（問 26） 

 賃金を支払う職員の実人数については、「10 人未満」が最も多く 82.4％であった。 

 

  10 人未満 10 人以上 

50 人未満 

50 人以上 

100 人未満

100 人以上 不 明 ・ 無 回

答 

合計 

回答数 108 18 2 1 2 131 

％ 82.4% 13.7% 1.5% 0.8% 1.5% 100.0% 
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居宅介護支援 

［常勤職員（実人数）の割合］ 

 そのうち常勤職員の割合については、「100％」が 50.4％、「80～89％」が 8.4％であった。 

 

  0％ 1～9％ 10～ 

19％ 

20～ 

29％ 

30～

39％

40～

49％

50～

59％

60～

69％

70～

79％

80～ 

89％ 

90～ 

99％ 

100％ 不明・

無回答

回答数 2 5 4 4 7 1 7 6 10 11 2 66 6

％ 1.5% 3.8% 3.1% 3.1% 5.3% 0.8% 5.3% 4.6% 7.6% 8.4% 1.5% 50.4% 4.6%

 
  合計 

回答数 131 

％ 100.0% 

 
［職員の定着状況］（問 27－ａ） 

 職員の定着状況では、多い方から「定着率は低くない」78.6％、「定着率が低く困っている」10.7％、

「定着率は低いが特に困っていない」6.9％の順であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

定着率は低いが

特に困っていない

6.9%

定着率が低く

困っている

10.7%
不明・無回答

3.8%

定着率は低くない

78.6%

問27－ａ　職員の定着状況

Ｎ＝131

 
 
［職員の退職状況］（問 27－ｂ） 

 職員の退職状況について、「10 人採用すると 1 年後にはどれくらい辞めていますか」という質問

に対し、多いところは「0人」が 40.5％、「1人」が 18.3％、「3人」が 6.9％であった。 

 

  0 人 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 7 人 8 人 9 人 10 人 不明・

無回答

合計

回答数 53 24 6 9 2 3 0 1 3 0 2 28 131

％ 40.5% 18.3% 4.6% 6.9% 1.5% 2.3% 0.0% 0.8% 2.3% 0.0% 1.5% 21.4% 100.0%
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居宅介護支援 

－205－ 

［職員の採用状況］（問 28－ａ） 

 職員の採用状況について、「募集しても応募者がいない」が 35.1％、「応募があるが望ましい人が

こない」が 21.4％であった。 

 
  十分に応募

があり望ま

しい人が採

用されてい

る 

応募がある

が望ましい

人がこない 

募 集 し て も

応募者がい

ない 

その他 不明・ 

無回答 

合計 

回答数 16 28 46 34 7 131

％ 12.2% 21.4% 35.1% 26.0% 5.3% 100.0%

（その他）の主な内容 

特に採用の予定なし、募集の必要がない、公募していない 

居宅介護支援事業所としての採用はしていない 

 
 
 
［職員の確保状況］（問 28－ｂ） 

 職員の確保状況について、「適当」が 49.6％、「やや不足」が 33.6％であった。 

 
  大 い に

過剰 

や や 過

剰 

適当 や や 不

足 

大 い に

不足 

不明・無

回答 

合計 

回答数 0 8 65 44 10 4 131

％ 0.0% 6.1% 49.6% 33.6% 7.6% 3.1% 100.0%

 



 
居宅介護支援 

自由記入欄の記載内容         
 
＜記入者属性＞ 
当該サービス系管理者・スタッフ 
主任・係長 
介護支援専門員 
       
Ⅰ 事業所における職員の資質向上への取り組み等（内容やかかるコストも含む） 
           
（１）全体方針・課題について        

○少人数事業所であるため、内部研修だけでは当然限界がある。外部研修に参加する

ようにしているが、内容や講師にばらつきがあるのが悩み。    
○ケアマネは看護職・介護職出身が多く、そこで行き詰っていると感じる。  
○地域毎にネットワークを形成し、質の向上の方策等を共有する仕組みがほしい。 

     
（２）仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（OJT）について   

記入なし         
     
（３）事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）について   
 ①Off-JT の考え方         

○臨時登録ヘルパーが多く、研修の機会をつくるのが難しい。    
○当事者参加型の研修はとても重要と思っている。    

     
 ②内部研修          

記入なし  
        

 ③外部研修          
○内部研修は年間を通じて必要な項目について実施できるが、質の高い研修内容を 

求めようとすると外部研修に求めざるを得ない。事業所の求めるテーマに合致する

ことが必要なため、予め年間の研修テーマ・内容がわかるとよい。   
○居宅介護支援専門団体や福祉事業者団体の研修に参加させているが、仕事にたいへ

ん役立っている。職務について正しい知識を持つことは人格の育成にも有効。  
○研修の回数や内容は充実していると思うが、開催場所を広範囲にして欲しい。  
○認知症に関するケアについて、実践例を交えた研修を希望。    
○介護支援専門員の現任研修が義務化され、職員が研修を受講する際、スケジュール

－206－ 



 
居宅介護支援 

調整に難儀をしている。 
○職員の資質向上のため、義務化されている研修は年 1回だけでなく、各都道府県の 

取り組み方法について、検討が必要ではないか。     
○介護支援専門員の資質向上と適正なケアマネジメントが求められている。特に自立

支援の考え方に沿った適切なケアプランの作成と、その背景・理念等の基本的な考

え方が十分に理解されること、チームケアとして情報の共有を図り連携につとめて

いくことなどの課題も多い。       
○介護支援専門員の個人差をなくし、底上げが図れる実務的な研修が望まれる。  
○現場の介護支援専門員の多くは、福祉の現場を経て相談業務に入っていることから、

我流になりやすく、社会福祉援助技術・対人援助技術など、専門的な研修の機会を

望む。          
○スーパービジョン、ソーシャルワーク、事例給付などのテーマを希望する。 

          
（４）自己啓発・意識づけについて        

○中堅リーダーの育成や管理者の自己研鑚が課題と考えている。    
○社会福祉従事者であるという意識が、年配のヘルパーになるにつれて希薄になって

いる。          
○職員のモチベーションサポートマネジメントについてや、介護支援専門員に対する

国民認識、社会的地位（貢献度）の調査結果を知りたい。   
     

Ⅱ 事業所におけるサービスの質の向上のための取り組みの方策について（内容やかかる

コストも含む）         
職員の能力評価、職員の目標管理、マニュアルの整備、サービスについての自己評価、第

三者評価、利用者満足度の把握、サービス改善に向けた課題の議論について 等 
     
 記入なし        
      
Ⅲ サービスの質の向上に向けて事業所が重要と考える取り組みテーマ・課題について 
           

○平成 18 年の改正から監査の書類作りをしているようで、介護支援専門員として福祉

の仕事をしているという実感が湧かない。もっと老人や障害者の人の悩みをじっく

り聞き安心できるような事業所にしたいが、業務に追われ、ゆとりのない日々を送

っている。        
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－208－ 

Ⅳ 事業所の現状について        
法人格等、法人全体の事業所数、実施している介護関連サービス、設立年月、規模（売上

高、定員等）、経営の効率性、職員数、職員の定着状況、職員の採用・確保状況、派遣労働

者の活用状況  
         

○経営者と管理者を兼ねており、その他職員はいない     
○こつこつと個を大切にしながらいい仕事をしているという自信はある。英会話教室

を併設し、高齢者と子どもとの交流もできる場づくりも行っている。  
           

Ⅴ 「その他、課題だと思っていることや意見、要望等」    
  

○予防給付の介護計画が複雑であり時間を要する。手間の割には報酬は少なく事業所

として経営も困難となっている状況である。もう少し簡単にできないのか、本当に

利用者が実施しているのか、疑問である。厚労省に一考を望む。  
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Ⅰ.貴事務所における職員の資質向上への取り組み等 

（1） 教育研修全般について 

［職員の資質向上への取り組み状況］（問 1） 

 職員の資質向上への取り組み状況は、同業同規模の事業所に比べて、「充実している」、「どちらか

といえば充実している」を合わせると 39.6%であった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［教育・研修計画］（問 2） 

計画の立案［問 2－ａ］ 

 「教育・研修計画は立てていない」事業所が 16.8％あった。 

 
  問2－ａ　計画の立案

 
 
 65.8%

 
 30.2%

 
 16.8%

 
1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

各事業所で計画を立てている

事業者（親法人）で計画をたてている

（1法人多事業所の場合のみ）

教育・研修計画は立てていない

不明・無回答

【複数回答】

 
 
 

Ｎ＝149

 問1　事業所の取り組み状況

不明・無回答

2.0%
劣る

2.7%

どちらかといえば劣る

15.4%

同じ程度

40.3%

どちらかといえば

充実している

30.2%

充実している

9.4%

Ｎ＝149
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教育・研修の期間［問 2－ｂ］ 

 教育・研修計画の期間は「1年」が最も多く、63.7％であった。 

 
  複数年 1 年 半年～1

年未満 

半年未満 不明・ 

無回答

該当者 

回答数 15 79 8 18 4 124

％ 12.1% 63.7% 6.5% 14.5% 3.2% 100.0%

 
 
教育・研修計画の記載項目［問 2－ｃ］（複数回答） 

 教育・研修計画の記載項目で、「教育・研修担当者」があるのは 42.7%であった。 

 
  目的 テーマ・内

容 

対象者 お お よ そ

の実施時

期 

教 育 ・ 研

修担当者

その他 不明・ 

無回答

回答数 80 113 81 74 53 3 3

％ 64.5% 91.1% 65.3% 59.7% 42.7% 2.4% 2.4%

（その他）の主な内容 

研修計画の評価 
 
 
教育・研修計画への意見・要望［問 2－ｄ］ 

 教育・研修計画への職員からの意見・要望を聞く「機会はあった」のは 81.5%であった。 

 
  機会はあっ

た 

機会はな

かった 

不明・ 

無回答 

該当者 

回答数 101 20 3 124

％ 81.5% 16.1% 2.4% 100.0%

 
 
計画の実施［問 2－ｅ］ 

 計画の実施は、「ほぼ実施できた」、「だいたい実施できた」を合わせると 87.9％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問２－ｅ　計画の実施

ほぼ実施できた

17.7%

だいたい実施できた

70.2%

実施できなかった

8.9%

不明・無回答

3.2%

Ｎ＝124

非該当＝25
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（2） 仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）について 

［仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）の実施状況］（問 3） 

 介護職員（常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」が 65.8％で最も多かった。なお、「不明・

無回答」は、6.0％であった。介護職員（非常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」が 49.3％で

最も多かった。なお、「不明・無回答」は、11.1％であった。 

 介護職員の OJT の実施は、「上司以外の指導担当者をつける」以外は、（常勤）の方が（非常勤）

より、よくなされていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問3　OJT実施状況－介護職員

65.8%

34.2%

55.0%

36.2%

1.3%

2.0%

6.0%

49.3%

34.7%

44.4%

29.9%

0.7%

3.5%

11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

部下指導を上司の役割とする

上司以外の指導担当者をつける

育成を考えて仕事を与える

指導マニュアルを作成する

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

介護職員（常勤） 介護職員（非常勤）

【複数回答】

介護職員（常勤）Ｎ＝149

介護職員（非常勤） N=144　非該当＝5

 
 看護職員（常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」が 63.1％で最も多かった。なお、「不明・

無回答」は、9.4％であった。 

 看護職員（非常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」が 42.6％で最も多かった。なお、「不明・

無回答」は、25.4％であった。 

 看護職員の OJT の実施は、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問3　OJT実施状況－看護職員

63.1%

26.2%

2.7%

25.4%

8.7%

18.8%

40.9%

9.4%

42.6%

16.4%

28.7%

18.9%

0.8%

9.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

部下指導を上司の役割とする

上司以外の指導担当者をつける

育成を考えて仕事を与える

指導マニュアルを作成する

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

看護職員（常勤） 看護職員（非常勤）

【複数回答】

看護職員（常勤）Ｎ＝149

看護職員（非常勤） N=122　非該当＝27
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（3） 事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off－ＪＴ）について 

［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）の実施状況］（問 4） 

 介護職員（常勤）は 99.3％が Off-JT を実施していた。その中で 23.6％が対象者の「8 割以上」

受講していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況

　　介護職員（常勤）

あり

99.3%

なし

0.0%

不明・無

回答

0.7%

Ｎ＝149

 受講者の割合

23.6%

25.0%

25.0%

25.0%

0.7%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 
 介護職員（非常勤）は 56.9％が Off-JT を実施していた。その中で 20.7％が対象者の「8割以上」

受講していた。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況

　　介護職員（非常勤）

あり

56.9%

なし

34.7%

不明・無

回答

8.3%

Ｎ＝144

非該当＝5

 受講者の割合

20.7%

15.9%

20.7%

37.8%

2.4%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 看護職員（常勤）は 96.6％が Off-JT を実施していた。その中で 30.6％が対象者の「8 割以上」受

講していた。 

 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況

　　看護職員（常勤）

あり

96.6%

なし

2.7%

不明・無

回答

0.7%

N=149 

 受講者の割合

30.6%

28.5%

13.9%

23.6%

2.1%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答
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 看護職員（非常勤）は 41.8％が Off-JT を実施していた。その中で 19.6％が対象者の「8割以上」

受講していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況

　　看護職員（非常勤）

あり

41.8%

なし

43.4%

不明・無

回答

14.8%

Ｎ＝122

非該当＝27

 受講者の割合

19.6%

9.8%

27.5%

31.4%

5.9%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 

 

 管理者は 94.0％が Off-JT を実施していた。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況

　　管理者

あり

94.0%

なし

4.0%

不明・無

回答

2.0%

Ｎ＝149

 
［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）の記録内容］（問 5） 

＜内部での教育・研修＞（複数回答） 

 内部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については 55.0％が記

録していた。 

 

  研修は実

施 し て い

な い ・ 参

加 さ せ て

いない 

目的 開催日時 参 加 人

数 ・ 参 加

者氏名 

講師、研

修担当者

テ ー マ ・

内容 

資料 参加者の

感想文や

レポート、

ア ン ケ ー

トなど 

記録は特

に 残 し て

いない 

不明・ 

無回答

回答数 3 109 124 118 117 124 119 82 0 20

％ 2.0% 73.2% 83.2% 79.2% 78.5% 83.2% 79.9% 55.0% 0.0% 13.4%
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＜外部での教育・研修＞（複数回答） 

 外部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については 80.5％が記

録していた。 

 
  研修は実

施 し て い

な い ・ 参

加 さ せ て

いない 

目 的 開催日時 参 加 人

数 ・ 参 加

者氏名 

講 師 、 研

修担当者

テ ー マ ・

内容 

資 料 参加者の

感想文や

レポート、

ア ン ケ ー

トなど 

記録は特

に 残 し て

いない 

不 明 ・ 無

回答 

回答数 0 123 131 124 126 131 120 120 1 17

％ 0.0% 82.6% 87.9% 83.2% 84.6% 87.9% 80.5% 80.5% 0.7% 11.4%

 
［事業所の指示により職員を参加させた外部研修の主催者］（問 6） 

 外部の教育・研修の主催者は、「社会福祉協議会」35.6％、「事業者団体」19.5％、「行政」10.1％

の順で多かった。 

 
  行 政 社会福祉

協議会 

事業者団

体 

医療関係

機関 

左記（1～

4）以外の

民間研修

機関 

その他 職員を外

部研修に

は参加さ

せ て い な

い 

不明・ 

無回答 

合 計 

回答数 15 53 29 1 3 6 0 42 149 

％ 10.1% 35.6% 19.5% 0.7% 2.0% 4.0% 0.0% 28.2% 100.0% 

（その他）の主な内容 

全国老人施設協議会（全老施協） 
県老人福祉施設協議会 
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［事業所の指示による仕事現場を離れた教育・研修（Off-JT）に対する賃金等の支払］（問 7） 

 介護職員（常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 82.6％、「参加にかかる交通費を支

払った」が 83.9％、「いずれも支払っていない」が 2.0％であった。なお、介護職員（常勤）は他の

職種に比べて、「教育・研修時間の賃金を支払った」や「参加にかかる交通費を支払った」の割合が

最も高かった。介護職員（非常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 44.4％、「参加にか

かる交通費を支払った」が 41.7％、「いずれも支払っていない」が 2.1％であった。 

 介護職員の Off-JT に対する賃金や交通費の支払いは、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなさ

れていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－介護職員

82.6%

83.9%

2.0%

27.8%
0.0%

1.3%

2.1%

44.4%

41.7%

18.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

介護職員（常勤） 介護職員（非常勤）

【複数回答】

介護職員（常勤） Ｎ＝149
介護職員（非常勤） N=144　非該当＝5

 
 看護職員（常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 80.5％、「参加にかかる交通費を支

払った」が 81.2％、「いずれも支払っていない」が 1.3％であった。看護職員（非常勤）は、「教育・

研修時間の賃金を支払った」が 35.2％、「参加にかかる交通費を支払った」が 30.3％、「いずれも支

払っていない」が 0.8％であった。 

 看護職員の Off-JT に対する賃金や交通費の支払いは、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなさ

れていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－看護職員

80.5%

81.2%

1.3%

29.5%

31.1%

1.3%

2.7%

30.3%

0.8%

35.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

看護職員（常勤） 看護職員（非常勤）

【複数回答】

看護職員（常勤） Ｎ＝149

看護職員（非常勤） N=122　非該当＝27
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 管理者は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 77.2％、「参加にかかる交通費を支払った」が

75.8％、「いずれも支払っていない」が 3.4％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－管理者

3.4%

1.3%

6.7%

77.2%

75.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

【複数回答】

（4） 自己啓発について 

［自己啓発にかかる費用の助成］（問 8） 

 自己啓発にかかる費用の助成は、介護職員（常勤）が 33.6％で最も多く、次いで看護職員（常勤）

24.2％の順であった。なお、「費用の助成は行っていない」は、58.4％と最も高かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問8　自己啓発への助成

24.2%

9.0%

20.8%

6.7%

33.6%

13.9%

58.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護職員（常勤）N=149

介護職員（非常勤）N=144

非該当＝5

看護職員（常勤）N=149

看護職員（非常勤）N=122

非該当＝27

管理者N=149

費用の助成は行っていない

N=149

不明・無回答N=149

【複数回答】
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（5） 職員の資質向上への取り組みのテーマについて 

［職員の資質向上への取り組みのテーマ］（問 9） 

 資質向上への取り組みのテーマで、多い順に「介護技術（身体介護・生活援助・介護予防）」84.6％、

「医療・保健に関する知識（感染症・食中毒に関する知識を含む）」81.9％、「認知症及び認知症ケ

アに係わる知識・技術」「身体拘束等の排除のための取り組み」が、いずれも 81.2％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問9　職員の資質向上への取り組みのテーマ

84.6%

81.9%

81.2%

81.2%

66.4%

63.8%

63.8%

49.0%

30.9%

28.9%

22.1%

18.1%

18.1%

2.0%

0.7%

55.7%

55.0%

42.3%

39.6%

38.9%

35.6%

32.9%

32.2%

15.4%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護技術（身体介護・生活援助・介護予防）

医療・保健に関する知識（感染症・食中毒に関する知識を含む）

認知症及び認知症ケアに係わる知識・技術

身体拘束等の排除のための取り組み

相談・苦情・事故（緊急時）対応

接遇

介護保険制度に関する知識

非常災害時の対応

ターミナルケア、精神的ケア

アセスメント、施設サービス計画作成に関する知識

事業理念・運営方針など

権利擁護、成年後見に関する知識

倫理及び法令遵守・プライバシー保護

情報共有、記録・報告・連絡方法

機能訓練

事例検討・ロールプレイ

人事・労務管理

リーダーシップ、組織マネジメント

対人援助技術（スーパービジョンの実施）

予算・売上管理

福祉用具の活用方法

障害に関する知識

その他

不明・無回答

特に何も取り組まなかった

【複数回答】

N=149 

（その他）の主な内容 

業務標準化マニュアルの作成・活用 
レクリエーションの実務 
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（6） 「介護サービス情報の公表」研修項目ごとの職員の資質向上への取り組みについて 

［「介護サービス情報の公表」の研修項目を中心とした個別の取り組み］（問 10） 

 
介護技術全般 

 介護技術全般で、多い順に「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」80.5％、「会議等の集合機会を

利用し職員に周知」71.1％、「外部での教育・研修に職員を派遣」70.5％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－介護技術全般

64.4%

71.1%

80.5%

43.6%

61.7%

45.0%

70.5%

0.7%

2.7%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

 
認知症及び認知症ケア 

 認知症及び認知症ケアで、多い順に「外部での教育・研修に職員を派遣」75.8％、「仕事の現場の

中で上司や先輩が指導」60.4％、「会議等の集合機会を利用し職員に周知」52.3％、「内部での教育・

研修を実施」51.0％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－認知症及び認知症ケア

51.0%

52.3%

60.4%

20.1%

40.3%

26.2%

75.8%

0.7%

5.4%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】
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利用者のプライバシーの保護 

 利用者のプライバシーの保護で、多い順に「会議等の集合機会を利用し職員に周知」60.4％、「内

部での教育・研修を実施」52.3％、「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」44.3％、「マニュアルの

作成・整備」42.3％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－利用者のプライバシーの保護

52.3%

60.4%

44.3%

11.4%

42.3%

26.8%

32.2%

0.0%

7.4%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

N=149 

 
倫理及び法令遵守 

 倫理及び法令遵守で、多い順に「会議等の集合機会を利用し職員に周知」51.0％、「内部での教育・

研修を実施」43.0％、「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」33.6％、「マニュアルの作成・整備」

30.2％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－倫理及び法令遵守

43.0%

51.0%

33.6%

8.1%

30.2%

18.1%

22.1%

0.7%

10.7%

8.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

N=149 
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［その他の取り組み］（複数回答） 

 その他の研修項目である「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止」、「事故の発生又はその再

発防止」、「事故の発生等緊急時の対応」についても、「会議やミーティング等の集合機会を利用し、

職員に周知」、「内部での教育・研修を実施」「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」、「マニュアルの

作成・整備」が多かった。 

 
  内 部 で

の 教

育・研修

を実施 

会 議 や

ミ ー テ

ィ ン グ

等 の 集

合 機 会

を 利 用

し、職員

に周知 

仕 事 の

現 場 の

中 で 上

司 や 先

輩 が 指

導 

数 名 の

チ ー ム

で の 活

動 

マ ニ ュ

ア ル の

作成・整

備 

日 常 的

に マ ニ

ュ ア ル

や 手 引

書 を 活

用 

外 部 で

の 教

育・研修

に 職 員

を派遣 

その他 取 り 組

ん で い

ない 

不明・ 

無回答 

感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止 103 112 86 62 100 79 103 0 3 4

％ 69.1% 75.2% 57.7% 41.6% 67.1% 53.0% 69.1% 0.0% 2.0% 2.7%

医療 67 62 67 23 55 41 75 1 12 14

％ 45.0% 41.6% 45.0% 15.4% 36.9% 27.5% 50.3% 0.7% 8.1% 9.4%

ターミナルケア 69 64 50 28 72 36 69 0 25 12

％ 46.3% 43.0% 33.6% 18.8% 48.3% 24.2% 46.3% 0.0% 16.8% 8.1%

精神的ケア 45 60 60 18 31 21 49 0 31 20

％ 30.2% 40.3% 40.3% 12.1% 20.8% 14.1% 32.9% 0.0% 20.8% 13.4%

身体拘束等の排除のための取り

組み 89 106 78 66 81 55 82 2 5 3

％ 59.7% 71.1% 52.3% 44.3% 54.4% 36.9% 55.0% 1.3% 3.4% 2.0%

事故の発生又はその再発防止 88 107 85 64 83 61 64 0 3 2

％ 59.1% 71.8% 57.0% 43.0% 55.7% 40.9% 43.0% 0.0% 2.0% 1.3%

事故の発生等緊急時の対応 76 97 78 42 92 70 49 0 7 6

％ 51.0% 65.1% 52.3% 28.2% 61.7% 47.0% 32.9% 0.0% 4.7% 4.0%

非常災害時の対応 93 85 55 33 86 54 43 0 6 4

％ 62.4% 57.0% 36.9% 22.1% 57.7% 36.2% 28.9% 0.0% 4.0% 2.7%

非常災害時の避難、救出等に関

する訓練 109 74 51 37 79 51 43 4 6 4

％ 73.2% 49.7% 34.2% 24.8% 53.0% 34.2% 28.9% 2.7% 4.0% 2.7%
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［研修の資料］（問 10-1）（複数回答） 

 研修の資料については、どの研修項目についても「内部で作成した資料・マニュアル等」が 6割

以上を占めた。「外部で作成した資料・テキスト等」が多かったものは、「認知症及び認知症ケア」、

「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止」、「ターミナルケア」などで 5割を超えていた。 

 
  内部で作成し

た資料・マニュ

アル等 

外部で作成し

た 資 料 ・ テ キ

スト等 

資料は使わな

かった 

不明・無回答 

介護技術全般 100 57 6 5 

％ 79.4% 45.2% 4.8% 4.0% 

認知症及び認知症ケア 64 64 4 3 

％ 61.5% 61.5% 3.8% 2.9% 

感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止 102 79 1 3 

％ 78.5% 60.8% 0.8% 2.3% 

医療 61 40 3 8 

％ 69.3% 45.5% 3.4% 9.1% 

ターミナルケア 72 46 3 2 

％ 80.9% 51.7% 3.4% 2.2% 

精神的ケア 44 28 7 6 

％ 62.9% 40.0% 10.0% 8.6% 

利用者のプライバシーの保護 81 42 10 8 

％ 71.7% 37.2% 8.8% 7.1% 

身体拘束等の排除のための取り組み 93 62 5 7 

％ 74.4% 49.6% 4.0% 5.6% 

倫理及び法令遵守 68 33 8 2 

％ 71.6% 34.7% 8.4% 2.1% 

事故の発生又はその再発防止 96 42 8 9 

％ 75.6% 33.1% 6.3% 7.1% 

事故の発生等緊急時の対応 100 30 3 2 

％ 87.7% 26.3% 2.6% 1.8% 

非常災害時の対応 109 29 7 1 

％ 87.9% 23.4% 5.6% 0.8% 

非常災害時の避難、救出等に関する

訓練 108 31 9 3 

％ 85.0% 24.4% 7.1% 2.4% 
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［研修の講師］（問 10-1）（複数回答） 

 研修の講師については、どの研修項目についても「内部職員が対応した」がほぼ 7割以上を占め

た。「外部の講師を招いた」が多かったものは、「非常災害時の避難、救出等に関する訓練」､「感染

症及び食中毒の予防及びまん延の防止」、「介護技術全般」、「医療」、「非常災害時の対応」、「認知症

及び認知症ケア」、「精神的ケア」などで 1割を超えていた。 

 
  内 部 職 員

が対応した

外 部 の 講

師を招いた

講師はいな

かった 

不明・ 

無回答 

介護技術全般 106 23 1 13 

％ 84.1% 18.3% 0.8% 10.3% 

認知症及び認知症ケア 76 13 4 14 

％ 73.1% 12.5% 3.8% 13.5% 

感染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止 107 24 3 13 

％ 82.3% 18.5% 2.3% 10.0% 

医療 67 14 2 13 

％ 76.1% 15.9% 2.3% 14.8% 

ターミナルケア 73 8 3 10 

％ 82.0% 9.0% 3.4% 11.2% 

精神的ケア 48 7 3 14 

％ 68.6% 10.0% 4.3% 20.0% 

利用者のプライバシーの保護 90 4 6 14 

％ 79.6% 3.5% 5.3% 12.4% 

身体拘束等の排除のための取り組み 101 3 5 19 

％ 80.8% 2.4% 4.0% 15.2% 

倫理及び法令遵守 80 2 4 10 

％ 84.2% 2.1% 4.2% 10.5% 

事故の発生又はその再発防止 100 9 6 17 

％ 78.7% 7.1% 4.7% 13.4% 

事故の発生等緊急時の対応 94 9 4 10 

％ 82.5% 7.9% 3.5% 8.8% 

非常災害時の対応 104 16 3 11 

％ 83.9% 12.9% 2.4% 8.9% 

非常災害時の避難、救出等に関する訓練 94 39 4 10 

％ 74.0% 30.7% 3.1% 7.9% 
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（7） 新人職員への教育・指導について 

［新人職員指導］（問 11－ａ） 

 新人介護職員（常勤）では、多い順に「指導担当者をつける」75.2％、「採用・新任時に研修を実

施」73.8％、「仕事の現場で集中的に指導」60.4％、「仕事の与え方を考慮する」46.3％であった。

新人介護職員（非常勤）では、多い順に「指導担当者をつける」67.4％、「仕事の現場で集中的に指

導」55.6％、「採用・新任時に研修を実施」52.8％、「仕事の与え方を考慮する」47.2％であった。 

 新人介護職員への教育・指導は、「仕事の与え方を考慮する」以外は、（常勤）の方が（非常勤）

より、よくなされていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－a　新人職員指導－介護職員

6.3%

1.3%

73.8%

75.2%

46.3%

60.4%

10.7%

2.0%

1.3%

52.8%

67.4%

47.2%

55.6%

5.6%

0.7%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用・新任時に研修を実施

指導担当者をつける

仕事の与え方を考慮する

仕事の現場で集中的に指導

仕事の現場を離れてこまめにアドバイス

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

新人介護職員（常勤）

新人介護職員（非常勤）

【複数回答】

介護職員（常勤） Ｎ＝149

介護職員（非常勤） N=144　非該当＝5

 
 新人看護職員（常勤）では、多い順に「仕事の現場で集中的に指導」59.7％、「採用・新任時に研

修を実施」55.7％、「指導担当者をつける」54.4％、「仕事の与え方を考慮する」41.6％であった。

新人看護職員（非常勤）では、多い順に「指導担当者をつける」50.0％、「仕事の現場で集中的に指

導」45.9％、「採用・新任時に研修を実施」41.0％、「仕事の与え方を考慮する」37.7％であった。 

 新人看護職員への教育・指導は、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－a　新人職員指導－看護職員

59.7%

6.7%

1.3%

5.4%

8.7%

41.6%

54.4%

55.7%

13.9%

9.0%

0.8%

4.9%

45.9%

37.7%

50.0%

41.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用・新任時に研修を実施

指導担当者をつける

仕事の与え方を考慮する

仕事の現場で集中的に指導

仕事の現場を離れてこまめにアドバイス

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

新人看護職員（常勤）

新人看護職員（非常勤）

【複数回答】

看護職員（常勤） Ｎ＝149

看護職員（非常勤） N=122　非該当＝27
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［新人職員指導 集中的に教育・指導を行う期間］（問 11－ｂ） 

 新人職員指導において集中的に教育・指導を行う期間で、最も多かったのは「～1ヶ月程度」37.6％、

次いで「～3ヶ月程度」34.2％、「～半年程度」9.4％、「～1週間程度」8.7％の順であった。なお、

「集中的な教育・指導を行わない」は 2.7％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－ｂ　新人職員指導　集中的に教育・指導を行う期間

～1週間程度

8.7%

～1ヶ月程度

37.6%

～3ヶ月程度

34.2%

～半年程度

9.4%

～1年程度

3.4%

1年以上

0.7%

集中的な教育・

指導を行わない

2.7%

その他

0.0%
不明・無回答

3.4%

N=149 

 

Ⅱ.貴事務所におけるサービスの質の向上のための取り組み全般 

［職員の能力評価］（問 12） 

 職員の能力評価で、最も多かったのは介護職員（常勤）48.3％、次いで「いずれも能力を評価す

る仕組みはない」46.3％、看護職員（常勤）44.3％、介護職員（非常勤）31.9％、看護職員（非常

勤）26.2％の順であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問12　職員の能力評価

48.3%

31.9%

44.3%

26.2%

24.8%

46.3%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護職員（常勤）N=149

介護職員（非常勤）N=144

非該当=5

看護職員（常勤）N=149

看護職員（非常勤）N=122

非該当=27

管理者N=149

いずれも能力を評価する仕組みはない

N=149

不明・無回答N=149

【複数回答】
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［職員の目標管理］（問 13） 

 職員の目標管理で、最も多かったのは「チームや係りで担当する仕事についての目標」49.7％、

次いで「個人が担当する仕事についての目標」44.3％、「個人の能力開発目標」32.9％、「職員の

目標に従った管理は行っていない」30.9％の順であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問13　職員の目標管理

32.9%

44.3%

49.7%

30.9%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人の能力開発目標

個人が担当する仕事についての目標

チームや係りで担当する仕事についての目標

職員の目標に従った管理は行っていない

不明・無回答

【複数回答】

 
［各種マニュアルの整備等］（問 14－ａ） 

各種マニュアルの整備については、「各事業所で作成したものが中心」が最も多く 55.7％であっ

た。 

 

  各事業所で

作成したも

のが中心 

事業者（親

法人）で作

成したもの

が中心 

市販のもの

が中心 

事 業 所

（者）作成と

市販のもの

が同じぐら

い 

マニュアル

がない 

不明・無回

答 

合計 

回答数 83 37 4 21 0 4 149 

％ 55.7% 24.8% 2.7% 14.1% 0.0% 2.7% 100.0% 

 
 
［各種マニュアルの活用］（問 14－ｂ） 

 マニュアルの活用は、「十分に活用している」は、18.1％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問14-b　各種マニュアルの活用

十分に活用している

18.1%

どちらかというと

活用している

59.1%

どちらかというと

活用していない

17.4%

ほとんど活用していない

2.0%

不明・無回答

3.4%

Ｎ＝149
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［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ａ） 

 サービスについての自己評価は、「定期的に実施している」、「定期的ではないが実施したことがあ

る」を合わせると 64.4％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問15-a　自己評価

不明・無回答

3.4%
実施したことがなく、

今後も実施の

予定はない

6.7%

実施したことはないが、

今後実施を検討している

25.5% 定期的ではないが

実施したことがある

32.9%

定期的に実施している

31.5%

Ｎ＝149

 
 
［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ｂ） 

 事業所で提供しているサービスについての自己評価の頻度については、「１年に１回程度」が最も

多く 66.0％であった。 

 

  数 年 に 1

回程度 

1 年に 1 回

程度 

半 年 に 1

回程度 

1 ヵ月に 1

回以上 

不明・ 

無回答 

該当者 

回答数 0 31 9 0 7 47

％ 0.0% 66.0% 19.1% 0.0% 14.9% 100.0%

 
 
［第三者評価］（問 16－ａ） 

 第三者評価（監査は除く）は、「定期的に受けている」、「定期的ではないが受けたことがある」を

合わせると 35.5％であった。なお、「受けたことがなく、今後も受ける予定はない」は 19.5％であ

った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問16-a　第三者評価（監査除く）

定期的に受けている

15.4%

定期的ではないが

受けたことがある

20.1%
受けたことはないが、

今後受けることを

検討している

40.3%

受けたことがなく、

今後も受ける予定はない

19.5%

不明・無回答

4.7%

Ｎ＝149
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［第三者評価］（問 16－ｂ） 

第三者評価を受ける頻度については、「1年に 1回以上」が最も多く 69.6％であった。 

 

  4～5 年に１

回程度 

2～3 年に１

回程度 

1 年に 1 回

以上 

不明・ 

無回答 

該当者 

回答数 1 5 16 1 23

％ 4.3% 21.7% 69.6% 4.3% 100.0%

 
 
［利用者満足度の把握］（問 17－ａ） 

 利用者満足度の把握は、多い順位に「日常的に、「利用者の声」を集める工夫をしている」が 55.7％、

「職員が受け止めた利用者の声を管理者等に集約する仕組みがある」が 28.9％であった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問17-a　利用者満足度の把握

18.1%

18.1%

55.7%

28.9%

14.8%

5.4%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者満足度調査を定期的に実施している

利用者満足度調査を定期的ではないが

実施したことがある

日常的に、「利用者の声」を集める工夫をしている

職員が受け止めた利用者の声を管理者等に集約する

仕組みがある

特に利用者満足度の把握はしていない

その他

不明・無回答

【複数回答】

 
 
［利用者満足度の把握］（問 17－ｂ） 

 利用者満足度調査を定期的に実施している頻度については、「１年に１回程度」が最も多く 66.7％

であった。 

 

  数年に１回

程度 

１ 年 に １ 回

程度 

半年に１回

程度 

１ヵ月に１回

以上 

不 明 ・ 無 回

答 

該当者 

回答数 0 18 8 1 0 27

％ 0.0% 66.7% 29.6% 3.7% 0.0% 100.0%
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［利用者満足度の把握］（問 17－ｃ） 

 利用者満足度の把握については、「満足度は平均的」が最も多く 63.1％であった。 
 

  満足度は高

いほう 

満足度は平

均的 

満足度は低

いほう 

わからない 不 明 ・ 無 回

答 

合計 

回答数 25 94 4 13 13 149 

％ 16.8% 63.1% 2.7% 8.7% 8.7% 100.0% 

 
 
 
［サービス改善に向けた課題の議論］（問 18） 

 サービス改善に向けた課題の議論への取り組みは、「現場の職員と管理者が集まって課題について

話し合う場がある」77.2％、「現場の職員だけが集まって課題について話し合う場がある」65.1％、

「管理者だけが集まって課題について話し合う場がある」49.0％、「日常的に管理者が現場の職員の

意見を口頭もしくは文書などで吸い上げる仕組みがある」44.3％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問18　サービス改善に向けた課題の議論

77.2%

44.3%

49.0%

65.1%

0.7%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場の職員と管理者が集まって課題について

話し合う場がある

日常的に管理者が現場の職員の意見を口頭もしくは文書

などで吸い上げる仕組みがある

管理者だけが集まって課題について話し合う場がある

現場の職員だけが集まって課題について話し合う場がある

いずれも取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】
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Ⅲ.サービスの質の向上に向けて貴事務所が重要だと考える取り組み 

［サービスの質の向上のために重要だと思う取り組み］（問 19） 

 サービスの質の向上のために特に重要だと思う取り組みで 6割以上のものは、多い順に「現場で

職員の管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成」88.6％、「職員に対する OJT の充実」

74.5％、「利用者満足度の把握」63.1％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問19　サービスの質向上に重要な取り組み

88.6%

74.5%

63.1%

59.1%

57.0%

55.7%

53.7%

53.7%

53.0%

51.7%

49.7%

49.0%

48.3%

32.2%

31.5%

30.2%

12.8%

1.3%

0.7%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場で職員の管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成

職員に対するＯＪＴの充実

利用者満足度の把握

新人への集中的な教育・指導

各種マニュアルの整備

十分な職員数の確保

職員の目標管理の実施

自己評価の実施

事業所全体でのサービス改善に向けた課題の議論

職員に対するＯｆｆ－ＪＴの充実

職員の能力評価の実施

管理者の資質向上

職員に対する自己啓発支援の充実

事業所全体の業務分担の明確化

第三者評価の実施

地域における関係機関とのネットワークの構築

事業者（親法人）による事業所のサポートの充実

その他

特に重要だと思うものはない

不明・無回答

【複数回答】

N=149 

Ⅳ.貴事務所の概要 

［法人格等］（問 20） 

 事業所の設立母体で、最も多かったものは「社会福祉法人（社会福祉協議会を除く）」90.6％で、

次いで「地方自治体」6.7％の順であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問20　事業所の設立母体
株式会社、

有限会社等の

営利法人

0.0%

社会福祉協議会

0.7%

社会福祉法人

（社会福祉協議会を除く）

90.6%

医療法人

0.7%

特定非営利

活動法人

（ＮＰＯ法人）

0.0%

生活共同組合・

農業共同組合

0.0%

民法法人

（社団、財団）

0.0%

地方自治体

6.7%
その他

0.7%

不明・無回答

0.7%

（その他）の主な内容 

一部事務組合 
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［法人全体の事業所数］（問 21） 

 同一法人内の他の事業所を「持っている」は 87.2％で、さらにその中で最も多かったものは「2

～5事業所」で 55.4％であった。 

 

 
 問21　同一法人内の

他の事業所の有無

持ってい

る

87.2%

持ってい

ない

10.1%

不明・

無回答

7.9%

事業所数

55.4%

22.3%

20.0%

1.5%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2～5事業所

6～9事業所

10～29事業所

30事業所以上

不明・無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［実施している介護関連サービス］（問 22） 

 介護老人福祉施設が実施している介護関連サービスは、多い方から「居宅介護支援」80.5％、「通

所介護」75.8％、「訪問介護」45.0％、「上記以外の介護関連サービス」31.5％、「障害者を対象とし

たサービス」21.5％の順であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問22　実施している介護関連サービス

45.0%

10.1%

7.4%

75.8%

5.4%

6.7%

80.5%

4.7%

21.5%

2.7%

31.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

通所介護

福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護

居宅介護支援

介護老人保健施設

障害者を対象としたサービス

児童を対象としたサービス

上記以外の介護関連サービス

【複数回答】

（上記以外の介護関連サービス）の主な内容 

配食サービス 
宅老所 
生活支援ハウス 
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［設立年月］（問 23） 

 設立年月については、介護保険制度導入後の「2000 年代」が最も多く 28.2％であった。 

 

  1949 年以

前 

1950 年代 1960 年代 1970 年代 1980 年代 1990 年代 2000 年代 不明・ 

無回答 

合計 

回答数 0 2 6 20 33 40 42 6 149

％ 0.0% 1.3% 4.0% 13.4% 22.1% 26.8% 28.2% 4.0% 100.0%

 
 
［介護老人福祉施設の定員数］（問 24） 

 介護老人福祉施設の定員では、多い方から「50 人以上 70 人未満」46.3％、「70 人以上 90 人未満」

19.5％、「90 人以上 110 人未満」16.1％、「30 人以上 50 人未満」11.4％であった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問24　介護老人福祉施設の定員数

30人未満

0.7% 30人以上

50人未満

11.4%

50人以上

70人未満

46.3%

70人以上

90人未満

19.5%

90人以上

110人未満

16.1%

110人以上

130人未満

1.3%

130人以上

150人未満

2.0%

150人以上

1.3%

不明・無回答

1.3%

 
 
［経営の効率性］（問 25） 

 経営の効率性については、「効率は悪くなった」が最も多く 54.4％であった。 
 
  効率が良く

なった 

変化なし 効率は悪く

なった 

わからない 不明・ 

無回答 

合計 

回答数 28 26 81 8 6 149

％ 18.8% 17.4% 54.4% 5.4% 4.0% 100.0%

 
 
［職員数］（問 26） 

 賃金を支払う職員の実人数については、「50 人以上 100 人未満」が最も多く 53.0％であった。 

 

  10 人未満 10 人 以 上

50 人未満 

50 人 以 上

100 人未満

100 人以上 不明・ 

無回答 

合計 

回答数 0 51 79 15 4 149

％ 0.0% 34.2% 53.0% 10.1% 2.7% 100.0%
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［常勤職員（実人数）の割合］ 

 そのうち常勤職員の割合については、多いところは「70～79％」が 19.5％、「80～89％」「90～99％」

が 17.4％で、70％以上が 58.3％を占めていた。 

 
  0％ 1～9％ 10～ 

19％ 

20～ 

29％ 

30～

39％

40～

49％

50～

59％

60～

69％

70～

79％

80～ 

89％ 

90～ 

99％ 

100％ 不明・

無回答

回答数 0 1 4 4 7 9 10 23 29 26 26 6 4

％ 0.0% 0.7% 2.7% 2.7% 4.7% 6.0% 6.7% 15.4% 19.5% 17.4% 17.4% 4.0% 2.7%

 
  合計 

回答数 149 

％ 100.0% 

 
 
［職員の定着状況］（問 27－ａ） 

 職員の定着状況では、多い方から「定着率は低くない」42.3％、「定着率が低く困っている」36.2％、

「定着率は低いが特に困っていない」14.1％の順であった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

定着率が低く困っている

36.2%

定着率は低いが

特に困っていない

14.1%

定着率は低くない

42.3%

不明・無回答

7.4%

問27－ａ　職員の定着状況

 
［職員の退職状況］（問 27－ｂ） 

 職員の退職状況について、「10 人採用すると 1 年後にはどれくらい辞めていますか」という質問

に対し、多いのは「2人」が 24.2％、「3人」が 16.8％、「1人」が 16.1％であった。 

  0 人 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 7 人 8 人 9 人 10 人 不明・

無回答

合計

回答数 16 24 36 25 8 19 2 1 1 1 2 14 149

％ 10.7% 16.1% 24.2% 16.8% 5.4% 12.8% 1.3% 0.7% 0.7% 0.7% 1.3% 9.4% 100.0%
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－233－ 

［職員の採用状況］（問 28－ａ） 

 職員の採用状況について、多いところは「応募があるが望ましい人がこない」が 43.6％、「募集

しても応募者がいない」が 40.3％であった。 

 

  十分に応募が

あ り 望 ま し い

人が採用され

ている 

応募があるが

望ましい人が

こない 

募集しても応

募者がいない

その他 不明・無回答 合計 

回答数 9 65 60 6 9 149 

％ 6.0% 43.6% 40.3% 4.0% 6.0% 100.0% 

（その他）の主な内容 

年度当初は充足 
まあまあ充足 

 
 
［職員の確保状況］（問 28－ｂ） 

 職員の確保状況について、多いところは「やや不足」が 55.7％、「適当」が 30.2％であった。 

 

  大いに過剰 やや過剰 適当 やや不足 大いに不足 不明・無回

答 

合計 

回答数 0 7 45 83 11 3 149 

％ 0.0% 4.7% 30.2% 55.7% 7.4% 2.0% 100.0% 

 
 
［派遣労働者の受け入れ状況］（問 29－ａ） 

 派遣労働者の受け入れ状況については、「派遣労働者を受け入れていない」が 71.8％を占めた。 

 

  派遣労働者を受け入

れている 

派遣労働者を受け入

れていない 

不明・無回答 合計 

回答数 40 107 2 149 

％ 26.8% 71.8% 1.3% 100.0% 

 

 

［派遣労働者の活用状況］（問 29－ｂ） 

 派遣労働者の活用状況については、「今後拡大もしくは新規に導入したい」が 14.1％であった。

また、「わからない」が最も多く 40.3％を占めた。 

 

  今後拡大もし

くは新規に導

入したい 

現状維持 縮小したい わからない 不明・無回答 合計 

回答数 21 49 15 60 4 149 

％ 14.1% 32.9% 10.1% 40.3% 2.7% 100.0% 
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自由記入欄の記載内容         
 
＜記入者属性＞ 
事務長・事務局長等の事務責任者 
事務系スタッフ 
生活相談員・福祉用具専門相談員 
    
Ⅰ 事業所における職員の資質向上への取り組み等（内容やかかるコストも含む） 
    
（１）全体方針・課題について        

○研修等を大いに活用し職員の質の向上に努めたいが、現場は人手不足で思うよ

うに研修時間がとれない。        
○派遣より正職員を確保してしっかりした仕事をしていきたいが、今の報酬水準

では職員には充分な給料は出ず人手不足の改善は不可能。現場は 2：1 の人員配

置でも充分ではない。一方、報酬単価は 3：1で計算されているため、これでは

職員研修以前の問題を解決しなくてはと痛切に感じている。   
          

（２）仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（OJT）について   
記入なし         

      
（３）事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）について  
①Off-JT の考え方         

○きちんとした研修指導者が育成されような取り組み。    
○最新の介護の考え方や技術などについて受講できる環境があれば職員のスキル

アップも充実できる。       
        

②内部研修          
○職員不足で勤務時間外に時間をかけての研修する余裕がない。   
○新人研修をもっと効率的に時間をかけて行なう必要がある。   

     
③外部研修          
○職員の確保が困難になっており、優秀な人材の登用は難しい。今後は、採用後

の研修等が重要になってくると思われるので、質の向上のための研修を希望す

る。          
○研修場所が遠方であるため出席することが困難。会場を増やしてほしい。  
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○外部研修テーマについては、職員の勤務意欲が介護技法等の向上につながる実

践的なテーマが望ましい。        
○回答者が希望する外部研修として列挙したテーマは以下のとおり。   
・人への思いやり(接遇、言葉づかい、礼節)に関すること    
・認知症高齢者のケア        
・医療機関(医師)との連携（特にターミナルケアについて）    
・感染対策、水疱瘡予防       

        
（４）自己啓発・意識づけについて        

○専門学校等の学卒の質がこの数年、低いのではないか。生活を支えるための介

護に対して、生活感や熱意があまり感じられない。     
○職員の意識改革とともに高めることが大事なことと考えており、外部研修でも

取り上げてほしい。        
○定着につながる職業意識の改善などの研修がないか。   

  
Ⅱ 事業所におけるサービスの質の向上のための取り組みの方策について（内容やか

かるコストも含む）         
職員の能力評価、職員の目標管理、マニュアルの整備、サービスについての自己評価、

第三者評価、利用者満足度の把握、サービス改善に向けた課題の議論について 等 
           

○人事考課制度を取り入れて資質向上へつなげたいが、労働組合が導入に反対し

ており、ここ数年全く進展がない。       
○人事考課制度を継続している。       

 
Ⅲ サービスの質の向上に向けて事業所が重要と考える取り組みテーマ・課題につい

て   
 
○専門的技術面よりも、人として生きるために必要なことが重要。相手を感じて

動く、考えて動く等基本的であたりまえのことができない人が若い人に多い。

人間教育なのだろうが、難しい問題でもある。     
○あたりまえの事をどのように徹底するか、今できていないことをどのように徹

底していくかが重要。        
○法人全体としての教育・研修方針が明確化されていない現状が問題。   
○教育的・指導的な役割を実践できる職員（中堅職員）が減少している。指導で

きる人材がいればかなり状況はよくなると思う。     
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－236－ 

○きちんとした形でマニュアル化した指導というものを行ってきていなかったの

で、まずは指導者を育成するのが急務と考えている。    
○介護者自身の能力、経験年数の少なさのため自信を持って業務に取り組める職

員が少ない。指導する立場にある職員も同様のため、施設全体の資質向上に苦

労している。 
         

Ⅳ 事業所の現状について        
法人格等、法人全体の事業所数、実施している介護関連サービス、設立年月、規模（売

上高、定員等）、経営の効率性、職員数、職員の定着状況、職員の採用・確保状況、派

遣労働者の活用状況        
       

○地域柄、他の町へ通勤する者が多くなってきており、募集人口が少ないので、

限られた人材しか確保できず、質の向上まではいかないのが現状である。 
  

○不規則勤務のため研修を何回も開催する必要があるが、それでも出席しにくい

職員がいる。       
○覚えることが多くたいへんな仕事の割には賃金が低く、モチベーションが持続

しにくい。また、生活のために転職せざるを得ない人もいる。   
 
Ⅴ 「その他、課題だと思っていることや意見、要望等」 

 
○職員研修を充実しても定着率が低いので、資質のレベルアップにつながらない

のが実態。解決には正規職員で経営できる介護報酬が保障されるべきである。  
○介護の質の向上は当然であるが、介護保険制度の相次ぐ変更・改正により、経

営的には、殆んどの事業所がギリギリの人員配置で行っているのではないか。

財政的な理由によらず、利用者主体の改正を望む。    
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Ⅰ.貴事務所における職員の資質向上への取り組み等 

（1） 教育研修全般について 

［職員の資質向上への取り組み状況］（問 1） 

 職員の資質向上への取り組み状況は、同業同規模の事業所に比べて、「充実している」、「どちら

かといえば充実している」を合わせると 44.6%であった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問1　事業所の取り組み状況

どちらかといえば

充実している

33.9%

どちらかといえば

劣る

10.7%

同じ程度

42.9%

充実している

10.7%

不明・無回答

0.9%
劣る

0.9%

 
［教育・研修計画］（問 2） 

計画の立案［問 2－ａ］ 

「教育・研修計画は立てていない」事業所が 11.6％あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【複数回答】  問2－ａ　計画の立案

73.2%

33.9%

11.6%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

各事業所で計画を立てている

事業者（親法人）で計画をたてている

(1法人多事業所の場合のみ）

教育・研修計画は立てていない

不明・無回答

Ｎ＝112

N=112 
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教育・研修の期間［問 2－ｂ］ 

教育・研修計画の期間は「1年」が最も多く、56.6％であった。 

 
  複数年 1 年 半 年 ～ 1

年未満 

半年未満 不明・無

回答 

該当者

回答数 15 56 7 18 3 99

％ 15.2% 56.6% 7.1% 18.2% 3.0% 100.0%

 
 
教育・研修計画の記載項目［問 2－ｃ］（複数回答） 

教育・研修計画の記載項目で、「教育・研修担当者」があるのは 55.6%であった。 

 
  目的 テーマ・内容 対象者 おおよその

実施時期 

教 育 ・ 研 修

担当者 

その他 不明・無回

答 

回答数 55 85 65 63 55 5 3 

％ 55.6% 85.9% 65.7% 63.6% 55.6% 5.1% 3.0% 

（その他）の主な内容 

場所、時間 
 
 
教育・研修計画への意見・要望［問 2－ｄ］ 

教育・研修計画への職員からの意見・要望を聞く「機会はあった」が、77.8%であった。 

 
  機会はあった 機会はなかった 不明・無回答 該当者 

回答数 77 21 1 99 

％ 77.8% 21.2% 1.0% 100.0% 

 
 
計画の実施［問 2－ｅ］ 

計画の実施は、「ほぼ実施できた」、「だいたい実施できた」を合わせると 94.9％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問２－ｅ　計画の実施

実施できなかった

2.0%

だいたい実施できた

64.6%

ほぼ実施できた

30.3%

不明・無回答

3.0%

Ｎ＝99

非該当＝13
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（2） 仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）について 

［仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（ＯＪＴ）の実施状況］（問 3） 

 介護職員（常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」が 60.7％で最も多かった。なお、「不明・

無回答」は、2.7％であった。介護職員（非常勤）は、「上司以外の指導担当者をつける」が 51.9％

で最も多かった。なお、「不明・無回答」は 11.5％であった。 

 介護職員の OJT の実施は、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問3　OJT実施状況－介護職員

60.7%

44.6%

42.9%

1.0%

1.0%
0.9%

0.9%

55.4%

2.7%
11.5%

51.9%

36.5%

37.5%

45.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

部下指導を上司の役割とする

上司以外の指導担当者をつける

育成を考えて仕事を与える

指導マニュアルを作成する

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

介護職員（常勤）

介護職員（非常勤）

【複数回答】

介護職員（常勤） Ｎ＝112

介護職員（非常勤） N=104　非該当＝8

 
看護職員（常勤）は、「部下指導を上司の役割とする」が 59.8％で最も多かった。なお、「不明・

無回答」は、0.0％であった。 

  看護職員（非常勤）は、「上司以外の指導担当者をつける」が 49.5％で最も多かった。なお、「不

明・無回答」は 15.1％であった。 

 看護職員の OJT の実施は、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問3　OJT実施状況－看護職員

59.8%

0.0%

1.1%
0.9%

0.9%

36.6%

48.2%

45.5%

0.0%

31.2%

49.5%

41.9%

15.1%

36.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

部下指導を上司の役割とする

上司以外の指導担当者をつける

育成を考えて仕事を与える

指導マニュアルを作成する

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

看護職員（常勤）

看護職員（非常勤）

【複数回答】

看護職員（常勤） Ｎ＝112

看護職員（非常勤） N=93　非該当＝19
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（3） 事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off－ＪＴ）について 

［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）の実施状況］（問 4） 

 介護職員（常勤）は 96.4％が Off-JT を実施していた。その中で 17.6％が対象者の「8 割以上」

が受講していた。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況

　　介護職員（常勤）

なし

3.6%

あり

96.4%

Ｎ＝112

 受講者の割合

17.6%

25.9%

37.0%

17.6%

0.9%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 
介護職員（非常勤）は 47.1％が、Off-JT を実施していた。その中で 22.4％が対象者の「8割以上」

受講していた。 

 
 

 受講者の割合

22.4%

20.4%

30.6%

24.5%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況

　　介護職員（非常勤）

なし

42.3%

あり

47.1%

不明・無回

答

10.6%

Ｎ＝104

非該当＝8

 
 看護職員（常勤）は 94.6％が Off-JT を実施していた。その中で 20.8％が対象者の「8 割以上」

受講していた。 

 

  受講者の割合

20.8%

23.6%

34.0%

19.8%

0.9%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

不明・無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況

　　看護職員（常勤）

なし

5.4%

あり

94.6%

Ｎ＝112
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 看護職員（非常勤）は 40.9％が Off-JT を実施していた。その中で 23.7％が対象者の「8割以上」

受講していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況

　　看護職員（非常勤）

不明・

無回答

3.9%
あり

40.9%

なし

48.4%

Ｎ＝93

非該当＝19

 受講者の割合

23.7%

18.4%

26.3%

26.3%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8割以上

5～7割

2～4割

2割未満

わからない

 
管理者は 76.8％が Off-JT を実施していた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問4　Off-JT実施状況

　　管理者

あり

76.8%

不明・無回

答

8.0%

なし

15.2%

Ｎ＝112

 
 
［事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）の記録内容］（問 5） 

＜内部での教育・研修＞（複数回答） 

内部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については 46.4％が

記録していた。 

 
  研 修 は

実施して

い な い ・

参加させ

ていない 

目的 開 催 日

時 

参 加 人

数・参加

者氏名 

講師、研

修 担 当

者 

テーマ・

内容 

資料 参 加 者

の 感 想

文やレポ

ー ト 、 ア

ン ケ ー ト

など 

記 録 は

特に残し

ていない 

不明・無

回答 

回答数 3 83 93 89 85 91 84 52 1 12

％ 2.7% 74.1% 83.0% 79.5% 75.9% 81.3% 75.0% 46.4% 0.9% 10.7%
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＜外部での教育・研修＞（複数回答） 

 外部での教育・研修で、「参加者の感想文やレポート、アンケートなど」については 76.8％が記

録していた。 

 
  研修は実

施してい

な い ・ 参

加させて

いない 

目的 開催日時 参 加 人

数 ・ 参 加

者氏名 

講師、研

修担当者

テ ー マ ・

内容 

資料 参加者の

感想文や

レ ポ ー

ト、アンケ

ートなど 

記録は特

に残して

いない 

不明・無

回答 

回答数 2 87 98 95 94 96 92 86 0 10

％ 1.8% 77.7% 87.5% 84.8% 83.9% 85.7% 82.1% 76.8% 0.0% 8.9%

 
 
［事業所の指示により職員を参加させた外部研修の主催者］（問 6） 

外部の教育・研修の主催者は、「事業者団体」33.9％、「行政」13.4％、「社会福祉協議会」10.7％

の順で多かった。 

 
  行 政 社 会 福

祉 協 議

会 

事 業 者

団体 

医 療 関

係機関 

左 記 （ 1

～ 4 ） 以

外 の 民

間 研 修

機関 

その他 職員を外

部研修に

は参加さ

せていな

い 

不明・ 

無回答 

合計 

回答数 15 12 38 6 7 3 1 30 112 

％ 13.4% 10.7% 33.9% 5.4% 6.3% 2.7% 0.9% 26.8% 100.0% 
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［事業所の指示による仕事現場を離れた教育・研修（Off-JT）に対する賃金等の支払］（問 7） 

 介護職員（常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 78.6％、「参加にかかる交通費を支

払った」が 85.7％、「いずれも支払っていない」が 1.8％であった。なお、介護職員（常勤）は他の

職種に比べて、「教育・研修時間の賃金を支払った」や「参加にかかる交通費を支払った」の割合が

最も高かった。介護職員（非常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 31.7％、「参加にか

かる交通費を支払った」が 36.5％、「いずれも支払っていない」が 1.0％であった。 

 介護職員の Off-JT に対する賃金や交通費の支払いは、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなさ

れていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－介護職員

85.7%

1.8%

1.8%
26.0%

78.6%

1.8%

1.0%

33.7%

36.5%

31.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

介護職員（常勤）

介護職員（非常勤）

【複数回答】

介護職員（常勤） Ｎ＝112

介護職員（非常勤） N=104　非該当＝8

 
 
 看護職員（常勤）は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 76.8％、「参加にかかる交通費を支

払った」が 83.9％、「いずれも支払っていない」が 1.8％であった。看護職員（非常勤）は、「教育・

研修時間の賃金を支払った」が 30.1％、「参加にかかる交通費を支払った」が 32.3％、「いずれも支

払っていない」が 0.0％であった。 

 看護職員の Off-JT に対する賃金や交通費の支払いは、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなさ

れていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－看護職員

1.8%
0.0%

28.0%
2.7%

2.7%

76.8%

83.9%

30.1%

36.6%

32.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

 看護職員（常勤）

 看護職員（非常勤）

【複数回答】

看護職員（常勤） Ｎ＝112

看護職員（非常勤） N=93　非該当＝19
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 管理者は、「教育・研修時間の賃金を支払った」が 62.5％、「参加にかかる交通費を支払った」が

67.0％、「いずれも支払っていない」が 0.0％であった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７　Off-JT費用負担－管理者

62.5%

67.0%

0.0%

9.8%

15.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育・研修時間の賃金を支払った

参加にかかる交通費を支払った

いずれも支払っていない

実施してない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝112

 

 

（4） 自己啓発について 

［自己啓発にかかる費用の助成］（問 8） 

 自己啓発にかかる費用の助成は、介護職員（常勤）が 33.9％で最も多く、次いで看護職員（常勤）

29.5％の順であった。なお、「費用の助成は行っていない」は、63.4％と最も高かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問8　自己啓発への助成

33.9%

8.7%

29.5%

8.6%

20.5%

63.4%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護職員（常勤）N=112

介護職員（非常勤）N=104

非該当＝8

看護職員（常勤）N=112

看護職員（非常勤）N=93

非該当＝19

管理者N=112

費用の助成は行っていない

N=112

不明・無回答N=112

【複数回答】
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（5） 職員の資質向上への取り組みのテーマについて 

［職員の資質向上への取り組みのテーマ］（問 9） 

資質向上への取り組みのテーマで、多い順に「医療・保健に関する知識（感染症・食中毒に関す

る知識を含む）」86.6％、「介護技術（身体介護・生活援助・介護予防）」83.9％、「身体拘束等の排

除のための取り組み」79.5％、「認知症及び認知症ケアに係わる知識・技術」78.6％、「接遇」78.6％

であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問9　職員の資質向上への取り組みのテーマ

83.9%

79.5%

78.6%

78.6%

64.3%

61.6%

50.9%

49.1%

44.6%

43.8%

29.5%

29.5%

28.6%

28.6%

24.1%

20.5%

17.9%

15.2%

13.4%

6.3%

1.8%

0.9%

0.0%

86.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療・保健に関する知識（感染症・食中毒に関する知識を含む）

介護技術（身体介護・生活援助・介護予防）

身体拘束等の排除のための取り組み

認知症及び認知症ケアに係わる知識・技術

接遇

介護保険制度に関する知識

相談・苦情・事故（緊急時）対応

非常災害時の対応

アセスメント、施設サービス計画作成に関する知識

倫理及び法令遵守・プライバシー保護

機能訓練

情報共有、記録・報告・連絡方法

権利擁護、成年後見に関する知識

事例検討・ロールプレイ

事業理念・運営方針など

リーダーシップ、組織マネジメント

福祉用具の活用方法

人事・労務管理

障害に関する知識

対人援助技術（スーパービジョ ンの実施）

その他

予算・売上管理

特に何も取り組まなかった

不明・無回答

【複数回答】

（その他）の主な内容 

プリセプター業務 （先輩看護師の指導） 
アニマルセラピー 
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（6） 「介護サービス情報の公表」研修項目ごとの職員の資質向上への取り組みについて 

［「介護サービス情報の公表」の研修項目を中心とした個別の取り組み］（問 10） 

 
介護技術全般 

 介護技術全般で、多い順に「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」74.1％、「内部での教育・研修

を実施」69.6％、「マニュアルの作成・整備」61.6％、「会議等の集合機会を利用し職員に周知」54.5％

であった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－介護技術全般

69.6%

54.5%

74.1%

35.7%

61.6%

44.6%

49.1%

0.9%

0.9%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝112

 
 
認知症及び認知症ケア 

 認知症及び認知症ケアで、多い順に「外部での教育・研修に職員を派遣」62.5％、「内部での教育・

研修を実施」58.0％、「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」52.7％、「会議等の集合機会を利用し

職員に周知」49.1％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－認知症及び認知症ケア

58.0%

49.1%

52.7%

25.9%

40.2%

30.4%

62.5%

0.9%

4.5%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝112
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利用者のプライバシーの保護 

利用者のプライバシーの保護で、多い順に「マニュアルの作成・整備」57.1％、「会議等の集合機

会を利用し職員に周知」54.5％、「内部での教育・研修を実施」51.8％、「仕事の現場の中で上司や

先輩が指導」47.3％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－利用者のプライバシーの保護

51.8%

54.5%

47.3%

16.1%

57.1%

33.0%

24.1%

0.0%

0.9%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝112

 
 
倫理及び法令遵守 

 倫理及び法令遵守で、多い順に「会議等の集合機会を利用し職員に周知」56.3％、「内部での教育・

研修を実施」45.5％、「マニュアルの作成・整備」37.5％、「仕事の現場の中で上司や先輩が指導」

28.6％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問10　情報の公表項目への取り組み－倫理及び法令遵守

45.5%

56.3%

28.6%

7.1%

37.5%

19.6%

12.5%

0.9%

6.3%

7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内部での教育・研修を実施

会議等の集合機会を利用し職員に周知

仕事の現場の中で上司や先輩が指導

数名のチームでの活動

マニュアルの作成・整備

日常的にマニュアル等を活用

外部での教育・研修に職員を派遣

その他

取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

N=112 
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［その他の取り組み］（複数回答） 

 その他の研修項目である「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止」、「事故の発生又はその再

発防止」、「事故の発生等緊急時の対応」「非常災害時の対応」についても、「会議やミーティング等

の集合機会を利用し、職員に周知」、「内部での教育・研修を実施」、「仕事の現場の中で上司や先輩

が指導」、「マニュアルの作成・整備」が多かった。 

 
  内部で

の教

育・研

修を実

施 

会議や

ミーテ

ィング

等の集

合機会

を利用

し、職

員に周

知 

仕事の

現場の

中で上

司や先

輩が指

導 

数名の

チーム

での活

動 

マニュ

アルの

作成・

整備

日常的

にマニ

ュアル

や手引

書を活

用 

外部で

の教

育・研

修に職

員を派

遣 

その他 取り組

んでい

ない 

不明・

無回答

感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止 79 84 67 56 85 65 63 0 1 1

％ 70.5% 75.0% 59.8% 50.0% 75.9% 58.0% 56.3% 0.0% 0.9% 0.9%

身体拘束等の排除のた

めの取り組み 67 78 67 55 75 50 58 0 0 2

％ 59.8% 69.6% 59.8% 49.1% 67.0% 44.6% 51.8% 0.0% 0.0% 1.8%

事故の発生又はその再

発防止 70 79 62 60 78 53 42 0 0 2

％ 62.5% 70.5% 55.4% 53.6% 69.6% 47.3% 37.5% 0.0% 0.0% 1.8%

事故の発生等緊急時の

対応 55 74 54 44 78 48 23 0 1 2

％ 49.1% 66.1% 48.2% 39.3% 69.6% 42.9% 20.5% 0.0% 0.9% 1.8%

非常災害時の対応 71 61 37 22 66 34 23 2 1 4

％ 63.4% 54.5% 33.0% 19.6% 58.9% 30.4% 20.5% 1.8% 0.9% 3.6%
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［研修の資料］（問 10-1）（複数回答） 

 研修の資料については、どの研修項目についても「内部で作成した資料・マニュアル等」が 6割

以上を占めた。「外部で作成した資料・テキスト等」が多かったものは、「認知症及び認知症ケア」、

「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止」、「介護技術全般」、「身体拘束の排除のための取り組

み」などで 5割を超えていた。 

 
  内 部 で 作 成

した資料・マ

ニュアル等 

外 部 で 作 成

した資料・テ

キスト等 

資 料 は 使 わ

なかった 

不明・無回答 

介護技術全般 67 51 3 2 

％ 75.3% 57.3% 3.4% 2.2% 

認知症及び認知症ケア 53 59 1 3 

％ 62.4% 69.4% 1.2% 3.5% 

感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止 68 66 1 3 

％ 70.1% 68.0% 1.0% 3.1% 

利用者のプライバシーの保護 
58 39 8 4 

％ 67.4% 45.3% 9.3% 4.7% 

身体拘束等の排除のための取り組み 
65 50 9 2 

％ 68.4% 52.6% 9.5% 2.1% 

倫理及び法令遵守 52 33 6 6 

％ 65.0% 41.3% 7.5% 7.5% 

事故の発生又はその再発防止 
81 37 3 3 

％ 83.5% 38.1% 3.1% 3.1% 

事故の発生等緊急時の対応 
68 32 2 6 

％ 79.1% 37.2% 2.3% 7.0% 

非常災害時の対応 71 28 7 5 

％ 76.3% 30.1% 7.5% 5.4% 
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［研修の講師］（問 10-1）（複数回答） 

 研修の講師については、どの研修項目についても「内部職員が対応した」がほぼ 7割以上を占め

た。「外部の講師を招いた」が多かったものは、「非常災害時の対応」、「感染症及び食中毒の予防及

びまん延の防止」、「介護技術全般」、「認知症及び認知症ケア」、「倫理及び法令遵守」などで 1 割を

超えていた。 

 
  内部職員が

対応した 

外部の講師

を招いた 

講師はいな

かった 

不明・無回答 

介護技術全般 77 11 2 6 

％ 86.5% 12.4% 2.2% 6.7% 

認知症及び認知症ケア 70 10 1 8 

％ 82.4% 11.8% 1.2% 9.4% 

感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止 81 14 1 9 

％ 83.5% 14.4% 1.0% 9.3% 

利用者のプライバシーの保護 
71 7 1 13 

％ 82.6% 8.1% 1.2% 15.1% 

身体拘束等の排除のための取り組み 
80 5 1 12 

％ 84.2% 5.3% 1.1% 12.6% 

倫理及び法令遵守 64 9 2 9 

％ 80.0% 11.3% 2.5% 11.3% 

事故の発生又はその再発防止 
82 8 2 9 

％ 84.5% 8.2% 2.1% 9.3% 

事故の発生等緊急時の対応 
69 5 1 14 

％ 80.2% 5.8% 1.2% 16.3% 

非常災害時の対応 69 20 2 11 

％ 74.2% 21.5% 2.2% 11.8% 
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（7） 新人職員への教育・指導について 

［新人職員指導］（問 11－ａ） 

 新人介護職員（常勤）では、多い順に「指導担当者をつける」83.9％、「採用・新任時に研修を実

施」82.1％、「仕事の現場で集中的に指導」63.4％、「仕事の与え方を考慮する」56.3％であった。 

新人介護職員（非常勤）では、多い順に「指導担当者をつける」67.3％、「採用・新任時に研修を実

施」57.7％、「仕事の与え方を考慮する」52.9％、「仕事の現場で集中的に指導」51.9％であった。 

 新人介護職員への教育・指導は、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－a　新人職員指導－介護職員

82.1%

0.0%

0.9%

83.9%

15.2%

63.4%

0.9%

56.3%

10.6%

51.9%

57.7%

2.9%

67.3%

8.7%

1.0%

52.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用・新任時に研修を実施

指導担当者をつける

仕事の与え方を考慮する

仕事の現場で集中的に指導

仕事の現場を離れてこまめにアドバイス

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

新人介護職員（常勤）

新人介護職員（非常勤）

【複数回答】

介護職員（常勤） Ｎ＝112

介護職員（非常勤） N=104　非該当＝8

 
 

 新人看護職員（常勤）では、多い順に「指導担当者をつける」72.3％、「採用・新任時に研修を実

施」71.4％、「仕事の現場で集中的に指導」58.9％、「仕事の与え方を考慮する」51.8％であった。

新人看護職員（非常勤）では、多い順に「指導担当者をつける」53.8％、「採用・新任時に研修を実

施」49.5％、「仕事の与え方を考慮する」45.2％、「仕事の現場で集中的に指導」44.1％であった。 

 新人看護職員への教育・指導は、（常勤）の方が（非常勤）より、よくなされていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－a　新人職員指導－看護職員

71.4%

72.3%

0.0%
0.0%

2.7%

2.7%

0.0%

0.0%

0.0%
5.4%

44.1%

45.2%

49.5%

11.8%

11.8%

53.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用・新任時に研修を実施

指導担当者をつける

仕事の与え方を考慮する

仕事の現場で集中的に指導

仕事の現場を離れてこまめにアドバイス

その他

いずれも行っていない

不明・無回答

新人看護職員（常勤）

新人看護職員（非常勤）

【複数回答】

看護職員（常勤） Ｎ＝112

看護職員（非常勤） N=93　非該当＝19
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［新人職員指導 集中的に教育・指導を行う期間］（問 11－ｂ）  

 新人職員指導において集中的に教育・指導を行う期間で、最も多かったのは「～3ヶ月程度」42.9％、

次いで「～1ヶ月程度」29.5％、「～1週間程度」9.8％の順であった。なお、「集中的な教育・指導

は行わない」はなかった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問11－ｂ　新人職員指導　集中的に教育・指導を行う期間

1年以上

0.0%

～1年程度

5.4%

その他

1.8%
不明・無回答

1.8% ～1週間程度

9.8%

～半年程度

8.9%

集中的な教育・

指導を行わない

0.0%

～3ヶ月程度

42.9%

～1ヶ月程度

29.5%

Ｎ＝112

 
 
 

Ⅱ.貴事務所におけるサービスの質の向上のための取り組み全般 

 職員の能力評価で、最も多かったのは介護職員（常勤）66.1％、次いで看護職員（常勤）65.2％、

介護職員（非常勤）43.3％、看護職員（非常勤）37.6％、「いずれも能力を評価する仕組みはない」

31.3％、管理者 30.4％の順であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問12　職員の能力評価

66.1%

43.3%

65.2%

37.6%

30.4%

31.3%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護職員（常勤）N=112

介護職員（非常勤）N=104

非該当＝8

看護職員（常勤）N=112

看護職員（非常勤）N=93

非該当＝19

管理者N=112

いずれも能力を評価する仕組みはない

N=112

不明・無回答N=112

【複数回答】
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［職員の目標管理］（問 13） 

 職員の目標管理で、最も多かったのは「チームや係りで担当する仕事についての目標」57.1％、

「個人が担当する仕事についての目標」47.3％、次いで「個人の能力開発目標」42.0％、「職員の目

標に従った管理は行っていない」16.1％の順であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問13　職員の目標管理

42.0%

47.3%

57.1%

16.1%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人の能力開発目標

個人が担当する仕事についての目標

チームや係りで担当する仕事についての目標

職員の目標に従った管理は行っていない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝112

 
 
［各種マニュアルの整備等］（問 14－ａ） 

 各種マニュアルの整備については、「各事業所で作成したものが中心」が最も多く 69.6％であっ

た。 

 

  各 事 業 所

で作成した

も の が 中

心 

事業者（親

法人）で作

成したもの

が中心 

市 販 の も

のが中心 

事 業 所

（ 者 ） 作 成

と市販のも

のが同じぐ

らい 

マニュアル

がない 

不明・無回

答 

合  計 

回答数 78 13 5 14 0 2 112 

％ 69.6% 11.6% 4.5% 12.5% 0.0% 1.8% 100.0% 

 
 
［各種マニュアルの活用］（問 14－ｂ） 

 マニュアルの活用は、「十分に活用している」は、24.1％であった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問14-b　各種マニュアルの活用

不明・無回答

0.9%ほとんど活用していない

0.0%

どちらかというと

活用していない

17.9%

十分に活用している

24.1%

どちらかというと

活用している

57.1%Ｎ＝112
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［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ａ） 

 サービスについての自己評価は、「定期的に実施している」、「定期的でないが実施したことがある」

を合わせると 78.6％であった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問15-a　自己評価

不明・無回答

0.0%

実施したことがなく、

今後も実施の

予定はない

3.6%

実施したことはないが、

今後実施を検討している

17.9%

定期的ではないが

実施したことがある

39.3%

定期的に実施している

39.3%

Ｎ＝112

 
 
［事業所で提供しているサービスについての自己評価］（問 15－ｂ） 

 事業所で提供しているサービスについての自己評価の頻度については、「１年に１回程度」が最も

多く 56.8％であった。 

 
  数年に 1

回程度 

1年に1回

程度 

半年に 1

回程度 

1 ヵ月に 1

回以上

不明・無

回答 

該当者

回答数 1 25 17 0 1 44

％ 2.3% 56.8% 38.6% 0.0% 2.3% 100.0%

 
 
［第三者評価］（問 16－ａ） 

 第三者評価（監査は除く）は、「定期的に受けている」、「定期的ではないが受けたことがある」を

合わせると 31.2％であった。なお、「受けたことがなく、今後も受ける予定はない」は 21.4％であ

った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問16-a　第三者評価

定期的に受けている

10.7%

不明・無回答

3.6%受けたことがなく、

今後も受ける予定はない

21.4%

定期的ではないが

受けたことがある

20.5%

受けたことはないが、

今後受けることを

検討している

43.8%Ｎ＝112
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［第三者評価］（問 16－ｂ） 

 第三者評価を受ける頻度については、「１年に１回以上」が最も多く 66.7％であった。 

 

  

4～5 年に

１回程度 

2～3 年に

１回程度 

1 年に 1

回以上 

不明・無

回答 

該当者 

回答数 0 2 8 2 12

％ 0.0% 16.7% 66.7% 16.7% 100.0%

 
 
［利用者満足度の把握］（問 17－ａ） 

 利用者満足度の把握は、「日常的に、「利用者の声」を集める工夫をしている」が 61.6％、「職員

が受け止めた利用者の声を管理者等に集約する仕組みがある」が 43.8％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問17-a　利用者満足度の把握

22.3%

28.6%

61.6%

43.8%

12.5%

3.6%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者満足度調査を定期的に実施している

利用者満足度調査を定期的ではないが

実施したことがある

日常的に、「利用者の声」を集める工夫をしている

職員が受け止めた利用者の声を管理者等に集約する

仕組みがある

特に利用者満足度の把握はしていない

その他

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝112

 
 
［利用者満足度の把握］（問 17－ｂ） 

 利用者満足度調査を定期的に実施している頻度については、「１年に１回程度」が最も多く 72.0％

であった。 

 

  数年に 1

回程度 

1 年に 1

回程度 

半年に 1

回程度 

1 ヵ月に

1回以上

不明・無

回答 

該当者

回答数 3 18 3 1 0 25

％ 12.0% 72.0% 12.0% 4.0% 0.0% 100.0%
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［利用者満足度の把握］（問 17－ｃ）  

 利用者満足度の把握については、「満足度は平均的」が最も多く 64.3％であった。 

 
  満 足 度 は

高いほう 

満 足 度 は

平均的 

満 足 度 は

低いほう 

わからない 不明・無回

答 

合計 

回答数 17 72 5 9 9 112 

％ 15.2% 64.3% 4.5% 8.0% 8.0% 100.0% 

 
 
 
［サービス改善に向けた課題の議論］（問 18） 

 サービス改善に向けた課題の議論への取り組みは、多い順に「現場の職員と管理者が集まって課

題について話し合う場がある」78.6％、「管理者だけが集まって課題について話し合う場がある」

51.8％、「現場の職員だけが集まって課題について話し合う場がある」50.9％、「日常的に管理者が

現場の職員の意見を口頭もしくは文書などで吸い上げる仕組みがある」42.0％の順であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問18　サービス改善に向けた課題の議論

78.6%

42.0%

51.8%

50.9%

1.8%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場の職員と管理者が集まって課題について

話し合う場がある

日常的に管理者が現場の職員の意見を口頭もしくは文書

などで吸い上げる仕組みがある

管理者だけが集まって課題について話し合う場がある

現場の職員だけが集まって課題について話し合う場がある

いずれも取り組んでいない

不明・無回答

【複数回答】

Ｎ＝112
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Ⅲ.サービスの質の向上に向けて貴事務所が重要だと考える取り組み 

［サービスの質の向上のために重要だと思う取り組み］（問 19） 

サービスの質の向上のために特に重要だと思う取り組みで 6割以上のものは、多い順に「現場で

職員の管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成」91.1％、「職員に対するＯＪＴの充

実」75.0％、「利用者満足度の把握」63.4％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問19　サービスの質向上に重要な取り組み

75.0%

63.4%

58.0%

58.0%

56.3%

53.6%

50.9%

49.1%

48.2%

47.3%

43.8%

42.9%

35.7%

29.5%

27.7%

18.8%

3.6%

0.0%

91.1%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場で職員の管理・指導にあたる現場管理者・中堅リーダー層の育成

職員に対するＯＪＴの充実

利用者満足度の把握

十分な職員数の確保

職員に対するＯｆｆ－ＪＴの充実

事業所全体でのサービス改善に向けた課題の議論

新人への集中的な教育・指導

管理者の資質向上

職員の目標管理の実施

各種マニュアルの整備

職員に対する自己啓発支援の充実

職員の能力評価の実施

自己評価の実施

地域における関係機関とのネットワークの構築

第三者評価の実施

事業所全体の業務分担の明確化

事業者（親法人）による事業所のサポートの充実

その他

不明・無回答

特に重要だと思うものはない

【複数回答】

N=112 

 

Ⅳ.貴事務所の概要 

［法人格等］（問 20） 

 事業所の設立母体で、最も多かったものは「医療法人」67.9％で、次いで「社会福祉法人（社会

福祉協議会を除く）」21.4％、「地方自治体」6.3％、「民法法人（社団、財団）」3.6％の順であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問20　事業所の設立母体

社会福祉法人

（社会福祉協議会を除く）

21.4%

社会福祉協議会

0.0%

不明・無回答

0.0%その他

0.0%
地方自治体

6.3%
生活共同組合・

農業共同組合

0.9%

特定非営利活動法人

（ＮＰＯ法人）

0.0%

民法法人

（社団、財団）

3.6%
株式会社、有限会社等の

営利法人

0.0%

医療法人

67.9%
Ｎ＝112
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［法人全体の事業所数］（問 21） 

 同一法人内の他の事業所を「持っている」は 83.0％で、さらにその中で最も多かったものは「2

～5事業所」64.5％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業所数

64.5%

18.3%

11.8%

3.2%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2～5事業所

6～9事業所

10～29事業所

30事業所以上

不明・無回答

 問21　同一法人内の

他の事業所の有無

不明・

無回答

7.9%

持って

いない

9.8%

持っている

83.0%

Ｎ＝112

 
［実施している介護関連サービス］（問 22） 

 介護老人保健施設が実施している介護関連サービスは、多い方から「居宅介護支援」61.6％、「通

所介護」39.3％、「訪問看護」37.5％、「訪問介護」23.2％、「介護老人福祉施設」8.9％の順であっ

た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問22　実施している介護関連サービス

23.2%

2.7%

37.5%

39.3%

3.6%

1.8%

61.6%

8.9%

4.5%

0.0%

22.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

通所介護

福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護

居宅介護支援

介護老人福祉施設

障害者を対象としたサービス

児童を対象としたサービス

上記以外の介護関連サービス

Ｎ＝112

【複数回答】

 

（上記以外の介護関連サービス）の主な内容 

診療所 

配食サービス 

生活支援ハウス 

養護老人ホーム など 
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［設立年月］（問 23） 

 設立年月については、介護保険制度導入前の「1990 年代」が最も多く 62.5％であった。 

 

  1949 年

以前 

1950 年

代 

1960 年

代 

1970 年

代 

1980 年

代 

1990 年

代 

2000 年

代 

不明・無

回答 

合計 

回答数 0 1 0 0 7 70 28 6 112 

％ 0.0% 0.9% 0.0% 0.0% 6.3% 62.5% 25.0% 5.4% 100.0% 

 
［介護老人保健施設の定員数］（問 24） 

介護老人保健施設の定員では、多い方から「90 人以上 110 人未満」45.5％、「70 人以上 90 人未満」

22.3％、「50 人以上 70 人未満」13.4％、「110 人以上 130 人未満」7.1％の順であった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問24　介護老人福祉施設の定員数

30人未満

0.0%
不明・無回答

0.0%

90人以上

110人未満

45.5%

150人以上

3.6%

30人以上

50人未満

1.8%

50人以上

70人未満

13.4%

130人以上

150人未満

6.3%

110人以上

130人未満

7.1% 70人以上

90人未満

22.3%

Ｎ＝112

 
 
［経営の効率性］（問 25） 

 経営の効率性については、「効率は悪くなった」が最も多く 62.5％であった。 

  効率が良くな

った 

変化なし 効率は悪くな

った 

わからない 不明・無回答 合計 

回答数 11 23 70 3 5 112 

％ 9.8% 20.5% 62.5% 2.7% 4.5% 100.0% 

 
 
［職員数］（問 26） 

 賃金を支払う職員の実人数については、「50 人以上 100 人未満」が最も多く 68.8％であった。 

  10 人未満 10 人以上 50

人未満 

50人以上100

人未満 

100 人以上 不明・無回答 合計 

回答数 0 15 77 18 2 112 

％ 0.0% 13.4% 68.8% 16.1% 1.8% 100.0% 
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［常勤職員（実人数）の割合］ 

 そのうち常勤職員の割合については、多いところは「90～99％」が 26.8％、「70～79％」、「80～

89％」がいずれも 22.3％、70％以上が 78.5％を占めていた。 

 

  0％ 1～9％ 10～ 

19％ 

20～ 

29％ 

30～

39％

40～

49％

50～

59％

60～

69％

70～

79％

80～ 

89％ 

90～ 

99％ 

100％ 不明・

無回答

回答数 0 3 3 3 2 1 4 7 25 25 30 8 1

％ 0.0% 2.7% 2.7% 2.7% 1.8% 0.9% 3.6% 6.3% 22.3% 22.3% 26.8% 7.1% 0.9%

 
  合計 

回答数 112 

％ 100.0% 

 
 
［職員の定着状況］（問 27－ａ） 

 職員の定着状況では、多い方から「定着率は低くない」45.5％、「定着率が低く困っている」33.0％、

「定着率は低いが特に困っていない」17.9％の順であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

定着率は低いが

特に困っていない

17.9%

定着率が低く困っている

33.0%

不明・無回答

3.6%

定着率は低くない

45.5%

問27－ａ　職員の定着状況

Ｎ＝112

 

 

 

［職員の退職状況］（問 27－ｂ） 

 職員の退職状況について、「10 人採用すると 1 年後にはどれくらい辞めていますか」という質問

に対し、多いところは「1人」が 27.7％、「3人」が 25.0％、「2人」が 22.3％であった。 

 

  0 人 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 7 人 8 人 9 人 10 人 不明・

無回答

合計

回答数 5 31 25 28 6 8 3 1 2 0 0 3 112

％ 4.5% 27.7% 22.3% 25.0% 5.4% 7.1% 2.7% 0.9% 1.8% 0.0% 0.0% 2.7% 100.0%
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－261－ 

［職員の採用状況］（問 28－ａ） 

 職員の採用状況について、多いところは「募集しても応募者がいない」が 42.0％、「応募がある

が望ましい人がこない」が 41.1％であった。 

 

  十分に応募が

あり望ましい

人が採用され

ている 

応募があるが

望ましい人が

こない 

募集しても応

募者がいない

その他 不明・無回答 合計 

回答数 9 46 47 8 2 112 

％ 8.0% 41.1% 42.0% 7.1% 1.8% 100.0% 

（その他）の主な内容 

職種により一概に言えない 
 
［職員の確保状況］（問 28－ｂ） 

 職員の確保状況について、多いところは「やや不足」が 58.0％、「適当」が 32.1％であった。 

 

  大いに過剰 やや過剰 適当 やや不足 大いに不足 不明・無回

答 

合計 

回答数 1 3 36 65 6 1 112 

％ 0.9% 2.7% 32.1% 58.0% 5.4% 0.9% 100.0% 

 
 
［派遣労働者の受け入れ状況］（問 29－ａ） 

 派遣労働者の受け入れ状況については、「派遣労働者を受け入れていない」が 71.4％を占めた。 

 

  派遣労働者を受け

入れている 

派遣労働者を受け

入れていない 

不明・無回答 合計 

回答数 31 80 1 112 

％ 27.7% 71.4% 0.9% 100.0% 

 
 
［派遣労働者の活用状況］（問 29－ｂ） 

 派遣労働者の活用状況については、「現状維持」が 43.8％、「今後拡大もしくは新規に導入したい」

が 12.5％があった。また、「わからない」も 33.0％を占めた。 

 

  今後拡大もし

くは新規に導

入したい 

現状維持 縮小したい わからない 不明・無回答 合計 

回答数 14 49 9 37 3 112 

％ 12.5% 43.8% 8.0% 33.0% 2.7% 100.0% 
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自由記入欄の記載内容        
  
＜記入者属性＞ 
事務長・事務局長等の事務責任者 
事務系スタッフ 
看護師長・看護師 
 
Ⅰ 事業所における職員の資質向上への取り組み等（内容やかかるコストも含む）  
 
（１）全体方針・課題について        

記入なし         
           
（２）仕事を通じた能力開発や上司・先輩による指導（OJT）について   

記入なし         
           
（３）事業所の指示による仕事の現場を離れた教育・研修（Off-JT）について   
①Off-JT の考え方         

記入なし         
           
②内部研修          
○内部研修の際の外部講師の確保が課題。     

  
③外部研修          
○外部研修への参加強化を考えている。      
○回答者が希望する外部研修として列挙したテーマは以下のとおり。   
・看護、介護の実践を踏まえた接遇研修      
・医療の知識、最新の医療事情、新しい介護技術など     

 
（４）自己啓発・意識づけについて        

記入なし          
 

－262－ 



 
介護老人保健施設 

Ⅱ 事業所におけるサービスの質の向上のための取り組みの方策について（内容やかかる

コストも含む）         
職員の能力評価、職員の目標管理、マニュアルの整備、サービスについての自己評価、第

三者評価、利用者満足度の把握、サービス改善に向けた課題の議論について 等  
記入なし         

           
 
Ⅲ サービスの質の向上に向けて事業所が重要と考える取り組みテーマ・課題について  
 

○人材育成．介護者のレベルアップ 特にケアプランの実施を更に充実させたいので、

施設のケアマネジャーの向上を期待している。    
           

 
Ⅳ 事業所の現状について        
法人格等、法人全体の事業所数、実施している介護関連サービス、設立年月、規模（売上

高、定員等）、経営の効率性、職員数、職員の定着状況、職員の採用・確保状況、派遣労働

者の活用状況         
           

○経営面から人件費をこれ以上上げられない。そのため正規職員登用が減り、契約常

勤職員が増えており、教育や質の向上に影響を与えている。    

○平成 17 年 10 月の居住費・食費の改正と同 18 年 4 月の介護報酬の見直しにより、法

人にとって収入が大きく減少。一方、介護・看護職員にとって労働に対する対価と

しての賃金も低いことから、病院への転職者が多く、離職者の欠員補充ができない

状況が続いている。        

○質の向上のため職員研修を計画しても介護・看護職員が現場から離れることができ

ず、研修に参加させることが難しくなっている。収入が安定し、マンパワーの確保

ができる環境をぜひ作っていただきたい。     
      

 
Ⅴ 「その他、課題だと思っていることや意見、要望等」    
        

○シルバーサービス振興会の事業内容や調査活動を告知する機会を設けてほしい。  
○資質向上に向けての取り組みには、人員配置的な余裕が必要と考える。   
○現行の介護報酬ではバランスのよい採用計画が立てづらい。教育費用の捻出に苦労

せざるを得ない状態であり、外部講師の派遣や研修会・セミナーの参加は断念し、
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施設内で処理していかざるを得ない。介護保険財政もなかなか好転はしないと思う

が、悪循環にならぬよう行政の判断を切に希望する。    
        


